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（初等中等教育局)

前　年　度
予　算　額

令和７年度
予算額（案）

比　較　増
△ 減　額

千円 千円 千円

1. 1,575,189,856 1,633,226,716 58,036,860
1. 義務教育費国庫負担金 1,620,953,000 ( 1,562,712,000 )

2. 補習等のための指導員等派遣事業 12,085,664 ( 12,089,958 )

(1)教員業務支援員の配置 8,564,993 ( 8,118,477 )

(2)学力向上を目的とした学校教育活動支援 2,384,386 ( 3,435,973 )

(3)副校長・教頭マネジメント支援員 696,160 ( 535,508 )

(4)校内教育支援センター支援員の配置 440,125 ( 0 )

3. 学校における働き方改革推進事業 60,169 ( 82,431 )

4. 教育政策形成に関する実証研究 54,076 ( 54,076 )

[ 155,827 ]
5. 行政による学校問題解決のための支援体制の 73,807 ( 95,564 )

構築に向けたモデル事業

(参考）復興特別会計

1,131,000 1,079,000 △ 52,000 義務教育費国庫負担金

2. 2,926,967 2,663,769 △ 263,198
[ 5,995,551 ]

1. GIGAスクール構想支援体制整備事業 456,022 ( 0 )

[ 207,200 ]
2. GIGAスクールにおける学びの充実 163,848 ( 320,998 )

3. 学習者用デジタル教科書の導入 1,672,249 ( 1,689,266 )

[ 593,641 ]
4. 生成AIの活用を通じた教育課題の解決・ 231,928 ( 0 )

教育DXの加速

5. 次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術・ 139,722 ( 139,768 )
教育データの利活用推進

6. 前年度限りの経費 ( 776,935 )

3. 2,468,492 2,424,648 △ 43,844
1. 次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する 65,541 ( 65,239 )

先導的研究開発
[ 618,344 ]

2. 小・中・高等学校を通じた英語教育強化 220,096 ( 301,657 )

3. 理数教育の充実のための総合的な支援等 1,918,921 ( 1,918,811 )

4. 特定分野に特異な才能のある児童生徒への 54,985 ( 77,265 )
支援の推進

5. 学習指導要領のよりよい実施と現代的課題に 165,105 ( 105,520 )
対応した教育の充実等

4. 845,527 838,199 △ 7,328
1. 高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール） 230,000 ( 0 )

2. 各学校・課程・学科の垣根を超える高等学校 104,736 ( 119,736 )
改革推進事業

3. 新時代に対応した高等学校改革推進事業 97,928 ( 219,228 )

4. マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材 218,467 ( 250,536 )
育成刷新事業）

5. WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシ 102,153 ( 186,095 )
アム構築支援事業

6. 高等学校における教育の質確保・多様性への 84,915 ( 69,932 )
対応に関する調査研究

[ 10,000,375 ]
前年度限りの経費 0

令和７年度予算（案）事項別表

事 項
備　　　　考

（　）内　前年度予算額、[　]内　前年度補正予算額

教育の質の向上
に向けた、学校
における働き方
改革の更なる加
速化、教師の処
遇改善、学校の
指導・運営体制
の充実の一体的
な推進

GIGAスクール構
想の着実な推進
と学校DXの加速

教育課程の充
実、特定分野に
特異な才能のあ
る児童生徒への
支援の推進

新時代に対応し
た高等学校改革
の推進

1



前　年　度
予　算　額

令和７年度
予算額（案）

比　較　増
△ 減　額

千円 千円 千円

事 項
備　　　　考

（　）内　前年度予算額、[　]内　前年度補正予算額

5. 2,251,119 2,152,859 △ 98,260
1. 幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上 530,251 ( 352,232 )

を支える自治体への支援

2. 幼児教育の質の向上に関する調査研究等 341,576 ( 557,103 )

[ 4,044,853 ]
3. 幼児教育の質を支える教育環境の整備 1,281,032 ( 1,341,784 )

[ 1,730,500 ]
(1)教育支援体制整備事業費交付金 828,500 ( 885,667 )

[ 2,314,353 ]
(2)私立幼稚園施設整備費補助金 452,532 ( 456,117 )

6. 724,916 695,150 △ 29,766 [ 49,838 ]
1. 学校保健の推進 417,307 ( 396,615 )

2. 学校給食・食育の充実 136,675 ( 133,213 )

3. 養護教諭・栄養教諭の業務の支援体制の充実 51,868 ( 103,716 )

4. その他関係経費 89,300 ( 91,372 )

7. 8,851,083 9,482,952 631,869 [ 449,836 ]
1. いじめ対策・不登校支援等総合推進事業 9,366,748 ( 8,765,515 )

(1)専門家を活用した教育相談体制の整備・ 9,294,632 ( 8,680,213 )
関係機関との連携強化等【一部再掲】

(2)いじめ対策・不登校支援等推進事業 34,292 ( 47,478 )

(3)有識者会議等開催経費等 37,824 ( 37,824 )

2. 夜間中学の設置促進・充実 116,204 ( 85,568 )

(参考）復興特別会計

1,502,766 1,432,133 △ 70,633 緊急スクールカウンセラー等活用事業

8. 4,570,347 5,081,828 511,481
1. 医療的ケアが必要な児童生徒等への支援 4,592,796 ( 4,068,328 )

2. 発達障害のある児童生徒等への支援 88,849 ( 50,326 )

3. インクルーシブ教育システムの更なる推進 77,049 ( 78,696 )

4. ICTを活用した指導の充実 70,404 ( 100,422 )

5. 特別支援教育の指導体制等の充実 252,730 ( 272,575 )

9. 道徳教育の充実 4,269,620 4,297,578 27,958
1. よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育 4,297,578 ( 4,269,620 )

の推進等
※「14．義務教育教科書の無償給与」のうち、道徳

教科書分含む

10. 108,055 108,055 0
1. 健全育成のための体験活動推進事業 99,365 ( 99,365 )

[総合教育政策局に計上]

2. 小・中・高等学校等における起業体験推進事業 8,690 ( 8,690 )
【後掲】

11. 268,084 236,015 △ 32,069
1. 将来の在り方・生き方を主体的に考えられる 17,548 ( 17,548 )

若者を育むキャリア教育推進事業
（総合教育政策局予算を含む）

2. マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材 218,467 ( 250,536 )
育成刷新事業）【再掲】

12. 2,917,809 2,982,355 64,546
1. スクールソーシャルワーカー活用事業【再掲】 2,427,957 ( 2,355,010 )

2 要保護児童生徒援助費補助 554,398 ( 562,799 )

(参考）復興特別会計

695,086 509,266 △ 185,820 被災児童生徒就学支援等事業

子供の体験活動
の推進

幼児期及び幼保
小接続期の教育
の質的向上

現代的健康課題
に対応するため
の健康教育の推
進

誰一人取り残さ
れない学びの保
障に向けた不登
校、いじめ対策
等の推進

特別支援教育の
充実

キャリア教育・職
業教育の充実

学校をプラット
フォームとした総
合的なこどもの
貧困の解消に向
けた対策の推進
等
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前　年　度
予　算　額

令和７年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

千円 千円 千円

事　　　　　　　項
備　　　　考

（　）内　前年度予算額、[　]内　前年度補正予算額

13. 426,485,293 425,119,582 △ 1,365,711
1. 高等学校等就学支援金交付金等 407,423,472 ( 408,963,403 )

(1)高等学校等就学支援金交付金 404,778,274 ( 406,320,450 )

(2)高等学校等就学支援金事務費交付金 2,640,865 ( 2,637,748 )

(3)公立高等学校授業料不徴収交付金 4,333 ( 5,205 )

2. 高校生等奨学給付金（奨学のための給付金） 14,732,398 ( 14,741,882 )

3. 高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等 909,348 ( 708,759 )
奨学給付金を除く）

4. へき地児童生徒援助費等補助金 2,054,364 ( 2,071,249 )

14. 47,098,000 47,201,000 103,000
1. 義務教育教科書購入費 47,201,000 ( 47,098,000 )

15. 312,868 297,294 △ 15,574 [ 155,827 ] 
1. 行政による学校問題解決のための支援体制の 73,807 ( 95,564 )

構築に向けたモデル事業【再掲】

2. 地方教育行政の連携促進事業 9,974 ( 10,122 )
[ 30,437 ] 

3. 公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する 47,519 ( 65,086 )
調査研究事業

4. 夜間中学の設置促進・充実【再掲】 116,204 ( 85,568 )
[ 49,955 ] 

5. 超少子化時代に対応した学校の適正規模・ 0 ( 0 )
適正配置の在り方に関する調査研究

6. 地方公共団体に対する指導助言や連絡協議 49,790 ( 56,528 )
会等の開催等に要する経費

高校生等への修
学支援

義務教育教科書
の無償給与

地方教育行政の
推進
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１．教育の質の向上に向けた、学校における働き方改革の
更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体
制の充実の一体的な推進 

 
令和 7 年度予算額（案）  1,633,227 百万円 

(前年度予算額          1,575,034 百万円） 

［令和 6 年度補正予算額       156 百万円］ 

〔参考：復興特別会計           1,079 百万円〕 

 
１．要  旨  

全ての子供たちへのよりよい教育の実現に向け、教職の魅力を向上し、教師
に優れた人材を確保するため、学校における働き方改革の更なる加速化とあわ
せて、多様化・複雑化する教育課題への対応と新たな学びの実装による教育の
質の向上を目指した、持続可能な学校の指導・運営体制の充実に必要な教職員
定数の改善と、学びの専門職である教師にふさわしい処遇を実現するため、教
職の重要性と職務や勤務の状況に応じた処遇改善を図る。また、教師の負担軽
減のための教員業務支援員、副校長・教頭マネジメント支援員、学習指導員等
の支援スタッフや行政による支援体制の構築を推進する。 

 
 
２．内  容  
（１）義務教育費国庫負担金     1,620,953 百万円(1,562,712 百万円) 

 
義務教育費国庫負担制度は､公立の義務教育諸学校の教職員の給与費につい

て都道府県及び指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものであ
る。 

  ✓教職員定数の改善           ＋129 億円（＋5,827 人） 
  ✓教職員定数の自然減等      ▲195 億円（▲8,803 人） 

  ✓教師の処遇改善                  ＋34 億円 

  ✓給与の見直し           ▲11 億円 

※このほか、人事院勧告による増、負担金の算定方法適正化等がある。 

※処遇改善等は、R8.1～３月までの３か月分を計上。 

（参考）通年ベース 処遇改善：約 170 億円 

           計 対前年度＋583 億円 

                            
≪学校の指導・運営体制の充実≫ ＋5,827 人 
１．小学校における教科担任制の拡充 ＋990 人 

・学びの質の向上と教師の持ち授業時数の軽減のため、令和４年度から推進し
てきた高学年に加え、４年生についても教科担任制を推進（※）  ＋800 人 

・新規採用教師の持ち授業時数軽減のため、教科担任制を推進（※）＋190 人 
（※）４年間で計画的に改善（改善総数 3,960 人）  

２．生徒指導担当教師の配置拡充（※） ＋1,000 人 
・急増する不登校やいじめ等に対応し、誰一人取り残されない学びを支援 

   （※）４年間で計画的に改善（初年度の令和７年度は重点的に措置（改善総数 2,640 人）） 
３．多様化・複雑化する課題への対応 ＋200 人 

・特別支援学校のセンター的機能の強化 
・貧困や離島・過疎地域など個々の学校が抱える課題への対応 
・チーム学校のための体制強化 
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４．35 人学級の推進等、義務標準法の改正に伴う定数増 ＋3,637 人 

・小学校における 35 人学級の推進（第６学年分） ＋3,086 人 
（学級編制の標準の引下げに係る計画） 

年度 R3 R4 R5 R6 R7 

学年 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 

 

・通級や日本語指導等のための基礎定数化（9/10 年目） +551 人 
 
≪教師の処遇改善≫ ※令和８年１月から３月までの３か月分 
  教師の処遇については、中央教育審議会答申や骨太の方針 2024 を踏まえ、教

職の職務の重要性や勤務の状況に応じた改善を図ることとし、教職調整額の改
善や各種手当等の充実を図る。 

 
１．教職調整額の改善 

学校が対応する課題の複雑化・困難化を踏まえつつ、教職の魅力を向上し、
教師に優れた人材を確保するため、人材確保法による処遇改善後の優遇分の水
準を確保できるよう教職調整額の水準を令和12年度までに10%に改善すること
とし、令和 7 年度は１％引き上げる。また、教職調整額の改善とあわせ、管理
職（校長・教頭等）の本給も改善する。 

 
２．職務や勤務の状況に応じた処遇改善等 

学級担任の職務の重要性や負荷を踏まえた処遇改善とともに、一律支給され
ている義務教育等教員特別手当の見直しを図る。 
 学級担任への加算：月額 3,000 円 ※小・中学校の単式・複式学級を対象 

                                   等 
３．産休・育休代替教職員の安定的な確保のための国庫負担金算定の見直し 

従来、臨時的任用教職員に限り国庫負担算定上対象としていた産休・育休代
替者について、正規の教職員が業務を代替する場合も、国庫負担算定上の対象
となるよう見直す。 

 
（参考：復興特別会計） 
   被災した児童生徒に対する心のケアや学習支援のため、教職員定数（452 人）

を別途要求。  
                        1,079 百万円(1,131 百万円) 
 
 
（２）学校における働き方改革の推進のための支援スタッフの充実等 
 
  ◆補習等のための指導員等派遣事業〔補助率１／３〕 

12,086 百万円（12,090 百万円） 
   
  多様な支援スタッフが学校の教育活動に参画する取組を支援 
   

① 教員業務支援員の配置           8,565 百万円（8,118 百万円） 
   教師の負担軽減を図り、教師が児童生徒への指導や教材研究等により注力

できるよう、授業準備の補助やデータの入力・集計、各種資料の整理、行事
や式典等の準備補助等をサポートする教員業務支援員の配置を支援。（28,100
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人→28,100 人）※学校教育法施行規則第 65 条の７に該当する教員業務支援
員 

・想定人材：地域の人材（卒業生の保護者など） 
・実施主体：都道府県・指定都市 
・負担割合：国１／３、都道府県・指定都市２／３ 

※ 学校の働き方改革に資する自治体独自の職員の配置状況等を勘案
した配分基準を設定。 

 
② 副校長・教頭マネジメント支援員の配置    696 百万円（536 百万円） 

     副校長・教頭の厳しい勤務実態を踏まえ、その学校マネジメント等に係る
業務を専門的に支援するための人材の配置を支援。（1,000 人→1,300 人） 

・想定人材：退職教員、教育委員会勤務経験者、民間企業等での事務経験 
者等 

・実施主体：都道府県・指定都市 
・負担割合：国１／３、都道府県・指定都市２／３ 
 

  《具体例》  
・副校長・教頭の業務補助 
・教職員の勤務管理事務の支援 
・保護者や外部との連絡調整 等 

 
③ 学力向上を目的とした学校教育活動支援  2,384 百万円（3,436 百万円） 

     児童生徒一人一人にあったきめ細かな対応を実現するため、学校教育活動
を支援する人材の配置を支援。また、教職に関心のある学生の積極的な活用
を推進することで、教職への意欲を高める。（11,000 人→9,200 人） 

・想定人材：退職教員、教師志望の学生をはじめとする大学生、学習塾講 
師、NPO 等教育関係者等、地域における幅広い人材 

・実施主体：都道府県・指定都市 
・負担割合：国１／３、都道府県・指定都市２／３ 
 

《具体例》  
・TT 指導（team-teaching）や習熟度別学習、放課後の補習など発展的な

学習の対応 
・外国人児童生徒等の学力向上への取組 
・学校生活適応への支援 
・キャリア教育支援、就職支援のための相談員の配置 
・専門家による出前授業の実施に向けた調整等 
・校長経験者による若手教員への授業指導 
・子供の体験活動の実施への支援  

 
④ 校内教育支援センター支援員の配置        440 百万円（ 新規 ） 

校内教育支援センターを拠点として、日常的に、不登校から学校復帰する
段階にある児童生徒や不登校の兆候がみられる児童生徒に対し、学習支援を 
行うとともに、SC・SSW 等の専門家と連携しながら、相談支援を行う支援員 
を配置（2,000 校）。 

・実施主体：都道府県・指定都市 
・負担割合：国１／３、都道府県１／３、市区町村１／３（※） 

 （※）都道府県又は指定都市が実施主体の場合は国 1/3、都道府県・指定都市 2/3 
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（３）学校における働き方改革推進事業        60 百万円(82 百万円) 
 

働き方改革を進める学校への教育委員会による伴走支援機能を強化するた
め、働き方改革の専門的知見を有するサポーターを派遣し、教育委員会と連携
して学校の取組への伴走型支援を行う。実証地域の都道府県において、教育委
員会による PDCA サイクルの実施や、管理職へのマネジメント支援等を通じた学
校における働き方改革の好事例を創出するとともに、域内の市区町村への横展
開を図る。また、業務改善や勤務実態の変化について把握するとともに、事例
集を作成するなど全国的な取組の普及を図る。 

あわせて、学校の働き方改革のための取組状況調査の実施・分析・市町村別
結果公表等を通じて、教育委員会や各学校における働き方改革の自走サイクル
を構築する。 

 
 
（４）教育政策形成に関する実証研究  54 百万円(54 百万円) 

 
令和３年義務標準法改正法における附則及び附帯決議等を踏まえ、学校の望

ましい指導体制の検討のため、少人数学級及び支援スタッフ（外部人材）の効
果検証を行うことを目的とした実証研究を実施する。 

 
 
【参考】経済財政運営と改革の基本方針 2024（抜粋） 

35 人学級等についての小学校における多面的な効果検証等を踏まえつつ、中学校

を含め、学校の望ましい教育環境や指導体制を構築していく。 
 
 
（５）行政による学校問題解決のための支援体制の構築に向けたモデル事業 

74 百万円(96 百万円) 

 [156 百万円] 

保護者や地域住民からの過剰な苦情や不当な要求等、学校だけでは解決が難
しい事案について、経験豊かな学校管理職 OB 等を学校問題解決支援コーディネ
ーターとして活用することも含め、様々な専門家と連携した行政による支援体
制の構築を推進する。 
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1兆
6,
21
0億

円
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
1兆

5,
62
7億

円
（
前
年
度
予
算
額

全
て
の
⼦
供
た
ち
へ
の
よ
りよ
い
教
育
の
実
現
に
向
け
、教

職
の
魅
⼒
を
向
上
し、
教
師
に
優
れ
た
⼈
材
を
確
保
す
る
た
め
、学

校
に
お
け
る
働
き
⽅
改
⾰
の
更
な
る
加
速
化
とあ
わ
せ
て
、

多
様
化
・複
雑
化
す
る
教
育
課
題
へ
の
対
応
と新

た
な
学
び
の
実
装
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上
を
⽬
指
した
、持

続
可
能
な
学
校
の
指
導
・運
営
体
制
の
充
実
に
必
要
な
教
職
員
定
数

5,
82
7⼈

の
改
善
と、
学
び
の
専
⾨
職
で
あ
る
教
師
に
ふ
さわ
しい
処
遇
を
実
現
す
る
た
め
、教

職
の
重
要
性
と職

務
や
勤
務
の
状
況
に
応
じた
処
遇
改
善
を
図
る
。

「令
和
の
⽇
本
型
学
校
教
育
」の
実
現
に
向
け
た
教
育
環
境
整
備

（
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
⾦
）

・教
職
員
定
数
の
改
善
＋
12
9億

円
（
＋
5,
82
7⼈

）
・教
職
員
定
数
の
⾃
然
減
等
▲
19
5億

円
（
▲
8,
80
3⼈

）
・教
師
の
処
遇
改
善
＋
34
億
円

・給
与
の
⾒
直
し▲

11
億
円

この
ほ
か
、⼈

事
院
勧
告
に
よる
増
、負

担
⾦
の
算
定
⽅
法
適
正
化
等
が
あ
る
。

対
前
年
度
＋
58
3億

円
※
処
遇
改
善
等
は
、R
8.
1〜

３
⽉
ま
で
の
３
か
⽉
分
を
計
上
。（

参
考
）
通
年
ベ
ー
ス
処
遇
改
善
︓
約
17
0億

円

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
財
務
課
）

○
⼩
学
校
に
お
け
る
教
科
担
任
制
の
拡
充

＋
99
0⼈

・学
び
の
質
の
向
上
と教

師
の
持
ち
授
業
時
数
の
軽
減
の
た
め
、令

和
４
年
度
か
ら推

進
して
き
た
⾼
学
年
と同

じ標
準
授
業
時
数
で
あ
る
４
年
⽣
に
教
科
担
任
制
を
拡
⼤
。

ま
た
、新

規
採
⽤
教
師
の
持
ち
授
業
時
数
を
軽
減
。

(４
年
間
で
計
画
的
に
改
善
(改
善
総
数
3,
96
0⼈

))

学
校
の
指
導
・運
営
体
制
の
充
実

＋
5,
82
7⼈

○
多
様
化
・複
雑
化
す
る
課
題
へ
の
対
応

＋
20
0⼈

・特
別
⽀
援
学
校
の
セ
ンタ
ー
的
機
能
の
強
化

・貧
困
や
離
島
・過
疎
地
域
な
ど個

々
の
学
校
が
抱
え
る
課
題
へ
の
対
応

・チ
ー
ム
学
校
の
た
め
の
体
制
強
化

○
35
⼈
学
級
の
推
進
等
、義
務
標
準
法
の
改
正
に
伴
う定

数
増

＋
3,
63
7⼈

・⼩
学
校
に
お
け
る
35
⼈
学
級
の
推
進
（
第
６
学
年
分
）

＋
3,
08
6⼈

（
学
級
編
制
の
標
準
の
引
下
げ
に
係
る
計
画
）

・通
級
や
⽇
本
語
指
導
等
の
た
め
の
基
礎
定
数
化
（
9/
10
年
⽬
）

＋
55
1⼈

R７
R６

R５
R４

R３
年
度

⼩
６

⼩
５

⼩
４

⼩
３

⼩
２

学
年

○
中
学
校
に
お
け
る
⽣
徒
指
導
担
当
教
師
の
配
置
拡
充

＋
1,
00
0⼈

・急
増
す
る
不
登
校
や
い
じめ
等
に
対
応
し、
誰
⼀
⼈
取
り残

され
な
い
学
び
を
⽀
援
。

(４
年
間
で
計
画
的
に
改
善
(初
年
度
の
令
和
7年

度
は
重
点
的
に
措
置
(改
善
総
数
2,
64
0⼈

))

(参
考
)被
災
した
児
童
⽣
徒
に
対
す
る
⼼
の
ケ
ア
や
学
習
⽀
援
の
た
め
、教

職
員
定
数
【
45
2⼈

】を
別
途
計
上
(1
1億

円
)【
復
興
特
別
会
計
】

教
師
の
処
遇
改
善

＋
34
億
円

○
教
職
の
重
要
性
を
踏
ま
え
た
教
師
の
処
遇
改
善

・教
職
調
整
額
の
改
善

学
校
が
対
応
す
る
課
題
の
複
雑
化
・困
難
化
を
踏
ま
え
つ
つ
、教

職
の
魅
⼒
を
向
上
し、
教

師
に
優
れ
た
⼈
材
を
確
保
す
る
た
め
、⼈

材
確
保
法
に
よ
る
処
遇
改
善
後
の
優
遇
分
の
⽔

準
を
確
保
で
き
る
よ
う教

職
調
整
額
の
⽔
準
を
令
和
12
年
度
ま
で
に
10
%
に
改
善
す
る
こと

とし
、令

和
7年

度
は
１
％
引
上
げ
る
。

（
教
職
調
整
額
の
改
善
とあ
わ
せ
、管

理
職
（
校
⻑
・教
頭
等
）
の
本
給
も
改
善
。）

○
職
務
や
勤
務
の
状
況
に
応
じた
処
遇
改
善
等

学
級
担
任
の
職
務
の
重
要
性
や
負
荷
を
踏
ま
え
た
処
遇
改
善
とと
も
に
、⼀

律
⽀
給
され
て

い
る
義
務
教
育
等
教
員
特
別
⼿
当
の
⾒
直
しを
図
る
。


学
級
担
任
へ
の
加
算
︓
⽉
額
3,
00
0円

※
⼩
・中
学
校
の
単
式
・複
式
学
級
を
対
象 等

○
産
休
・育
休
代
替
教
職
員
の
安
定
的
な
確
保
の
た
め
の
国
庫
負
担
⾦
算
定
の
⾒
直
し

従
来
、臨

時
的
任
⽤
教
職
員
に
限
り国

庫
負
担
算
定
上
対
象
とし
て
い
た
産
休
・育
休
代

替
者
に
つ
い
て
、正

規
の
教
職
員
が
業
務
を
代
替
す
る
場
合
も
、国

庫
負
担
算
定
上
の
対
象
と

な
る
よ
う⾒

直
す
。

・新
た
な
職
の
創
設
（
R8
.4
〜
を
予
定
）

学
校
横
断
的
な
取
組
に
つ
い
て
の
学
校
内
外
との
連
携
・調
整
機
能
の
充
実
や
、若

⼿
教
師
へ

の
サ
ポ
ー
トの
た
め
、新

た
な
職
を
創
設
す
る
。

※
教
諭
と主

幹
教
諭
の
間
に
新
た
な
級
を
創
設
し、
教
諭
よ
りも
⾼
い
処
遇
とす
る

（
⽉
額
6,
00
0円

程
度
）
。
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学
校
に
お
け
る
⽀
援
ス
タ
ッフ
の
配
置
⽀
援

12
1億

円
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
12
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

多
様
な
⽀
援
ス
タ
ッ
フ
が
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
⽀
援

教
師
と
多
様
な
⼈
材
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動
の
充
実
と
働
き
⽅
改
⾰
を
実
現

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
財
務
課
）

補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業

11
6億

円
（
12
1億

円
）

⼈
数
︓
28
,1
00
⼈
（
28
,1
00
⼈
）

＜
事
業
内
容
＞

教
師
の
負
担
軽
減
を
図
り、
教
師
が
児
童
⽣
徒
へ
の
指
導

や
教
材
研
究
等
に
よ
り注

⼒
で
き
る
よ
う、
授
業
準
備
の
補
助

や
デ
ー
タの
⼊
⼒
・集
計
、各

種
資
料
の
整
理
、⾏

事
や
式
典

等
の
準
備
補
助
等
を
サ
ポ
ー
トす
る
教
員
業
務
⽀
援
員
（
ス

クー
ル
・サ
ポ
ー
ト・
ス
タッ
フ）

の
配
置
を
⽀
援

＜
想
定
⼈
材
＞

地
域
の
⼈
材
（
卒
業
⽣
の
保
護
者
な
ど）

＜
実
施
主
体
＞

都
道
府
県
・指
定
都
市

＜
負
担
割
合
＞

国
1/
3、
都
道
府
県
・指
定
都
市
2/
3

※
学
校
の
働
き
⽅
改
⾰
に
資
す
る
⾃
治
体
独
⾃
の
職
員
の

配
置
状
況
等
を
勘
案
した
配
分
基
準
を
設
定

＜
事
業
内
容
＞

⼈
数
︓
1,
30
0⼈

（
1,
00
0⼈

）
＜
事
業
内
容
＞

副
校
⻑
・教
頭
の
厳
しい
勤
務
実
態
を
踏
ま
え
、そ
の
学
校

マ
ネ
ジ
メン
ト等

に
係
る
業
務
を
専
⾨
的
に
⽀
援
す
る
た
め
の
⼈

材
の
配
置
を
⽀
援

業
務
内
容
の
イメ
ー
ジ

副
校
⻑
・教
頭
の
業
務
補
助
、教

職
員
の
勤
務
管
理
事
務
の

⽀
援
、保

護
者
や
外
部
との
連
絡
調
整

等

＜
想
定
⼈
材
＞

退
職
教
員
、教

育
委
員
会
勤
務
経
験
者
、⺠

間
企
業
等

で
の
事
務
経
験
者
等

＜
実
施
主
体
＞

都
道
府
県
・指
定
都
市

＜
負
担
割
合
＞

国
1/
3、
都
道
府
県
・指
定
都
市
2/
3

学
習
指
導
員
等
の
配
置

（
学
⼒
向
上
を
⽬
的
とし
た
学
校
教
育
活
動
⽀
援
）

⼈
数
︓
9,
20
0⼈

（
11
,0
00
⼈
）

＜
事
業
内
容
＞

児
童
⽣
徒
⼀
⼈
⼀
⼈
に
あ
った
き
め
細
か
な
対
応
を
実
現
す
る
た
め
、

学
校
教
育
活
動
を
⽀
援
す
る
⼈
材
の
配
置
を
⽀
援
。ま
た
、教

職
に

関
⼼
の
あ
る
学
⽣
の
積
極
的
な
活
⽤
を
推
進
す
る
こと
で
、
教
職
へ

の
意
欲
を
⾼
め
る
。

・児
童
⽣
徒
の
学
習
サ
ポ
ー
ト進

路
指
導

・キ
ャリ
ア
教
育

・学
校
⽣
活
適
応
の
⽀
援

・教
師
指
導
⼒
向
上
等

＜
想
定
⼈
材
＞

退
職
教
員
、教

師
志
望
の
学
⽣
を
は
じめ
とす
る
⼤
学
⽣
、

学
習
塾
講
師
、N
PO
等
教
育
関
係
者
等
、地

域
に
お
け
る
幅
広
い

⼈
材

＜
実
施
主
体
＞

都
道
府
県
・指
定
都
市

＜
負
担
割
合
＞

国
1/
3、
都
道
府
県
・指
定
都
市
2/
3

校
内
教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー
⽀
援
員
の
配
置
事
業

４
億
円
（
新
規
）

公
⽴
⼩
・中
学
校
に
お
い
て
、校

内
教
育
⽀
援
セ
ン
ター
を
拠
点
とし
て
、⽇

常
的
に
、

不
登
校
か
ら学

校
復
帰
す
る
段
階
に
あ
る
児
童
⽣
徒
や
不
登
校
の
兆
候
が
み
られ

る
児

童
⽣
徒
に
対
し、
学
習
⽀
援
を
⾏
うと
とも
に
、ス
クー
ル
カウ
ン
セ
ラー
・ス
クー
ル
ソ
ー
シ
ャ

ル
ワ
ー
カー
等
の
専
⾨
家
と連

携
を
しな
が
ら、
相
談
⽀
援
を
⾏
う⽀

援
員
の
配
置
を
⽀
援

＜
実
施
主
体
＞

学
校
設
置
者
（
主
に
市
区
町
村
）

＜
負
担
割
合
＞

国
1/
3、
都
道
府
県
1/
3、
市
区
町
村
1/
3

※
都
道
府
県
⼜
は
指
定
都
市
が
実
施
主
体
の
場
合
は
国
1/
3、

都
道
府
県
・指
定
都
市
2/
3

教
員
業
務
⽀
援
員
の
配
置
【拡
充
】

副
校
⻑
・教
頭
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト⽀

援
員
の
配
置
【拡
充
】

学
習
指
導
員
等
の
配
置

（
学
⼒
向
上
を
⽬
的
とし
た
学
校
教
育
活
動
⽀
援
）

＜
配
置
校
数
＞

2,
00
0校

※
対
象
経
費
に
は
、新

た
に
校
内
教
育
⽀
援
セ
ンタ
ー
を
設
置
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
も
含
む
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学
校
に
お
け
る
働
き
⽅
改
⾰
推
進
事
業

・
働
き
⽅
改
⾰
を
進
め
る
学
校
へ
の
教
育
委
員
会
に
よる
伴
⾛
⽀
援
機
能
を
強
化
す
る
た
め
、働

き⽅
改
⾰
の
専
⾨
的
知
⾒
を有

す
る
サ
ポ
ー
ター
を

派
遣
し、
教
育
委
員
会
と連

携
して
学
校
の
取
組
へ
の
伴
⾛
型
⽀
援
を⾏

う。
実
証
地
域
の
都
道
府
県
に
お
い
て
、都

道
府
県
教
育
委
員
会
に
よる

PD
CA
サ
イク
ル
の
実
施
や
、管

理
職
へ
の
マ
ネ
ジ
メン
ト⽀

援
等
を
通
じた
学
校
に
お
け
る
働
き
⽅
改
⾰
の
好
事
例
を
創
出
す
る
とと
も
に
、域

内
の
市

区
町
村
へ
の
横
展
開
を
図
る
。

・
ま
た
、業

務
改
善
や
勤
務
実
態
の
変
化
に
つ
い
て
把
握
す
る
とと
も
に
、全

国
的
な
取
組
の
普
及
を
図
る
。

委
託
内
容
等

○
サ
ポ
ー
タ
ー
派
遣
に
よ
る
教
育
委
員
会
・学
校
の
伴
⾛
型
⽀
援

・
中
教
審
答
申
に
お
い
て
、教

育
委
員
会
に
は
、現

場
との
対
話
を通

じ、
課
題
解
決
に
向
け
た
学
校
の
取
組
を
⽀
援
す
る
伴
⾛
者
とし
て
の

役
割
が
期
待
され
て
い
る
こと
を踏

まえ
、教

育
委
員
会
に
よる
PD
CA

サ
イク
ル
の
実
施
や
、管

理
職
へ
の
マ
ネ
ジ
メン
ト⽀

援
等
、学

校
に
お

け
る
働
き
⽅
改
⾰
の
取
組
を
⽀
え
る
伴
⾛
⽀
援
機
能
の
強
化
に
向
け

た
取
組
を
⽀
援
。

・
モ
デ
ル
校
に
伴
⾛
し、
学
校
に
お
け
る
働
き
⽅
改
⾰
を実

践
。

○
成
果
の
普
及
等

・
実
証
校
に
お
け
る
伴
⾛
型
⽀
援
に
よ
る
業
務
改
善
の
内
容
及
び
教

師
の
勤
務
実
態
を
把
握
し、
全
国
の
教
育
委
員
会
・学
校
現
場
に
向

け
た
取
組
の
普
及
を
図
る
。

0.
6億

円
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
0.
8億

円
（
前
年
度
予
算
額

横
展
開

⽀
援
ス
キ
ー
ム

⽂
部
科
学
省

【委
託
】 サ
ポ
ー
タ
ー

取
りま
とめ

事
業
者

都
道
府
県
教
育
委
員
会

市
区
町
村
教
育
委
員
会

域
内
の
モ
デ
ル
校

★
働
き
⽅
改
⾰
の
取
組
を
実
施

（
取
組
例
）

・
「学
校
・教
師
が
担
う業

務
に
係
る
3分

類
」の
徹
底

・
指
導
体
制
に
⾒
合
った
授
業
時
数
の
点
検
・改
善

・
地
域
・保
護
者
との
連
携
・協
働
の
深
化

・
柔
軟
な
働
き
⽅
の
推
進

等

派
遣

他
の
市
区
町
村

教
育
委
員
会

学
校

学
校

学
校

PD
CA
サ
イ
ク
ル
構
築

取
組
へ
の
伴
⾛
等

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
財
務
課
）

⺠
間
事
業
者

委
託
先

1団
体
×
約
6,
00
0万

円
件
数
・単
価
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教
育
政
策
形
成
に
関
す
る
実
証
研
究

事
業
の
趣
旨

事
業
内
容

0.
5億

円
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
0.
5億

円
（
前
年
度
予
算
額 （
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
財
務
課
）

令
和
３
年
義
務
標
準
法
改
正
法
に
お
け
る
附
則
及
び
附
帯
決
議
等
を
踏
ま
え
、学

校
の
望
ま
しい
指
導
体
制
の
検
討
の
た
め
、

少
⼈
数
学
級
及
び
⽀
援
ス
タッ
フ（

外
部
⼈
材
）
活
⽤
の
効
果
検
証
を
⾏
うこ
とを
⽬
的
とし
た
実
証
研
究
を
実
施
す
る
。

現
状

令
和
3年

3⽉
の
義
務
標
準
法
改
正
に
よ
り、
令
和
3年

度
か
ら

約
40
年
ぶ
りに
学
級
編
制
の
標
準
が
引
き
下
げ
られ

た
とこ
ろ
、

附
則
に
お
い
て
、さ
ら
な
る
望
ま
し
い
指
導
体
制
の
在
り⽅

の
検

討
に
資
す
る
た
め
、そ
の
標
準
引
き
下
げ
に
係
る
学
⼒
そ
の
他
の

教
育
活
動
に
与
え
る
影
響
及
び
外
部
⼈
材
の
活
⽤
の
効
果
を

実
証
的
に
研
究
す
る
こと
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

※
公
⽴
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及
び
教
職
員
定
数
の
標

準
に
関
す
る
法
律
の
⼀
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
３
年
法
律

第
14
号
）
【附
則
第
３
条
関
係
】（
抄
）

この
法
律
の
施
⾏
後
速
や
か
に
、学

級
編
制
の
標
準
の
引
下
げ
が

教
育
活
動
に
与
え
る
影
響
及
び
外
部
⼈
材
の
効
果
に
関
す
る
実
証

研
究
（
中
略
）
を
⾏
い
、そ
れ
らの
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
法
制

上
の
措
置
等
を
講
ず
る
も
の
とす
る
。

少
⼈
数
学
級
及
び
⽀
援
ス
タ
ッフ
（
外
部
⼈
材
）
活
⽤
の
効
果
に
関
す
る
実
証
研
究

（
１
）
少
⼈
数
学
級
の
効
果
に
関
す
る
実
証
研
究

義
務
標
準
法
の
改
正
に
よ
り、
令
和
7年

度
ま
で
の
学
年
進
⾏
で
学
級
編
制
の
標
準
が
35
⼈
に

引
き
下
げ
られ
る
こと
に
伴
い
、少

⼈
数
学
級
が
学
⼒
に
加
え
、い
わ
ゆ
る
⾮
認
知
能
⼒
や
教
師
の

勤
務
環
境
に
与
え
る
影
響
等
を
実
証
的
に
研
究
。（
令
和
4年

度
〜
（
4か
年
⽬
）
）

（
２
）
⽀
援
ス
タ
ッフ
（
外
部
⼈
材
）
活
⽤
の
効
果
に
関
す
る
実
証
研
究

質
の
⾼
い
教
育
を
⾏
う学

校
の
指
導
・運
営
体
制
の
構
築
に
向
け
た
検
討
に
資
す
る
た
め
、多

様
化
・複
雑
化
す
る
課
題
に
対
応
し、
円
滑
な
学
校
運
営
に
⼤
き
な
役
割
を
果
た
して
い
る
⽀
援
ス
タッ

フに
つ
い
て
、そ
の
活
⽤
が
教
師
や
児
童
⽣
徒
等
に
与
え
る
効
果
に
つ
い
て
実
証
的
に
研
究
し、
⽀

援
ス
タ
ッフ
の
役
割
や
配
置
の
在
り⽅

等
に
つ
い
て
検
証
。（
令
和
4年

度
〜
（
4か
年
⽬
）
）

調
査
・分
析
の
考
え
⽅

①
少
⼈
数
学
級
の
効
果
、②

外
部
⼈
材
活
⽤
の
効
果
の
それ

ぞ
れ
に
つ
い
て
、

以
下
の
ポ
イン
トを
重
視
しつ
つ
、⼀

体
的
に
効
果
検
証
を
実
施
。

✓
複
数
年
度
に
わ
た
る
累
積
的
な
効
果
の
検
証

✓
学
⼒
に
加
え
、社

会
情
動
的
ス
キ
ル
（
い
わ
ゆ
る
⾮
認
知
能
⼒
）
な
どに
係
る

多
⾓
的
な
影
響
を
検
証
。

その
際
、⼼

理
学
に
係
る
専
⾨
的
な
知
⾒
を
⽤
い
て
、体

系
的
に
調
査
分
析
。

✓
児
童
⽣
徒
へ
の
影
響
の
み
な
らず
、そ
の
過
程
に
あ
る
教
師
へ
の
影
響

（
働
き
⽅
改
⾰
や
精
神
的
健
康
等
）
な
どに
係
る
分
析
も
実
施
。

※
有
識
者
に
よ
る
研
究
チ
ー
ム
の
下
、分

析
を
実
施
。

【学
⼒
】

地
⽅
公
共
団
体
独
⾃
の
学
⼒
調
査
（
※
）
の
結
果
を
活
⽤

（
※
）
学
⼒
の
伸
び
を
把
握
可
能
とす
る
IR
T（

項
⽬
反
応
理
論
）
を
活
⽤
した
調
査

【社
会
情
動
的
ス
キ
ル
や
教
師
へ
の
影
響
】

質
問
紙
調
査
を
実
施
（
児
童
⽣
徒
、教

師
、保

護
者
、教

育
委
員
会
）

調
査
⼿
法

政
令
市
や
中
核
市
を
含
む
⼀
定
数
の
地
⽅
公
共
団
体

調
査
対
象
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⾏
政
に
よ
る
学
校
問
題
解
決
の
た
め
の
⽀
援
体
制
の
構
築


市
区
町
村
教
育
委
員
会
等
に、
学
校
管
理
職
OB
等
によ
る学

校
問
題
解
決
⽀
援
コー
ディ
ネー
ター
を
配
置
。

学
校
や
保
護
者
等
か
ら直

接
相
談
を
受
け
付
け
る
とと
も
に
、申

し⽴
て
に
応
じ、
両
者
か
ら事

情
を
必
要
に

応
じて
聴
取
し、
専
⾨
家
の
意
⾒
も
聞
き
な
が
ら、
事
案
ご
とに
解
決
策
を
整
理
・提
⽰
す
る
。


適
切
な
専
⾨
家
を
学
校
に
派
遣
し、
専
⾨
的
な
⽴
場
か
ら解

決
に
向
け
た
助
⾔
を
⾏
う。


社
会
環
境
が多

様
化
、複
雑
化
す
る中
で、
保
護
者
や
地
域
か
らの
過
剰
な
苦
情
や
不
当
な
要
求
な
ど、
学
校
だけ
では
解
決
が
難
しい
事
案
につ
いて
学
校
運
営
上
の
⼤
き
な
課
題
との
認
識
が

強
まっ
てお
り、
経
験
豊
か
な
学
校
管
理
職
OB
等
の
活
⽤
も含
め、
様
々
な
専
⾨
家
と連

携
した
⾏
政
によ
る⽀

援
が
必
要
。


分
野
横
断
的
な
問
題
に
つ
い
て
は
、福

祉
等
の
⾸
⻑
部
局
との
連
携
に
よ
り、
共
に
解
決
に
当
た
る
仕
組
み
が
必
要
。

学
校
問
題
解
決
⽀
援
コー
デ
ィネ
ー
タ
ー
を
中
⼼
に
、様
々
な
専
⾨
家
が
参
画
す
る
体
制
を
整
備
。学
校
の
み
に
よ
る
対
応
とせ
ず
、⾏
政
に
よ
る
学
校
問
題
解
決
の
た
め
の
⽀
援
体
制
の
構
築
を
⽬
指
す
。


都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
に、
学
校
管
理
職
OB
等
によ
る学

校
問
題
解
決
⽀
援
コー
ディ
ネ
ー
ター
を
配
置
。

域
内
市
区
町
村
の
学
校
や
保
護
者
等
か
ら直

接
相
談
を
受
け
付
け
る
とと
も
に
、適
切
な
専
⾨
家
を
学
校

に
派
遣
し、
専
⾨
的
な
⽴
場
か
ら解

決
に
向
け
た
助
⾔
を
⾏
う。


学
校
問
題
解
決
⽀
援
コー
デ
ィネ
ー
ター
等
が
市
区
町
村
教
育
委
員
会
や
学
校
を
訪
問
す
る
ア
ウ
トリ
ー
チ

型
の
巡
回
相
談
会
や
、指

導
主
事
や
教
職
員
等
を
対
象
とし
た
研
修
会
の
定
期
的
な
開
催
等
を通

じ、
対

応
に
係
る
知
⾒
を
共
有
・蓄
積
す
る
とと
も
に
、各
市
区
町
村
関
係
者
の
ネ
ット
ワ
ー
ク
構
築
を
図
る
。

※
市
区
町
村
教
育
委
員
会
に
委
託
した
場
合
の
イメ
ー
ジ

※
②
の
場
合
に
は
、こ
れ
に
加
え
て
市
区
町
村
教
育
委
員
会
や
学
校

向
け
の
巡
回
相
談
会
や
研
修
等
を
実
施
す
る
。

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
初
等
中
等
教
育
企
画
課
）

現
状
・課
題

事
業
内
容

市
区
町
村

委
託
先

5団
体
×
約
60
0万

円
1団

体
×
約
80
0万

円
※
指
定
都
市
の
み

件
数
・単
価

都
道
府
県

委
託
先

4団
体
×
約
90
0万

円
件
数
・単
価

1億
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

2億
円

令
和
6年

度
補
正
予
算
額


⾏
政
によ
る学
校
問
題
解
決
の
ため
の
⽀
援
体
制
の
構
築
に関
す
る実
態
把
握
や
、先
進
事
例
を

踏
まえ
た体
制
構
築
の
ため
の
ポイ
ント
等
の
整
理
を⾏
うと
とも
に、
実
際
に
取
組
を
⾏
う⾃

治
体
に
対
し、
他
⾃
治
体
の
事
例
の
提
⽰
や
有
識
者
に
よ
る
ア
ドバ
イ
ス
等
を
通
じた
伴
⾛

⽀
援
を
実
施
し、
各
都
道
府
県
・市
区
町
村
の
さら
な
る
取
組
を
推
進
す
る
。


⺠
間
団
体
等
の選

定
す
る実
証
地
域
にお
いて
、教
育
委
員
会
・学
校
と連
携
し、
保
護
者
等
か
ら

学
校
に対
す
る電
話
やチ
ャッ
ト等
によ
る連
絡
の
⼀
義
的
な
対
応
を委
託
して
整
理
・分
類
す
るこ

と等
を通
じ、
学
校
で
は
対
応
困
難
な
案
件
の
⾏
政
によ
る早
期
対
応
への
影
響
や
、学
校
にお
け

る働
き⽅
改
⾰
への
影
響
につ
いて
調
査
研
究
を⾏
う。

⺠
間
事
業
者

委
託
先

1団
体
×
約
1億

円
件
数
・単
価

【★
】に
つ
い
て
は
令
和
6年

度
補
正
予
算
に
お
い
て
措
置

市
区
町
村
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⽀
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⼠
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⽀
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⽀
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⽀
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④
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２．GIGA スクール構想の着実な推進と学校 DX の加速 
 

令和 7 年度予算額（案）   2,664 百万円   

(前年度予算額        2,927 百万円） 

［令和６年度補正予算額   6,796 百万円］ 
 

１．要  旨 
国策として推進する GIGA スクール構想の着実な推進に向け、通信ネットワー

クの改善、学校における働き方改革にも資する次世代校務 DX 環境の整備、アド
バイザー派遣や好事例の横展開等による伴走支援を強化する。 

また、小中学校等における英語等のデジタル教科書の導入や生成 AI、先端技術
や教育データの効果的な利活用を推進するための実証等を行い、学校 DX の加速
化を図る。 

 
２．内  容 

（１）GIGA スクール構想支援体制整備事業 

456 百万円（新規） 
［令和６年度補正予算額 5,996 百万円］ 

学校の通信ネットワークに関し、１人１台端末の日常的な利活用や、デジタル
教科書、CBT の導入が進むなかで、同時・多数・高頻度での端末活用を想定した
「当面の推奨帯域」を満たしていない学校が約８割となっている。この状況を踏
まえ、ネットワークアセスメントの徹底やその結果を受けた通信ネットワークの
着実な改善を図る。 

また、学校における働き方改革や学習系・校務系データの連携、大規模災害等
発生時のレジリエンス確保を実現するため、クラウド環境・アクセス制御型のセ
キュリティ対策を前提とした次世代校務 DX 環境の整備や、教育データ利活用の
基盤となる情報セキュリティ対策、教職員の ICT リテラシーの向上など、GIGA ス
クール構想第２期を強力に推進するための基盤整備を行う。 

 

 

（２）GIGA スクールにおける学びの充実 

164 百万円（321 百万円） 
［令和６年度補正予算額 207 百万円］ 

GIGA スクール構想の下、１人１台端末の更新やネットワークの高速化は各自治
体において進められているが、その活用状況については自治体間で格差が生じつ
つある。今後、全ての学校において ICT を日常的に活用し、ICT 環境を基盤とし
て、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を進めることや新たな技術に
も対応した情報モラルを含む情報活用能力を育成するため指導内容の改善等を
一体的に行う。 
 
○GIGA スクール構想の加速化事業（伴走支援強化・好事例創出） 
                         62 百万円（185 百万円） 

［令和６年度補正予算額 207 百万円］ 

１人１台端末の利活用等の各種専門家による相談体制を構築するほか、指定

校における１人１台端末及び高速ネットワーク（クラウド環境）を基盤とした

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に資する好事例を創出し、全国
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の学校に普及・展開する。 

 

○情報モラル教育推進事業               

36 百万円（50 百万円） 

１人１台端末の活用など子供たちの ICT 環境が大きく変化する中で、児童生

徒が自他の権利を尊重し、ICT 端末等を適切に扱う責任を自覚し、直面する諸

課題（生成 AI、ファクトチェックなど）に、児童生徒が自ら考え行動できるよ

う、指導者向けの研修やコンテンツ等を充実させ、情報モラル教育の更なる充

実を図る。 

 

○児童生徒の情報活用能力の把握に関する調査研究 

66 百万円（85 百万円） 

言語能力などと同様に学習の基盤となる資質・能力と位置付けられた情報活

用能力を定期的に測定するため、小学校・中学校・高等学校等における児童生

徒の情報活用能力調査を全国規模で実施する。 
※令和６年度に本調査を実施し、令和７年度に結果を取りまとめ公表予定。 

 

 

（３）学習者用デジタル教科書の導入 

 1,672 百万円（1,689 百万円） 

GIGA スクール構想による１人１台端末環境の実現を踏まえ、児童生徒の学

びの充実や障害等による学習上の困難の低減に資するよう、全ての小中学校等

を対象に英語、一部の小中学校等を対象に算数・数学の学習者用デジタル教科

書を導入する。また、その効果的な活用や研修モデル等に関する実証研究を充

実し、学習者用デジタル教科書の更なる活用促進を図る。  

 

（４）生成 AI の活用を通じた教育課題の解決・教育 DX の加速 

     232 百万円（新規） 
［令和６年度補正予算額 594 百万円］ 

生成 AI パイロット校の指定を通じた利活用事例の創出、セキュアな環境下に

おける校務での利用に関する先進事例の創出、教育分野に特化した生成 AI モデ

ル・サービスに関する実証等を多面的に進め、その成果・課題を検証しつつ、利

活用に関するイベントや事例集の作成等を通じて成果の普及を図る。 

 

 

（５）次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術・教育データの利活用推進  

     140 百万円（140 百万円） 

GIGA スクール構想により１人１台端末の活用が進み、AI 含むデジタル技術の

進展が社会に急速に普及する中、目指すべき次世代の学校・教育現場を見据え

た上で、先端技術や教育データの効果的な利活用を推進するための実証等を行

う。 
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とし
た

個
別

最
適

な
学

び
と協

働
的

な
学

び
の

⼀
体

的
な

充
実

に
資

す
る

好
事

例
の

創
出

・様
々

な
事

例
を

全
国

の
学

校
に

普
及

・展
開

・情
報

活
⽤

能
⼒

の
育

成
等

IC
T活

⽤
の

意
義

を
伝

え
る

研
修

の
実

施
＜

指
定

校
＞

全
国

で
10

0箇
所

程
度

指
定

校
の

取
組

メ
ニ

ュー
（

例
）

・ 「
個

別
最

適
な

学
び

」と
「協

働
的

な
学

び
」の

⼀
体

的
な

充
実

・イ
ンタ

ー
ネ

ット
上

の
動

画
教

材
の

活
⽤

、外
部

専
⾨

家
に

よ
る

 オ
ンラ

イン
授

業
の

実
施

・端
末

の
⽇

常
的

な
持

ち
帰

りに
よ

る
家

庭
学

習
の

充
実

等
・校

務
の

徹
底

的
な

効
率

化
や

対
話

的
・協

働
的

な
職

員
会

議
・

  教
員

研
修

〇
情

報
モ

ラ
ル

教
育

推
進

事
業

普
段

か
ら意

識
す

べ
き

こと
や

直
⾯

す
る

諸
課

題
（

⽣
成

AI
、

ファ
クト

チ
ェッ

クな
ど）

に
つ

い
て

、児
童

⽣
徒

が
⾃

分
で

考
え

、
解

決
で

き
る

⼒
を

⾝
に

付
け

る
こと

を
⽬

指
し、

授
業

で
活

⽤
で

き
る

情
報

モ
ラル

ポ
ー

タル
サ

イト
に

お
け

る
各

種
コン

テ
ンツ

の
充

実
や

情
報

モ
ラル

教
育

指
導

者
セ

ミナ
ー

を
開

催
。

〇
児

童
⽣

徒
の

情
報

活
⽤

能
⼒

の
把

握
に

関
す

る
調

査
研

究
情

報
及

び
情

報
技

術
を

適
切

か
つ

効
果

的
に

活
⽤

して
、問

題
を

発
⾒

・解
決

した
り⾃

分
の

考
え

を
形

成
した

りし
て

い
くた

め
に

必
要

な
「情

報
活

⽤
能

⼒
」を

児
童

⽣
徒

（
⼩

５
、中

２
、⾼

２
）

が
どの

程
度

⾝
に

付
け

て
い

る
か

を
定

期
的

に
測

定
し、

施
策

の
改

善
等

に
活

⽤
。

学
校

D
X戦

略
ア

ドバ
イ

ザ
ー

リー
デ

ィン
グ

D
Xス

ク
ー

ル
令

和
６

年
度

補
正

予
算

額
２

億
円

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
学

校
情

報
基

盤
・教

材
課

）

現
状

・課
題

事
業

内
容

平
成

２
７

年
〜

事
業

実
施

期
間

令
和

７
年

度
●

調
査

報
告

書
の

作
成

と調
査

結
果

の
公

表
●

次
回

の
調

査
に

向
け

た
新

規
調

査
問

題
開

発

令
和

５
年

度
●

予
備

調
査

令
和

６
年

度
●

本
調

査

２
億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

３
億

円
（

前
年

度
予

算
額

２
億

円
令

和
６

年
補

正
予

算
額
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学
習

者
⽤

デ
ジ

タ
ル

教
科

書
の

導
⼊

17
億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

17
億

円
（

前
年

度
予

算
額

事
業

内
容・デ

ジ
タル

教
科

書
に

つ
い

て
は

、令
和

６
年

度
か

ら、
⼩

学
校

５
年

⽣
か

ら中
学

校
３

年
⽣

を
対

象
とし

て
「英

語
」、

その
次

に
現

場
の

ニ
ー

ズ
が

⾼
い

「算
数

・数
学

」を
段

階
的

に
導

⼊
。

・⼀
⽅

で
、令

和
５

年
度

時
点

で
は

、デ
ジ

タル
教

科
書

を
実

践
的

に
活

⽤
して

い
る

教
師

の
割

合
は

約
5割

とい
う状

況
。

・個
別

最
適

な
学

び
と協

働
的

な
学

び
の

⼀
体

的
な

充
実

に
資

す
る

デ
ジ

タル
教

科
書

の
よ

り⼀
層

の
効

果
的

な
活

⽤
に

つ
い

て
、研

究
・発

信
を

⾏
う

こと
で

、デ
ジ

タル
教

科
書

の
導

⼊
効

果
を

最
⼤

限
に

発
揮

し、
児

童
⽣

徒
の

学
び

の
充

実
を

図
る

こと
が

重
要

。

デ
ジ

タル
教

科
書

の
効

果
的

な
活

⽤
を

促
進

す
る

こと
に

よ
り

児
童

⽣
徒

の
学

び
の

充
実

や
障

害
等

に
よ

る
学

習
上

の
困

難
の

低
減

を
実

現

背
景 ・ 課
題

①
学

習
者

⽤
デ

ジ
タ

ル
教

科
書

購
⼊

費
1,

54
5百

万
円

（
1,

56
5百

万
円

）
・全

て
の

⼩
・中

学
校

等
（

特
別

⽀
援

学
校

⼩
学

部
・中

学
部

及
び

特
別

⽀
援

学
級

を
含

む
。以

下
同

様
）

を
対

象
とし

て
、英

語
の

デ
ジ

タル
教

科
書

を
提

供
す

る
。

・⼀
部

の
⼩

・中
学

校
等

の
⼩

学
校

５
年

⽣
〜

中
学

校
３

年
⽣

を
対

象
に

算
数

・数
学

の
デ

ジ
タル

教
科

書
を

提
供

す
る

。

・デ
ジ

タル
教

科
書

の
全

国
的

な
活

⽤
状

況
や

効
果

的
な

活
⽤

⽅
法

に
関

す
る

調
査

研
究

を
実

施
す

る
。

【拡
充

】
・都

道
府

県
・市

区
町

村
教

育
委

員
会

に
お

け
る

、効
果

的
な

活
⽤

を
展

開
す

る
た

め
の

研
修

モ
デ

ル
に

つ
い

て
調

査
研

究
を

実
施

す
る

。

②
学

習
者

⽤
デ

ジ
タ

ル
教

科
書

の
効

果
・影

響
等

に
関

す
る

実
証

研
究

事
業

12
7百

万
円

（
12

4百
万

円
）

国
・公

・私
⽴

の
⼩

学
校

５
・６

年
⽣

、中
学

校
全

学
年

（
特

別
⽀

援
学

校
⼩

学
部

・中
学

部
及

び
特

別
⽀

援
学

級
も

同
様

に
対

応
）

対
象

校
種 ・ 学
年

委
託

都
道

府
県

教
育

委
員

会

市
区

町
村

教
育

委
員

会

全
国

の
⼩

中
学

校
等

有
識

者
会

議
調

査
研

究

⽂
部

科
学

省

事
務

局
（

１
団

体
）

調
査

研
究

へ
参

画

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
教

科
書

課
）
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⽣
成

AI
の

活
⽤

を
通

じた
教

育
課

題
の

解
決

・教
育

D
Xの

加
速

１
. 教

育
分

野
で

の
利

活
⽤

の
検

討

現
状

・課
題

•
令

和
５

年
度

か
ら⽣

成
AI

パ
イロ

ット
校

を
指

定
。⽣

成
AI

を
教

育
・校

務
で

活
⽤

す
る

実
践

例
は

、学
校

現
場

か
ら⽣

ま
れ

つ
つ

あ
る

。
•

⼦
供

の
学

び
の

充
実

や
教

職
員

の
負

担
軽

減
に

向
け

て
、①

パ
イロ

ット
校

以
外

の
国

内
事

例
の

収
集

、②
⽣

成
AI

の
活

⽤
に

伴
うリ

ス
クへ

の
対

応
（

例
︓

ガ
イド

ライ
ンの

遵
守

、セ
キ

ュア
な

環
境

下
で

の
活

⽤
）

を
考

慮
した

先
進

的
な

取
組

、③
教

育
分

野
に

特
化

した
⽣

成
AI

モ
デ

ル
・サ

ー
ビス

に
関

す
る

実
証

等
を

多
⾯

的
に

進
め

、そ
の

成
果

・課
題

を
検

証
しな

が
ら成

果
の

普
及

を
図

る
こと

が
必

要
。

⾻
太

⽅
針

20
24

（
R6

.6
.2

1 
閣

議
決

定
）

第
２

章
３

.（
１

）
DX

（
教

育
DX

）
こど

も
た

ち
の

学
び

の
更

な
る

充
実

と教
職

員
の

負
担

軽
減

に
向

け
、国

策
とし

て
推

進
す

る
GI

GA
ス

クー
ル

構
想

を
中

⼼
に

、ク
ラ

ウ
ド環

境
や

⽣
成

AI
の

活
⽤

等
に

よ
る

教
育

D
Xを

加
速

す
る

。

２
. ⽣

成
AI

の
利

活
⽤

に
関

す
る

実
証

研
究

a.
) 

⽣
成

AI
パ

イ
ロ

ット
校

の
指

定
を

通
じた

利
活

⽤
事

例
の

創
出

b.
)

セ
キ

ュア
な

環
境

に
お

け
る

⽣
成

AI
の

校
務

利
⽤

の
実

証
研

究
事

業
【R

6年
度

補
正

予
算

額
２

億
円

】

c.
) 

学
び

の
充

実
な

ど教
育

課
題

の
解

決
に

向
け

た
教

育
分

野
特

化
の

⽣
成

AI
の

実
証

研
究

事
業

【R
6年

度
補

正
予

算
額

４
億

円
】

事
業

ス
キ

ー
ム

教
育

分
野

に
お

け
る

⽣
成

AI
の

利
活

⽤
に

関
す

る
ハ

ッ
カソ

ンや
ア

イデ
ア

ソ
ンを

実
施

し、
学

校
等

に
お

け
る

利
活

⽤
に

つ
い

て
好

事
例

収
集

を
⾏

う。

a.
 ⽣

成
AI

利
活

⽤
に

向
け

た
事

例
収

集
等

学
校

現
場

に
お

け
る

⽣
成

AI
の

利
活

⽤
等

の
実

態
調

査
を

実
施

。イ
ベ

ント
や

パ
イロ

ット
校

で
の

実
践

例
も

踏
ま

え
、好

事
例

や
留

意
点

を
普

及
させ

る
た

め
の

事
例

集
の

作
成

を
⾏

う。

b.
 学

校
現

場
に

お
け

る
利

活
⽤

等
の

実
態

調
査

、
事

例
集

の
作

成

⽣
成

AI
の

利
活

⽤
の

在
り⽅

に
つ

い
て

、有
識

者
検

討
会

議
を

運
営

し、
実

践
事

例
を

基
に

した
成

果
・課

題
の

検
証

、リ
ス

クや
懸

念
の

対
処

を
含

む
利

活
⽤

の
在

り
⽅

に
つ

い
て

検
討

を
⾏

う。

c.
 ⽣

成
AI

の
利

活
⽤

に
関

す
る

検
討

会
議

の
運

営

⽣
成

AI
の

利
活

⽤
の

実
証

を
学

校
単

位
で

進
め

る
指

定
校

を
⽀

援
。

①
教

育
利

⽤
︓

教
科

等
横

断
的

か
つ

学
年

横
断

的
に

活
⽤

す
る

申
請

校
を

優
先

採
択

②
校

務
利

⽤
︓

活
⽤

す
る

業
務

や
活

⽤
⽅

法
を

「⾒
え

る
化

」し
、他

校
と組

織
的

に
情

報
共

有
す

る
申

請
校

を
優

先
⽀

援

事
業

概
要

•
年

間
指

導
計

画
や

カリ
キ

ュラ
ム

に
体

系
的

に
位

置
付

け
て

⾏
わ

れ
る

取
組

事
例

の
創

出
•

汎
⽤

基
盤

モ
デ

ル
を

活
⽤

した
、校

務
で

の
利

活
⽤

事
例

の
創

出
、学

校
間

の
事

例
共

有
想

定
成

果

教
職

員
の

働
き

⽅
改

⾰
の

観
点

で
は

、繁
忙

期
を

含
む

１
年

間
を

通
して

の
⽣

成
A

Iの
活

⽤
や

教
育

委
員

会
が

主
導

す
る

校
務

で
の

⽣
成

A
Iの

活
⽤

を
促

進
す

る
必

要
が

あ
る

。適
切

な
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
の

下
で

個
⼈

情
報

等
重

要
性

の
⾼

い
情

報
を

取
り扱

え
る

⽣
成

A
Iの

利
⽤

環
境

に
お

い
て

、ダ
ッシ

ュボ
ー

ド等
の

ツー
ル

との
連

携
の

検
討

も
含

め
、校

務
で

⽣
成

A
Iを

活
⽤

す
る

実
証

研
究

を
⾏

う。

事
業

概
要

•
セ

キ
ュア

な
環

境
に

お
け

る
実

践
例

を
創

出
し、

全
国

レ
ベ

ル
で

校
務

に
お

け
る

⽣
成

AI
の

活
⽤

を
推

進
•

⽣
成

AI
を

含
む

教
育

現
場

で
の

IC
T活

⽤
の

実
態

に
応

じた
「教

育
情

報
セ

キ
ュリ

テ
ィポ

リシ
ー

に
関

す
る

ガ
イド

ライ
ン」

の
⾒

直
しを

実
施

想
定

成
果

多
⾔

語
対

応
が

必
要

な
外

国
に

ル
ー

ツを
持

つ
⼦

供
・保

護
者

へ
の

対
応

、⼀
⼈

⼀
⼈

に
合

った
個

別
最

適
な

学
習

の
提

供
な

ど、
教

育
分

野
の

特
定

の
課

題
に

対
し⽣

成
AI

を
活

⽤
した

課
題

解
決

の
可

能
性

を
検

証
す

る
実

証
研

究
を

⾏
う。

事
業

概
要

•
既

存
の

対
応

⽅
法

よ
りも

効
率

的
か

つ
効

果
的

な
⽣

成
AI

モ
デ

ル
・サ

ー
ビス

の
創

出
•

特
定

の
教

育
課

題
に

対
応

した
⽣

成
AI

の
活

⽤
⽅

法
を

バ
ック

キ
ャス

トし
、⽣

成
AI

の
活

⽤
⽅

法
や

課
題

解
決

の
可

能
性

を
整

理

想
定

成
果

事
業

ス
キ

ー
ム

⼤
学

・企
業

等
⾃

治
体

で
の

実
証

事
業

ス
キ

ー
ム

⺠
間

企
業

⾃
治

体
で

の
実

証

企
業

等

事
業

ス
キ

ー
ム

⺠
間

企
業

⾃
治

体

委
託

再
委

託

委
託

委
託

委
託

ハ
ッカ

ソン
や

アイ
デ

ア
ソン

の
実

施
︓

40
百

万
円

実
態

調
査

・事
例

集
作

成
︓

44
百

万
円

検
討

会
議

の
運

営
︓

９
百

万
円

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
学

校
情

報
基

盤
・教

材
課

）

）
２

億
円

（
新

規
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）

６
億

円
令

和
６

年
度

補
正

予
算

額
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次
世

代
の

学
校

・教
育

現
場

を
⾒

据
え

た
先

端
技

術
・

教
育

デ
ー

タ
の

利
活

⽤
推

進
「G

IG
Aス

クー
ル

構
想

」
に

よ
り１

⼈
１

台
端

末
の

活
⽤

が
進

み
、A

I含
む

デ
ジ

タル
技

術
の

進
展

が
社

会
に

急
速

に
普

及
す

る
中

、⽬
指

す
べ

き
次

世
代

の
学

校
・教

育
現

場
を

⾒
据

え
た

上
で

、先
端

技
術

や
教

育
デ

ー
タ

の
効

果
的

な
利

活
⽤

を
推

進
す

る
た

め
の

実
証

事
業

お
よ

び
調

査
研

究
を

⾏
う。

（
１
）
学
校
設
置
者
、
⺠
間
事
業
者
、
研
究
機
関
等

（
２
）
学
校
設
置
者

（
３
）
⺠
間
事
業
者
、
研
究
機
関
等

委
託
先

（
１
）
1,
30
0万

円
（
２
）
1,
20
0万

円
（
３
）
6,
70
0万

円
単

価


学

校
が

抱
え

る
教

育
課

題
の

解
決

に
向

け
て

、１
⼈

１
台

端
末

環
境

とク
ラウ

ド環
境

、デ
ジ

タル
教

科
書

の
導

⼊
を

前
提

とし
た

上
で

、
例

え
ば

、セ
ンシ

ング
（

画
像

認
識

や
⾳

声
認

識
）

、メ
タバ

ー
ス

・A
R（

拡
張

現
実

）
・V

R（
仮

想
現

実
）

な
どの

先
端

技
術

の
利

活
⽤

に
つ

い
て

、実
証

研
究

を
実

施
。


検

証
す

る
教

育
課

題
︓

不
登

校
×

メタ
バ

ー
ス

、学
校

安
全

×
AI

、等

（
１

）
先

端
技

術
及

び
教

育
デ

ー
タ

利
活

⽤
に

関
す

る
実

証
事

業


VR

（
仮

想
現

実
）

（
１

）
最

先
端

技
術

の
利

活
⽤

に
関

す
る

実
証

等
に

必
要

な
経

費
（

２
）

実
装

段
階

に
あ

る
先

端
技

術
を

中
核

に
据

え
た

学
校

新
設

に
必

要
な

経
費

（
３

）
先

端
技

術
の

活
⽤

状
況

や
技

術
動

向
の

調
査

研
究

に
必

要
な

経
費

対
象
経
費


（

１
）

（
２

）
の

実
証

団
体

の
取

組
状

況
を

調
査

・分
析

し、
利

活
⽤

事
例

の
普

及
に

向
け

た
検

討
を

実
施

。


これ
に

加
え

、先
端

技
術

を
利

活
⽤

した
デ

ジ
タル

教
材

・デ
ジ

タル
コン

テ
ンツ

の
動

向
や

学
校

現
場

に
お

け
る

取
扱

い
等

に
関

す
る

調
査

・分
析

を
実

施
し、

教
育

デ
ー

タの
利

活
⽤

の
促

進
に

向
け

た
デ

ジ
タル

教
材

・デ
ジ

タル
コン

テ
ンツ

及
び

デ
ー

タ流
通

の
今

後
の

在
り⽅

を
検

討
。

（
３

）
実

証
事

例
を

踏
ま

え
た

先
端

技
術

の
活

⽤
⽅

法
、デ

ジ
タ

ル
教

材
・デ

ジ
タ

ル
コン

テ
ン

ツ
の

利
活

⽤
の

在
り⽅

に
関

す
る

調
査

研
究

箇
所
数
・
期
間


AR

（
拡

張
現

実
）

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
学

校
情

報
基

盤
・教

材
課

）


So

ci
et

y5
.0

時
代

の
到

来
な

ど社
会

構
造

の
変

化
や

技
術

⾰
新

の
動

向
を

踏
ま

え
、「

先
端

技
術

」の
活

⽤
を

前
提

とし
た

教
育

⽅
法

や
学

校
経

営
に

取
り組

む
新

た
な

学
校

（
Su

pe
r 

D
X-

Sc
ho

ol
）

の
新

設
に

関
す

る
実

証
・検

証
を

実
施

。
※

令
和

5年
度

か
らの

３
年

間
事

業
。

（
２

）
先

端
技

術
を

中
核

に
据

え
た

新
た

な
学

校
（

Su
pe

r 
D

X 
Sc

ho
ol

）
の

設
置

・運
営

に
関

す
る

実
証

事
業

（
１

）
４

箇
所

、１
年

間
（

２
）

１
箇

所
、３

年
間

※
R7

は
３

年
⽬

（
３

）
１

箇
所

、１
年

間

１
億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

１
億

円
（

前
年

度
予

算
額
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３．教育課程の充実、特定分野に特異な才能のある児童生
徒への支援の推進 

 
令和 7 年度予算額（案）    2,425 百万円  

(前年度予算額          2,468 百万円) 

[令和 6 年度補正予算額     618 百万円] 

 
 

  １．要  旨 

  学習指導要領を着実に実施し、一人一人の児童生徒が、自分のよさや可能性

を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人

々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り開き、持続

可能な社会の創り手となることができるように、初等中等教育の教育課程の充

実を図る。 

 

 

  ２．内  容 

○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発 

                          66 百万円（65 百万円） 

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指

導要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新し

い教育課程、指導方法等についての研究開発等を行う。 

 

 

○小・中・高等学校を通じた英語教育強化    220 百万円（302 百万円） 

[618 百万円]  

生徒や教師の英語力は着実に向上しているものの、「話すこと」「書くこと」

や、地域間格差、教師の英語力・指導力、英語を使う機会の少なさ等の課題が

ある。ＡＩの活用等により英語教育の抜本強化を図るため、ＡＩを英語の授業

等で活用するモデル構築やＡＩ英語活用リーダーによる実践の普及、実践事例

の蓄積・発信を行うほか、自治体が行う生徒の英語力向上に向けた取組の推進、

教師へのオンライン研修等を実施する。 

 

 

○理数教育の充実のための総合的な支援等 

   1,919 百万円(1,919 百万円) 

 観察・実験の充実を図るため、理科教育振興法に基づいた観察・実験に係る理

科設備整備の補助や、理科観察実験アシスタントの配置の支援を行う。また、理

数分野に興味・関心を持つ児童・生徒を育成するため、算数・数学科、理科にお

ける探究に関する指導法の開発・普及等を行う。 
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○特定分野に特異な才能のある児童生徒への支援の推進 

   55 百万円（77 百万円) 

特定分野に特異な才能のある児童生徒が有する学習上・生活上の困難を解消す

るとともに、その個性や才能を伸ばす指導・支援を行うため、学校と連携した学

習・支援プログラムの提供及び評価の在り方に関する実証研究等を行う。 

 

 

○学習指導要領のよりよい実施と現代的課題に対応した教育の充実等 

                        165 百万円(106 百万円) 

 現代的な諸課題に対応した資質・能力の育成や学校における放射線に関する教

育の支援など、学習指導要領のよりよい実施のために必要な調査研究等を行う。 

 

・主体的な社会参画の力を育む指導の充実 

・学校における放射線に関する教育の支援  等 
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（
２

）
教

師
の

英
語

⼒
・指

導
⼒

の
向

上
の

た
め

の
実

践
的

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
0.

4億
円

（
0.

4億
円

）
⼩

中
校

教
師

の
英

語
⼒

・指
導

⼒
の

向
上

及
び

地
域

間
格

差
の

解
消

に
向

け
て

、「
話

す
こと

」を
は

じめ
とす

る
、指

導
に

必
要

な
英

語
や

実
践

的
な

指
導

法
を

、ネ
イ

テ
ィブ

講
師

等
か

ら学
ぶ

オ
ン

ライ
ン

研
修

を
実

施
。

⼩
・中

・⾼
等

学
校

を
通

じた
英

語
教

育
強

化
事

業

●
⽇

本
⼈

に
とっ

て
「話

す
こと

」「
書

くこ
と」

、英
語

を
使

う機
会

の
少

な
さや

学
ぶ

動
機

付
け

の
弱

さが
⻑

年
の

課
題

。
ま

た
、⽣

徒
・教

師
の

英
語

⼒
は

向
上

傾
向

に
あ

る
も

の
の

、社
会

の
期

待
との

乖
離

や
地

域
間

格
差

が
課

題
。

●
⽣

成
AI

に
よ

り、
英

会
話

や
英

作
⽂

の
添

削
等

も
可

能
に

。G
PT

-4
o等

に
よ

り更
に

急
速

な
発

展
が

⾒
込

ま
れ

、
使

い
⽅

次
第

で
は

練
習

量
の

⾶
躍

的
増

加
や

英
語

を
学

ぶ
動

機
付

け
の

強
化

が
可

能
。

●
次

期
学

習
指

導
要

領
を

⾒
据

え
、英

語
教

育
に

お
け

る
AI

活
⽤

に
関

す
る

実
践

の
早

急
な

蓄
積

が
必

要
。

AI
の

効
果

的
な

活
⽤

が
、将

来
の

⽇
本

の
⼦

供
た

ち
の

英
語

⼒
向

上
の

カ
ギ

を
握

って
い

る
。

現
状

・課
題

事
業

内
容

2億
円

令
和

7年
度

予
算

額
（

案
）

）
3億

円
（

前
年

度
予

算
額

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
教

育
課

程
課

）

ア
ウ

トプ
ット

（
活

動
⽬

標
）

⻑
期

ア
ウ

トカ
ム

（
成

果
⽬

標
）

①
中

学
3年

⽣
で

CE
FR

 A
1レ

ベ
ル

（
英

検
３

級
程

度
）

以
上

、⾼
校

３
年

⽣
で

CE
FR

 A
2レ

ベ
ル

（
英

検
準

2級
程

度
）

以
上

を
有

す
る

⽣
徒

の
割

合
（

中
学

３
年

⽣
）

令
和

５
年

度
50

.0
％

→
令

和
9年

度
60

％
（

⾼
校

３
年

⽣
）

令
和

５
年

度
50

.6
％

→
令

和
9年

度
60

％

令
和

３
年

度
か

ら実
施

事
業

実
施

期
間

（
１

）
グ

ロ
ー

バ
ル

⼈
材

育
成

の
た

め
の

英
語

教
育

抜
本

強
化

事
業

  
  

  
 0

.3
億

円
（

1.
2億

円
）

  
  

 [
令

和
６

年
度

補
正

予
算

 6
億

円
］

AI
を

英
語

の
授

業
等

で
活

⽤
す

る
モ

デ
ル

構
築

、A
I英

語
活

⽤
リー

ダー
に

よ
る

実
践

の
普

及
、実

践
事

例
の

蓄
積

・発
信

を
⾏

うほ
か

、⽣
徒

の
英

語
⼒

の
地

域
間

格
差

解
消

に
向

け
て

、
英

語
⼒

の
向

上
に

取
り組

む
⾃

治
体

の
取

組
を

推
進

す
る

。さ
らに

、英
語

教
育

に
係

る
各

種
調

査
分

析
等

を
⾏

い
、効

果
的

な
取

組
の

普
及

を
図

る
。

都
道

府
県

・指
定

都
市

教
育

委
員

会
委

託
先

3箇
所

×
20

0万
円

件
数

・単
価

専
⾨

機
関

等
委

託
先

2箇
所

×
2,

00
0万

円
件

数
・単

価

（
３

）
専

⾨
機

関
等

に
よ

る
専

⾨
⼈

材
育

成
・確

保
事

業
0.

1億
円

（
0.

1億
円

）
外

国
語

教
育

の
指

導
体

制
の

充
実

に
向

け
た

以
下

取
組

の
実

施
。

・J
ET

プ
ログ

ラム
で

来
⽇

した
外

国
語

指
導

助
⼿

（
AL

T）
の

資
質

・能
⼒

向
上

の
た

め
の

研
修

・英
語

以
外

の
外

国
語

に
関

す
る

指
導

者
の

養
成

・確
保

の
た

め
の

講
習

や
教

材
開

発
等

（
４

）
学

習
指

導
要

領
に

対
応

した
外

国
語

教
育

の
条

件
整

備
・情

報
発

信
事

業
1.

4億
円

（
1.

3億
円

）
⼩

学
校

外
国

語
活

動
教

材
「L

et
ʼs

Tr
y︕

」の
配

布
。

⼤
学

、都
道

府
県

・指
定

都
市

教
育

委
員

会
、専

⾨
機

関
等

委
託

先
3箇

所
×

10
0〜

50
0万

円
件

数
・単

価

【経
済

財
政

運
営

と改
⾰

の
基

本
⽅

針
20

24
】

（
略

）
AI

の
活

⽤
等

に
よ

る
英

語
教

育
や

国
際

交
流

の
強

化
を

含
む

教
育

の
国

際
化

を
進

め
る

とと
も

に
、（

略
）

を
通

じ、
グ

ロ
ー

バ
ル

⼈
材

の
育

成
を

抜
本

的
に

強
化

す
る

。

・⽣
徒

の
英

語
⼒

向
上

推
進

事
業

（
令

和
６

年
度

か
らの

２
箇

年
事

業
）

⽣
徒

の
英

語
⼒

に
関

す
る

地
域

間
格

差
を踏

まえ
、デ

ジ
タル

教
科

書
の

活
⽤

等
の

取
組

を推
進

し、
その

効
果

的
な

取
組

内
容

に
つ

い
て

、周
知

・普
及

す
る

。

連
携

施
策

英
語

専
科

教
員

の
加

配
措

置
（

3,
00

0⼈
）

⼩
学

校
英

語
教

育
の

早
期

化
・教

科
化

に
伴

う専
科

指
導

に
必

要
な

教
師

の
充

実
※

上
記

に
加

え
、外

国
語

を
含

む
⼩

学
校

⾼
学

年
の

教
科

担
任

制
を

推
進

す
る

た
め

の
加

配
措

置
に

よ
り

更
に

取
組

を
充

実

AI
を

英
語

等
の

授
業

で
活

⽤
す

る
モ

デ
ル

の
構

築
→

実
施

都
道

府
県

等
教

育
委

員
会

等
の

数
等

②
全

て
の

都
道

府
県

・政
令

指
定

都
市

に
お

い
て

、中
学

3年
⽣

で
CE

FR
 A

1レ
ベ

ル
（

英
検

３
級

程
度

）
以

上
、⾼

校
３

年
⽣

で
CE

FR
 A

2レ
ベ

ル
（

英
検

準
2級

程
度

）
以

上
を

有
す

る
⽣

徒
の

割
合

を
５

割
以

上
とす

る
。

令
和

５
年

度
未

達
あ

り
→

令
和

9年
度

全
都

道
府

県
・政

令
指

定
都

市
に

て
達

成

③
⾼

校
3年

⽣
で

CE
FR

 B
1レ

ベ
ル

（
英

検
2級

程
度

）
以

上
を

有
す

る
⽣

徒
の

割
合

令
和

５
年

度
19

.8
％

→
令

和
9年

度
30

％

※
教

師
の

英
語

⼒
向

上
に

関
す

る
在

り⽅
も

今
後

検
討

6億
円

令
和

6年
度

補
正

予
算

額

令
和

６
年

度
補

正
予

算
に

て
実

施

・A
Iを

英
語

の
授

業
等

で
活

⽤
す

る
モ

デ
ル

校
を

指
定

・A
I英

語
活

⽤
リー

ダ
ー

に
よ

る
実

践
の

普
及

・英
語

教
育

次
世

代
プ

ラ
ット

フォ
ー

ム
（

仮
称

）
の

設
置
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理
数
教
育
充
実
の
た
め
の
総
合
的
な
支
援

○
PI

SA
20

18
や
、T

IM
SS

20
19
とい
った
国
際
調
査
か
らは
、「
我
が
国
の
理
数
関
係
の
学
力
は
、

国
際
的
に
見
て
高
水
準
で
あ
る
も
の
の
、児

童
生
徒
の
理
数
に
対
す
る
興
味
・関
心
に
課
題
が
あ
る
」

等
の
結
果
が
見
られ
る
た
め
、理

数
科
目
に
対
す
る
子
供
た
ち
の
興
味
・関
心
を
高
め
て
い
くこ
とが
必
要
。

○
令
和
４
年
度
全
国
学
力
・学
習
状
況
調
査
の
理
科
の
結
果
に
お
い
て
、知

識
を
日
常
生
活
に
関
連

付
け
て
理
解
す
る
こと
や
、他

者
の
考
え
の
妥
当
性
を
検
討
した
り、
実
験
の
計
画
が
適
切
か
検
討
して

改
善
した
りす
る
こと
に
課
題
が
見
られ
た
た
め
、観

察
・実
験
活
動
の
一
層
の
充
実
が
必
要
。

○
標
準
的
に
備
え
る
べ
き
設
備
の
整
備
率
が
６
割
程
度
で
あ
る
こと
、働

き
方
改
革
と教

育
の
質
向
上
の

観
点
か
ら支

援
ス
タッ
フの
配
置
・充
実
が
求
め
られ
て
い
る
こと
か
ら、
継
続
的
な
財
政
支
援
が
必
要
。

背
景
・課
題

子
供
た
ち
が
、科

学
に
対
して
興
味
・関
心
を

持
ち
、科

学
的
に
探
究
す
る
能
力
等
を
育
成

す
る
た
め
に
は
、学

習
指
導
要
領
で
重
視
す
る

観
察
、実

験
の
充
実
が
不
可
欠
。

その
た
め
、観

察
、実

験
に
か
か
る
理
科
設
備

等
の
充
実
を
図
る
とと
も
に
、理

科
の
観
察
・実

験
の
充
実
及
び
教
師
が
指
導
に
注
力
で
き
る

環
境
の
整
備
等
の
物
的
・人
的
の
両
面
に
わ

た
る
総
合
的
な
支
援
を
目
的
とす
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容

 1

観
察
、実

験
を
充
実
させ
、教

師
が
指
導
に
注
力
で
きる
環
境
を
整
備
す
る
こと
に
よ
り、
子
供
た
ち
の
科
学
に
対
す
る
興
味
・関
心
を
高
め
る
とと
も
に
、

科
学
的
に
探
究
す
る
能
力
等
の
育
成
を図

る
。

成
果
、事

業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

事
業
内
容

 ２

物
的

支
援

人
的

支
援

理
科
教
育
設
備
整
備
費
補
助

【1
,7

16
百
万
円
】

（
国
庫
補
助
事
業
：
理
科
教
育
設
備
整
備
費
等
補
助
金
）

「理
科
教
育
振
興
法
」に
基
づ
い
て
、公

・私
立
の
小
・中
・高
等
学
校
等
の
設
置
者

に
対
して
、理

科
教
育
等
設
備
の
整
備
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を補

助

理
科

教
育

設
備

の
整

備

小
学
校
（
義
務
教
育
学
校
の
前
期
課
程
含
む
）
、中

学
校
（
義
務
教

育
学
校
の
後
期
課
程
、中

等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
、高

等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
）
及
び
特
別
支
援
学
校

対
象

校
種

地
方
公
共
団
体
、学

校
法
人

実
施
主
体

1／
2（

沖
縄

3／
4）

補
助
割
合

理
数
教
育
の
た
め
の
設
備
を
整
備
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費

補
助
対
象

経
費

理
科
観
察
実
験
支
援
事
業

【1
96
百
万
円
】

（
国
庫
補
助
事
業
：
理
科
教
育
設
備
整
備
費
等
補
助
金
）

公
・私
立
の
小
・中
学
校
等
の
設
置
者
に
対
して
、理

科
の
補
助
員
（
観
察
実
験

アシ
ス
タン
ト（

PA
SE

O
）
）
の
配
置
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
。

理
科

教
育

に
お
け
る
観

察
・実

験
の
支

援

小
学
校
（
義
務
教
育
学
校
の
前
期
課
程
含
む
）
、中

学
校
（
義
務
教

育
学
校
の
後
期
課
程
、中

等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
、特

別
支
援
学
校
（
小
学
部
及
び
中
学
部
）

対
象

校
種

地
方
公
共
団
体
、学

校
法
人

実
施
主
体

補
助
割
合

理
科
の
観
察
・実
験
の
支
援
等
を
行
う補

助
員
（
観
察
実
験
ア
シ
ス
タン
ト

(P
AS

EO
）
）
の
配
置
に
か
か
る
経
費

補
助
対
象

経
費

1／
３

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
教
育
課
程
課

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

19
億
円

（
前
年
度
予
算
額

19
億
円
）
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理
数
好
き
な
児
童
・生
徒
を
育
て
る
探
究
学
習
推
進
プ
ラ
ン

国
際
学
力
調
査
等
（

TI
M

SS
、P

IS
A等

）
の
結
果
に
よ
れ
ば
、算

数
・数
学
や
理
科
に
お
け
る

学
力
は
国
際
的
に
高
い
水
準
に
あ
る
も
の
の
、「
勉
強
が
楽
しい
」や
「日
常
生
活
（
実
生
活
）
へ
の

活
用
が
で
き
て
い
る
」等
とい
った
興
味
・関
心
に
関
わ
る
項
目
に
つ
い
て
は
、国

際
平
均
を
下
回
る

とと
も
に
、学
校
種
が
上
が
る
に
つ
れ
て
減
少
す
る
傾
向
が
あ
る
。

算
数
・数
学
や
理
科
の
学
習
指
導
要
領
で
は
、問

題
解
決
や
探
究
が
よ
り一

層
重
視
さ
れ
て
い
る

が
、そ
れ
に
対
応
し
た
指
導
法
が
学
校
現
場
に
ま
だ
十
分
に
浸
透
し
て
い
な
い
状
況
。

児
童
生
徒
が
理
数
系
教
育
に
興
味
・関
心
をも
ち
、知

的
好
奇
心
を高

め
て
い
け
る
よう
に
す
るた
め

に
は
、問

題
解
決
・探
究
に
関
す
る
学
習
を小

中
学
校
段
階
か
ら着

実
に
推
進
す
る
こと
が
必
要
。

現
状
・課
題

理
数
系
教
育
に
興
味
・関
心
を
も
つ
人
材
を
小
中
学
校
段
階
か
ら育

成
す
る
た
め
に
、問

題
解
決
・探

究
に
関
す
る
学
習
の
指
導
法
に
つ
い
て
開
発
・調
査
し、
それ

らの
成
果
を全

国
に
展
開
す
る
。


探
究
に
関
す
る
指
導
法
の
開
発

3百
万
円
（

3百
万
円
）

小
学
校
及
び
中
学
校
を対

象
とし
て
、文

科
省
が
伴
走
支
援
等
を行

い
な
が
ら、
上
記
の
現
状
・課
題
を

踏
まえ
た
児
童
生
徒
の
問
題
解
決
・探
究
に
関
す
る
学
習
を
推
進
す
る
た
め
の
指
導
法
を開

発
す
る
。

国
際
数
学
・理
科
教
育
動
向
調
査
（

TI
M

SS
20

19
）
（
令
和
元
年
度
）

事
業
内
容

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
1億

円
）

事
業
実
施
期
間

令
和
６
年
度
～
令
和
８
年
度
（
予
定
）

件
数
・単
価

３
箇
所

×
約
１
百
万
円

交
付
先

小
学
校
、中

学
校


大
学
の
専
門
性
を
活
か
し
た
調
査
及
び
児
童
生
徒
報
告
会
の
実
施

4百
万
円
（

4百
万
円
）

大
学
が
そ
の
専
門
性
を
踏
ま
え
て
「問
題
解
決
・探
究
に
関
す
る
学
習
を
行
って
い
る
学
校
」を
調
査
す

る
とと
も
に
、調

査
し
た
学
校
で
の
実
践
を
支
援
し
な
が
ら
事
例
集
を
ま
とめ
る
。ま
た
、実

践
校
と調

査
校
を含

め
た
児
童
生
徒
に
よ
る
報
告
会
を
開
催
す
る
。

件
数
・単
価

１
箇
所

×
約
４
百
万
円

交
付
先

大
学

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
教
育
課
程
課
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

事
業
ス
キ
ー
ム

・全
国
の
学
校
に
共
有
可
能
な
指
導
事
例
集
、

教
師
指
導
案
の
開
発

・探
究
的
な
学
習
の
普
及

・理
数
系
教
育
に
興
味
・関
心
を
も
つ
児
童
生
徒
の
増
加

・理
系
専
攻
学
生
等
の
理
系
人
材
の
増
加

・理
数
系
の
素
養
を
も
つ
人
材
の
育
成
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特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
へ
の
支
援
の
推
進

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
5億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
8億

円
）

○
学
校
と連

携
し
た
学
習
・支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
及
び
評
価
の
在
り方

   
  に
関
す
る
実
証
研
究
［

22
百
万
円
］

特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
が
、そ
の
特
性
に
応
じた
学
び
を
継
続
的

か
つ
持
続
可
能
な
形
で
行
うこ
とが
で
き
る
よ
う、
学
校
外
の
団
体
と学

校
が
連
携
して
、教

育
課
程
に
位
置
づ
け
る
こと
が
で
き
る
学
習
・支
援
プ
ログ
ラム
の
在
り方

及
び
学
習
成
果

の
評
価
の
在
り方

等
に
つ
い
て
研
究
開
発
を
実
施
す
る
。

【委
託
先
：
教
育
委
員
会
、民

間
企
業
等
（
２
団
体
）
】

＜
実
証
研
究
を
通
じて
検
証
す
る
事
項
＞

＊
教
育
課
程
に
位
置
づ
け
る
こと
が
で
き
る
学
習
・支
援
プ
ログ
ラム
の
在
り方

＊
児
童
生
徒
の
学
校
外
の
学
習
の
成
果
の
学
校
で
の
評
価
へ
の
活
か
し方

な
ど

特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
は
、そ
の
才
能
や
認
知
・発
達
の
特
性
等
が
ゆ
え
に
、学
習
上
・学
校
生
活
上
の
困
難
を
抱
え
る
こと
が
あ
る
と指

摘
され
て
い
る
。

しか
し、
これ
ま
で
我
が
国
の
学
校
に
お
い
て
、特

定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒

を
念
頭
に
お
い
た
指
導
・支
援
の
取
組
は
ほ
とん
ど行

わ
れ
て
こな
か
った
。

今
後
は
、全

て
の
子
供
た
ち
の
可
能
性
を
引
き
出
す
、個
別
最
適
な
学
び
と協

働
的
な
学
び

の
一
体
的
な
充
実
の
一
環
とし
て
、学

校
外
とも
連
携
し、
特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ

る
児
童
生
徒
に
対
して
き
め
細
か
な
指
導
・支
援
を
行
って
い
く必
要
が
あ
る
。

趣
旨

事
業
内
容

【学
校
で
経
験
し
た
困
難
の
例
】（

特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
の
本
人
・関
係
者
に
対
す
る
アン
ケ
ー
ト結

果
より
）

・発
言
を
す
る
と授

業
の
雰
囲
気
を
壊
して
しま
い
、申

し訳
な
く感
じて
しま
うの
で
、分

か
らな
い
ふ
りを
しな
け
れ
ば
な
らず
苦
痛

で
、授

業
の
中
に
自
分
を
見
出
す
こと
が
で
き
な
か
った
。

・鉛
筆
で
文
字
を
書
く速
度
と脳

内
で
の
処
理
速
度
が
釣
り合

わ
ず
、プ
リン
トで
の
学
習
に
ス
トレ
ス
を
感
じて
い
た
。

・同
級
生
との
話
が
か
み
合
わ
ず
、大

人
と話

して
い
る
方
が
良
い
。変

わ
って
い
る
子
扱
い
され
る
。

・先
生
の
間
違
い
を
指
摘
して
も
す
ぐに
わ
か
って
も
らえ
ず
悔
しい
思
い
を
す
る
。先

生
の
矛
盾
した
指
導
に
納
得
い
か
な
い
。

・早
熟
な
知
能
に
対
して
情
緒
の
発
達
が
遅
く感
情
の
コン
トロ
ー
ル
が
未
熟
な
の
で
、些

細
な
事
で
怒
られ
て
しま
った
り泣

け
て

しま
った
り、
他
の
児
童
と言

い
合
い
に
な
った
りす
る
。

○
学
校
と連

携
し
た
相
談
支
援
体
制
の
構
築
等
に
関
す
る
実
証
研
究
［

33
百
万
円
］

①
地
域
単
位
で
の
取
組

特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
や
その
保
護
者
及
び
学
校
の
教
職
員
に
対
す
る
相
談

支
援
を
、地

域
単
位
で
、学

校
と教

育
委
員
会
及
び
相
談
支
援
に
係
る
専
門
家
・団
体
が
連
携
して

実
施
し、
実
践
事
例
を
蓄
積
し、
地
域
で
の
日
常
的
・継
続
的
な
支
援
体
制
の
構
築
を
図
る
。

【委
託
先
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
教
育
委
員
会
（
２
団
体
）
】

＜
実
証
研
究
を
通
じて
検
証
す
る
事
項
＞

＊
各
機
関
の
役
割
分
担
や
情
報
共
有
の
在
り方

＊
対
応
可
能
な
地
域
規
模
・学
校
数

な
ど

②
全
国
的
な
取
組

特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
に
対
して
、児

童
生
徒
に
応
じた
学
び
へ
ア
クセ
ス
しや

す
くな
る
よ
う、
その
特
性
に
応
じた
プ
ログ
ラム
等
の
情
報
提
供
や
当
該
児
童
生
徒
の
才
能
・特
性
の
理

解
者
とな
る
人
材
の
紹
介
を
行
うな
ど、
地
域
を
超
え
た
学
び
へ
の
接
続
を
図
る
。

【委
託
先
：
民
間
団
体
（
１
団
体
）
】

＜
実
証
研
究
を
通
じて
検
証
す
る
事
項
＞

＊
相
談
支
援
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
特
性
の
把
握
の
在
り方

＊
情
報
提
供
後
の
児
童
生
徒
へ
の
伴
走
支
援
の
在
り方

な
ど

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

・特
定
分
野
に
特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
の

 困
難
の
解
消
及
び
才
能
の
伸
長

・一
人
一
人
の
才
能
・個
性
の
尊
重

・多
様
性
を
重
視
す
る
社
会
の
形
成

・特
異
な
才
能
の
あ
る
児
童
生
徒
へ
の
特
性
に
応
じた
学
び
の
提
供

・相
談
支
援
体
制
の
構
築
、実

践
事
例
の
蓄
積
、横

展
開

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
教
育
課
程
課
）

＜
委
託
先
＞

＜
協
力
校
＞

・プ
ログ
ラム
の
開
発
・提
供

・学
習
の
成
果
の
把
握
・評
価

・児
童
生
徒
の
特
性
等
の
共
有

・学
習
の
成
果
の
共
有

な
ど ・児
童
生
徒
に
応
じた
教
育
課
程
の
編
成

・学
校
外
の
学
習
成
果
を踏

ま
え
た
評
価

な
ど

＜
協
力
校
＞

・児
童
生
徒
の

困
難
の
発
見

＜
教
育
委
員
会
＞

・情
報
集
約
、管

理

＜
専
門
家
・団
体
＞

・相
談
支
援

①
情
報
収
集

②
相
談
・情
報
提
供

③
学
び
を
つ
な
ぐ
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４．新時代に対応した高等学校改革の推進  

 

 令和 7 年度予算額（案）       838 百万円 

(前年度予算額           846 百万円） 

［令和 6 年度補正予算額    7,420 百万円］ 

 
１．要  旨 

少子化の進行や高校生の多様化等を見据え、デジタル等成長分野を支える人
材育成や探究・STEAM 教育の推進、専門高校と企業等との連携・協働の充実、
遠隔・通信等の活用による生徒の多様な学習ニーズに応える柔軟で質の高い学
びの推進など、新時代に対応した高等学校教育改革に向けた取組を支援する。 

 
２．内  容 
 

（１）高等学校 DX 加速化推進事業（DX ハイスクール） 

             230 百万円（新規） 
［令和 6 年度補正予算額 7,420 百万円］ 

   大学教育段階で、デジタル・理数分野への学部転換の取組が進む中、その
政策効果を最大限発揮するためにも、高校段階におけるデジタル等成長分野
を支える人材育成の抜本的強化が必要である。骨太の方針 2024 に基づき、情
報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに、専門的な外
部人材の活用や大学等との連携などを通じて ICT を活用した探究的・文理横
断的・実践的な学びを強化する学校などに対しての必要な環境整備の経費の
支援を行う。 

 
 

（２）各学校・課程・学科の垣根を超える高等学校改革推進事業 

             105 百万円（120 百万円） 
高等学校において、学校の立地、リソース等に伴う制約や、各課程に関す

る制度等により、学校が生徒の多様な学習ニーズに対応しきれていない等の
課題がある。このような課題を解消し、地理的状況や各学校・課程・学科の
枠に関わらず、いずれの高等学校においても柔軟で質の高い学びを実現する
ため、通信制高校や教育センター等を中心拠点とする、遠隔授業や通信教育
を活用した、域内の学校間連携・併修ネットワークの構築や、都道府県の枠
組みを超えた高等学校間の連携ネットワークの構築を行う。 

 

（３）新時代に対応した高等学校改革推進事業  

             98 百万円（219 百万円） 
  令和３年１月の中央教育審議会答申において提言された普通教育を主と

する学科の弾力化（普通科改革）や教科等横断的な学習の推進による資質・
能力の育成を推進し、探究・STEAM 教育や特色・魅力ある文理融合的な学び、
今後の社会に望まれるデジタル人材育成等を実現するため、令和４年度から
設置が可能となった新しい普通科の設置を予定している学校の取組を推進
するとともに、遠隔・オンライン教育等を活用した新たな教育方法を用いた
カリキュラム開発等のモデル事業を実施する。加えて、新学科における学び
や教科等横断的な学びを実現するためには、地域、大学、国際機関等との連
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携協力、調整が必要であり、その役割を担う「コーディネーター」について、
その育成や活用を支援するための全国プラットフォームを構築する。 

 

（４）マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）  

             218 百万円（251 百万円） 
  デジタルトランスフォーメーション（DX）、六次産業化等、産業構造・仕

事内容は急速かつ絶えず革新しており、さらに新型コロナウイルス感染症の
感染拡大を契機として、こうした革新の流れは一層急激になっていくことが
予見される。我が国の産業の発展のためには、成長産業化を図る産業界と専
門高校が一体となり、地域産業の持続的な成長を牽引する最先端の職業人材
育成の取組を全国的に推進することが必要である。このため、産業界等と一
体となった教育課程開発等の先進的取組の推進や、先進的取組を行う都道府
県等・専門高校が中核となって牽引する産業界等と連携した人材育成の広域
ネットワークの構築、産業界等との連携に課題のある地域の連携体制強化の
取組等を実施する。 

 

（５）WWL(ワールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアム構築支援事業  

             102 百万円（186 百万円） 
  Society5.0 をリードし、 SDGs の達成を牽引するイノベーティブなグロー

バル人材育成のリーディング・プロジェクトとして、国内外の大学等との連
携により文理横断的な知を結集し、社会課題の解決に向けた探究的な学びを
通じた高校教育改革や大学の学びの先取り履修等を通じた高大接続改革を
推進する。特にコロナ禍の影響で限定的となった、インバウンド・アウトバ
ウンド両方の海外交流推進によるグローバル人材育成の強化を図る。 

 

（６）高等学校における教育の質確保・多様性への対応に関する調査研究  

             85 百万円（70 百万円） 
  高等学校においては、不登校経験など、多様な背景を持つ生徒が在籍して

おり、その背景に応じた学びの充実が求められていることから、全日制・定
時制高校におけるオンライン等を活用した効果的な学習の在り方に関する
調査研究や、通信制高校における学び充実支援事業など、不登校生徒等の学
び充実支援等に向けた実証研究や調査等により、高等学校における教育の質
の確保及び多様性への対応の充実を図る。 
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⾼
等
学
校
D
X加

速
化
推
進
事
業
（
D
Xハ
イ
ス
ク
ー
ル
）

⽂
部
科
学
省

•情
報
Ⅱ
や
数
学
Ⅱ
・B
、数

学
Ⅲ
・C
等
の
履
修
推
進
（
遠
隔
授
業
の
活
⽤
を
含
む
）

•情
報
・数
学
等
を
重
視
した
学
科
へ
の
転
換
、コ
ー
ス
の
設
置

•デ
ジ
タル
を
活
⽤
した
⽂
理
横
断
的
・探
究
的
な
学
び
の
実
施

•デ
ジ
タル
も
の
づ
くり
な
ど、
⽣
徒
の
興
味
関
⼼
を
⾼
め
る
デ
ジ
タ
ル
課
外
活
動
の
促
進

•⾼
⼤
接
続
の
強
化
や
多
⾯
的
な
⾼
校
⼊
試
の
実
施

•地
⽅
の
⼩
規
模
校
に
お
い
て
従
来
開
設
され
て
い
な
い
理
数
系
科
⽬
（
数
学
Ⅲ
等
）
の
遠
隔
授
業
に
よ
る
実
施

•専
⾨
⾼
校
に
お
い
て
、デ
ジ
タル
を
活
⽤
した
ス
マ
ー
ト農

業
や
イン
フラ
DX
、医

療
・介
護
DX
等
に
対
応
した
⾼
度
な
専
⾨
教
科

指
導
の
実
施
、⾼

⼤
接
続
の
強
化

学
校
設
置
者
等

事
業
ス
キ
ー
ム

補
助

IC
T機

器
整
備
（
ハ
イス
ペ
ック
PC
、３

Dプ
リン
タ、
動
画
・画
像
⽣
成
ソ
フト
等
）
、遠

隔
授
業
⽤
を
含
む
通
信
機
器
整
備
、

理
数
教
育
設
備
整
備
、専

⾨
⾼
校
の
⾼
度
な
実
習
設
備
整
備
、専

⾨
⼈
材
派
遣
等
業
務
委
託
費

等

•海
外
の
連
携
校
等
へ
の
留
学
、外
国
⼈
⽣
徒
の
受
⼊
、外
国
語
等
に
よ
る
授
業
の
実
施
、国
内
外
の
⼤
学
等
と連

携
し

た
取
組
の
実
施
等

•⽂
理
横
断
的
な
学
び
に
重
点
的
に
取
り組

む
新
しい
普
通
科
へ
の
学
科
転
換

・産
業
界
等
と連

携
した
最
先
端
の
職
業
⼈
材
育
成
の
取
組
の
実
施

⼤
学
教
育
段
階
で
、デ
ジ
タル
・理
数
分
野
へ
の
学
部
転
換
の
取
組
が
進
む
中
、そ
の
政
策
効
果
を
最
⼤
限
発
揮
す
る
た
め
に
も
、⾼

校
段
階
に
お
け
る

デ
ジ
タル
等
成
⻑
分
野
を
⽀
え
る
⼈
材
育
成
の
抜
本
的
強
化
が
必
要

現
状
・課
題

情
報
、数

学
等
の
教
育
を
重
視
す
る
カリ
キ
ュラ
ム
を
実
施
す
る
とと
も
に
、専

⾨
的
な
外
部
⼈
材
の
活
⽤
や
⼤
学
等
との
連
携
な
どを
通
じて
IC
Tを
活
⽤
した

探
究
的
・⽂
理
横
断
的
・実
践
的
な
学
び
を
強
化
す
る
学
校
な
どに
対
して
、そ
の
た
め
に
必
要
な
環
境
整
備
の
経
費
を
⽀
援
す
る

事
業
内
容

•
⼤
学
段
階
に
お
け
る
理
⼯
系

学
部
・学
科
の
増

•
⾃
然
科
学
（
理
系
）
分
野

の
学
⽣
割
合
５
割
⽬
標

•
デ
ジ
タル
⼈
材
の
増

デ
ジ
タル
等
成
⻑
分
野
の

学
部
・学
科
へ
の

進
学
者
の
増

成
⻑
分
野
の

担
い
⼿
増
加

D
Xハ
イ
ス
ク
ー
ル

⼤
学

採
択
校
に
求
め
る
具
体
の
取
組
例

（
基
本
類
型
・重
点
類
型
共
通
）

採
択
校
に
求
め
る
具
体
の
取
組
例

⽀
援
対
象
例

重
点
類
型
（
グ
ロ
ー
バ
ル
型
、特
⾊
化
・魅
⼒
化
型
、

プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
型
（
半
導
体
重
点
枠
を
含
む
）
）

（
）

⽀
援
対
象
等

箇
所
数
・補
助
上
限
額

※
定
額
補
助

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
参
事
官
（
⾼
等
学
校
担
当
）
付
）

公
⽴
・私
⽴
の
⾼
等
学
校
等

（
1,
20
0校

程
度
）

•
継
続
校

︓
1,
00
0校

×
50
0万

円
（
重
点
類
型
の
場
合
70
0万

円
）

•
新
規
採
択
校

︓
20
0校

×
1,
00
0万

円
（
重
点
類
型
の
場
合
1,
20
0万

円
）

•
都
道
府
県
に
よ
る
域
内
横
断
的
な
取
組
︓
47
都
道
府
県

×
1,
00
0万

円
※
必
須
要
件
に
加
え
て
、各

類
型
ご
との
取
組
を
重
点
的
に
実
施
す
る
学
校
を
重
点
類
型

とし
て
補
助
上
限
額
を
加
算
（
80
校
（
半
導
体
重
点
枠
を
含
む
）
）

令
和
6年

度
補
正
予
算
額

74
億
円

2億
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
（
新
規
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各
学
校
・
課
程
・
学
科
の
垣
根
を
超
え
る
高
等
学
校
改
革
推
進
事
業

国
公
私
立
の
高
等
学
校

①
都
道
府
県
・市

町
村
教
育
委
員
会
、
国
公
立
大
学
法
人
、
学
校
法
人
等

②
民
間
団
体
等

（
１
）

 遠
隔
・
通
信
等
も
活
用
し
た
、
学
び
の
機
会
の
充
実
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

原
籍
校
に
お
い
て
安
定
し
て
登
校
す
る
こ
と
が
難
し
い
生
徒
の
学
び
の
保
障
や
、
原
籍
校
で
開
講
さ

れ
な
い
科
目
の
履
修
な
ど
生
徒
の
多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
、
通
信
制
高
校
や
教
育
セ
ン

タ
ー
等
を
中
心
拠
点
と
し
て
遠
隔
授
業
や
通
信
教
育
を
活
用
し
た
積
極
的
な
域
内
の
学
校
間
の
連

携
・
併
修
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
す
る
事
例
を
創
出
。

当
該
中
心
拠
点
に
お
け
る
機
材
整
備
、
中
心
拠
点
に
配
置
さ
れ
、
各
生
徒
の
原
籍
校
と
の
間
の

連
絡
調
整
業
務
を
担
う
者
の
配
置
に
係
る
費
用
、
遠
隔
授
業
の
受
信
側
原
籍
校
に
配
置
さ
れ
る

ス
タ
ッ
フ
の
人
材
育
成
・
確
保
に
係
る
費
用
な
ど
を
支
援
。

事
業
内
容
：
遠
隔
授
業
や
通
信
に
よ
る
教
育
の
方
法
を
活
用
し
な
が
ら
、
地
理
的
状
況
や
各
学
校
・
課
程
・
学
科
の
垣
根
を
超
え
て
、

多
様
な
高
校
生
一
人
ひ
と
り
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
新
し
い
通
学
型
高
校
の
モ
デ
ル
を
創
出
（
効
果
的
な
手
法
の
検
証
等
を
実
施
）

中
心
拠
点
（
通
信
制
高
校

A
） 専
門
高
校

B
か
ら

大
学
進
学
を

希
望
す
る
生
徒

全
日
制
高
校

D
の
生
徒

遠
隔
配
信
授
業
で

数
Ⅲ
を
履
修

通
信
制
で

地
理
総
合
を

履
修

通
信
制
高
校

A
の
生
徒

情
報
Ⅰ
だ
け

通
学
型
高
校

で
受
講

（
２
）
都
道
府
県
の
枠
組
み
を
超
え
た
、
高
等
学
校
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

都
道
府
県
の
枠
組
み
を
超
え
た
複
数
の
高
等
学
校
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
学
校
群
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
。

複
数
高
校
で
の
合
同
授
業
（
総
合
的
な
探
究
の
時
間
や
学
校
設
定
科
目
を
想
定
。
）
の
実
施
を
通
じ
た
生
徒
同
士
の
学
び
合
い
の
深
化
、
各
々
の
得
意
分
野
を
持

つ
指
導
者
・
外
部
人
材
等
の
リ
ソ
ー
ス
の
共
有
を
図
る
。
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
の
取
組
に
係
る
経
費
の
ほ
か
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
定
着
・自

走
す
る
ま
で
の
間
、
各
校
に
配
置
さ
れ
る
連

絡
調
整
ス
タ
ッ
フ
や
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
の
取
組
に
伴
走
支
援
を
行
う
外
部
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等
へ
の
人
件
費
・
謝
金
等
を
支
援
。

①
指
定
校

1
1
箇
所
・約

7
0
0
万
円

/箇
所
（
継
続
）

 伴
走
支
援

1
箇
所
・約

1
2
0
0
万
円
（
継
続
）

②
１
箇
所

年
間
約

1
0
0
0
万
円

/箇
所
（
継
続
）

箇
所
数

単
価
等

①
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
運
営
に
必
要
な
経
費

②
都
道
府
県
を
超
え
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、
旅
費
、
謝
金
等
）

対
象
校
種

委
託
先

委
託

対
象
経
費

全
日
制
高
校

C
で

地
域
留
学
中
の
生
徒

へ
き
地
の
高
校

C
か
ら

大
学
進
学
を
希
望
す
る
生
徒

背
景 ・

課
題

※
イ
メ
ー
ジ

○
離
島
・中

山
間
地
域
等
の
学
校
の
立
地
、
リ
ソ
ー
ス
等
に
伴
う
制
約
に
よ
り
、
学
校
が
生
徒
の
多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
き
れ
て
い
な
い
等
の
課
題
が
あ
る

○
各
課
程
に
関
す
る
制
度
等
に
よ
り
、
多
様
な
背
景
を
有
す
る
生
徒
の
受
け
入
れ
が
特
定
の
学
校
・課

程
に
偏
っ
て
い
た
り
、
生
徒
の
在
籍
す
る
学
校
・課

程
・学

科
に
よ
り
、
そ

の
後
の
進
路
の
固
定
化
が
生
じ
や
す
か
っ
た
り
す
る
と
い
っ
た
課
題
が
あ
る

→
地
理
的
状
況
や
各
学
校
・
課
程
・
学
科
の
枠
に
関
わ
ら
ず
、
い
ず
れ
の
高
等
学
校
に
お
い
て
も
生
徒
の
多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
柔
軟
で
質
の
高
い
学
び
を
実
現
し

、
全
て
の
生
徒
の
可
能
性
を
最
大
限
引
き
出
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
く
こ
と
が
必
要

そ
の
た
め
に
も
、
遠
隔
授
業
や
通
信
に
よ
る
教
育
方
法
の
活
用
、
学
校
間
連
携
の
推
進
を
通
じ
、
生
徒
の
多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
や
特
色
あ
る
教
育
の
展
開
、

生
徒
同
士
の
学
び
合
い
の
深
化
等
を
可
能
と
す
る
体
制
・
環
境
の
整
備
が
必
要

（
初
等
中
等
教
育
局
参
事
官
（
高
等
学
校
担
当
）
付
）

令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

1
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1
億
円
）
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新
時
代
に
対
応
し
た
高
等
学
校
改
革
推
進
事
業

国
公
私
立
の
高
等
学
校

対
象
校
種

①
1
6
校
（
継
続
）
約

4
,7

0
0
千
円
／
１
校

②
２
校
（
継
続
）
約

3
,6

0
0
千
円
／
１
校

③
１
団
体

約
1
3
,0

0
0
千
円
／
１
団
体

箇
所
数

単
価

補
助
率

①
②
学
校
設
置
者

③
民
間
団
体
等

委
託
先

①
新
学
科
の
設
置
に
必
要
な
経
費

②
新
た
な
教
育
方
法
を
用
い
た
学
び
に
必
要
な
経
費

③
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
や
成
果
検
証
に
必
要
な
経
費

委
託

対
象
経
費

令
和
３
年
１
月
の
中
央
教
育
審
議
会
答
申
に
お
い
て
提
言
さ
れ
た
普
通
教
育
を
主
と
す
る
学
科
の
弾
力
化
（
普
通
科
改
革
）
や
教
科
等
横
断
的
な

学
習
の
推
進
に
よ
る
資
質
・能

力
の
育
成
を
推
進
し
、
探
究
・S

T
E
A
M
教
育
、
特
色
・魅

力
あ
る
文
理
融
合
的
な
学
び
、
今
後
の
社
会
に
望
ま
れ
る
デ
ジ

タ
ル
人
材
育
成
等
を
実
現
す
る
た
め
、
令
和
４
年
度
か
ら
設
置
が
可
能
と
な
っ
た
新
し
い
普
通
科
の
設
置
を
予
定
し
て
い
る
学
校
の
取
組
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
遠
隔
・オ
ン
ラ
イ
ン
教
育
等
を
活
用
し
た
新
た
な
教
育
方
法
を
用
い
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
等
の
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
。
加
え
て
、
新
学
科
に
お
け
る
学

び
や
教
科
等
横
断
的
な
学
び
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
地
域
、
大
学
、
国
際
機
関
等
と
の
連
携
協
力
、
調
整
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
役
割
を
担
う
「コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
」
に
つ
い
て
、
そ
の
育
成
や
活
用
を
支
援
す
る
た
め
の
全
国
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
す
る
。

①
普
通
科
改
革
支
援
事
業

②
創
造
的
教
育
方
法
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム

令
和
４
年
度
よ
り
設
置
が
可
能
と
な
っ
た
新
し

い
普
通
科
を
設
置
す
る
予
定
の
高
等
学
校
等

に
対
し
、
関
係
機
関
等
と
の
連
携
協
力
体
制
の

整
備
や
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
な
ど
の
支

援
を
行
い
、
新
学
科
設
置
の
取
組
を
推
進
す
る

こ
と
で
、
探
究
・S

T
E
A
M
教
育
や
特
色
・魅

力
あ
る
文
理
融
合
的
な
学
び
を
実
現
す
る
。

教
科
等
横
断
的
な
学
び
の
実
現
に
よ
る
資
質
・
能
力
の

育
成
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
を
目
指
し
、
遠
隔
・
オ
ン
ラ
イ

ン
教
育
（
質
の
高
い
通
信
教
育
を
含
む
。
）
を
活
用
し

た
新
た
な
方
法
に
よ
る
学
び
を
実
現
す
る
。
(1

)S
o
c
ie

ty
5
.0
の
実
現
に
向
け
た
最
先
端
の
技
術
を
活
用
し
た
学
び
、
 

(2
)自

ら
の
興
味
関
心
に
応
じ
た
探
究
的
な
学
び
に
着
目

し
、
同
一
設
置
者
の
学
校
間
の
み
で
な
く
、
他
地
域
に
お

け
る
大
学
や
研
究
機
関
、
国
際
機
関
等
の
関
係
機
関
か

ら
の
同
時
双
方
向
型
の
授
業
を
取
り
入
れ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

開
発
を
行
い
、
新
し
い
時
代
の
学
び
を
創
造
す
る
。

普
通
科

学
際
領
域
に
関
す
る
学
科

地
域
社
会
に
関
す
る
学
科

そ
の
他

（
デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
を

目
指
す
学
科
等
）

普 通 科

③
高
校
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

全
国
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
事
業

（
P

D
C

A
サ
イ
ク
ル
の
構
築
）

事
業
内
容

高
校
と
地
域
、
関
係
団
体
等
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

の
全
国
的
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
す
る
。
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
に
お
い
て
は
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
人
材
や
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
を
受
け
入
れ
る
学
校
に
対
す
る
研
修
を
行
う
と
と

も
に
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
間
の
情
報
共
有
を
促
す
場
を
創

出
す
る
こ
と
で
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
持
続
的
効
果
的
に
活

躍
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
成
果
指
標
の
検
証
に
よ
る

高
等
学
校
改
革
の

P
D

C
A
サ
イ
ク
ル
の
構
築
を
図
る
。

（
初
等
中
等
教
育
局
参
事
官
（高
等
学
校
担
当
）付
）

令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

1
億
円

（
前
年
度
予
算
額

2
億
円
）

（
例
）
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4

マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
刷
新
事
業
）

  令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

2
億
円

（
前
年
度
予
算
額

3
億
円
）

様
々
な
分
野
の
専
門
家

教
育
界
・
産
業
界
双
方
の
経
験
・

知
見
を
持
つ
橋
渡
し
役

課
題
に
応
じ
て

相
談

助
言

●
専
門
学
科
デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実

③
取
組
の
支
援

伴
走
者

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

（
初
等
中
等
教
育
局
参
事
官
（
高
等
学
校
担
当
）
付
産
業
教
育
振
興
室
）

【
件
数
：
継
続
１
箇
所
】

【
委
託
先
：
民
間
事
業
者
】

ｃ

助
言

伴
走
支
援

【
件
数
：
継
続
１
箇
所
】

【
委
託
先
：
民
間
事
業
者
】

情
報
提
供

①
 産
業
界
等
と
一
体
と
な
っ
た
先
進
的
取
組
を
行
う
都
道
府
県
等
・専

門
高
校
が
中
核
と
な
り
、
産
業
界
等
と
連
携
し
た
人
材
育
成
の
広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
牽
引

②
 産
業
界
等
と
の
連
携
に
課
題
の
あ
る
地
域
が
、
先
進
的
取
組
を
直
接
学
び
つ
つ
、
連
携
体
制
の
強
化
プ
ロ
セ
ス
を
実
践
研
究

③
 民
間
事
業
者
に
よ
る
取
組
に
応
じ
た
支
援
、
広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
内
を
つ
な
ぐ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ハ
ブ

④
 産
業
界
等
と
専
門
高
校
の
連
携
段
階
ご
と
の
課
題
及
び
そ
の
解
決
策
に
つ
い
て
調
査
し
、
実
効
性
の
あ
る
連
携
体
制
構
築
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理

⚫
広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
ハ
ブ
的
役
割

⚫
産
学
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
育
成
支
援

等

④
実
態
調
査
（
全
国
・
指
定
地
域
）

連
携
ノ
ウ
ハ
ウ

の
提
供
・
助
言

■
第
４
次
産
業
革
命
の
進
展
、
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョン
（

D
X
）
、
六
次
産
業
化
等
、
産
業
構
造
・仕

事
の
内
容
が
急
速
か
つ
絶
え
ず
革
新
す
る
中
、
専
門
高
校
で
は
、

産
業
構
造
の
絶
え
間
な
い
変
化
に
即
応
し
た
職
業
人
材
育
成
が
急
務
。

■
そ
の
た
め
、
令
和

3
年
度
よ
り
、
産
業
界
等
と
専
門
高
校
が
一
体
と
な
っ
て
職
業
人
材
育
成
を
行
う
マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
を
実
施
。

■
我
が
国
の
産
業
の
発
展
の
た
め
に
は
、
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
の
全
国
的
な
横
展
開
が
必
須
。
し
か
し
、
産
業
界
等
と
の
連
携
に
課
題
の
あ
る
地
域
で
は
導
入
が
困
難
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
実
践
的
な
取
組
を
通
じ
た
研
究
や
全
国
実
態
調
査
等
を
通
じ
て
、
連
携
体
制
の
強
化
の
方
策
に
つ
い
て
明
ら
か
に
す
る
必
要
。

現
状
・
課
題

事
業
内
容

連
携
ポ
イ
ン
ト

の
提
供

ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ

【
件
数
：
継
続
８
箇
所
】
【
委
託
先
：
都
道
府
県
等
】

（
主
な
取
組
）

⚫
産
業
界
等
と
の
連
携
体
制
の
構
築

⚫
企
業
等
と
連
携
し
た
授
業
・
実
習

⚫
産
学
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
・
活
用

⚫
広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
知
見
の
活
用

⚫
取
組
を
地
域
に
発
信

等

②
連
携
体
制
強
化
型
（

R
6
年
度
～
）

連
携
に
課
題

ｃ

①
先
進
的
取
組
型
（

R
6
年
度
～
）

（
主
な
取
組
）

⚫
域
内
全
体
で
の
産
業
界
等
と
専
門
高
校
の
連
携
体
制
の

確
立

⚫
産
業
界
等
と
連
携
し
た
教
育
課
程
・
体
系
的
教
育
活
動

の
域
内
普
及

⚫
産
学
連
携
ｺｰ
ﾃﾞ
ｨﾈ
ｰﾀ
ｰの
持
続
可
能
な
活
用
方
策
の
検
討

⚫
広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
牽
引

（
他
都
道
府
県
等
へ
の
助
言
等
）

等

 地
域
産
業
の
持
続
的
な
成
長
を
牽
引
す
る
最
先
端
の
職
業
人
材
育
成
エ
コ
シ
ス
テ
ム
を
確
立

広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
構
築

●
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（

R
5
年
度
指
定
）

産
業
実
務
家
教
員

産
業
界

専
門
高
校

（
主
な
取
組
）

⚫
産
業
界
等
と
一
体
と
な
っ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
刷
新
・
実
践

⚫
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル

C
E
O
を
企
業
等
か
ら
採
用
し

学
校
の
管
理
職
と
し
て
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

⚫
企
業
等
の
技
術
者
等
を
教
員
と
し
て
採
用

⚫
企
業
等
で
の
授
業
・
実
習
を
多
数
実
施
、
企
業
等
の

施
設
・
設
備
の
共
同
利
用

等
【
件
数
：
継
続
２
箇
所
】
【
委
託
先
：
都
道
府
県
等
】

マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
Ｃ
Ｅ
Ｏ

【
件
数
：
継
続
４
箇
所
】
【
委
託
先
：
都
道
府
県
等
】

産
学
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

産
学
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
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国
公
私
立
の
高
等
学
校
及
び
中
高
一
貫
教
育
校

○
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
：

3
拠
点
（
継
続
）

７
９
０
万
円
程
度
／
拠
点
・年

、
原
則
３
年

○
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
の
強
化
：
８
拠
点
（
継
続
）

５
０
０
万
円
程
度

/拠
点
・年

、
原
則
３
年

  
  
  
  
  
  
  
 ①
ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
型
（
海
外
留
学
等
を
重
点
的
に
実
施
）

 ②
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
型
（
留
学
生
受
入
等
を
重
点
的
に
実
施
）

○
個
別
最
適
な
学
習
環
境
の
構
築
：

1
拠
点
（
継
続
）

５
９
０
万
円
程
度
／
拠
点
・年

、
原
則
３
年

箇
所
数

単
価

期
間

管
理
機
関
（
都
道
府
県
・市

町
村
教
育
委
員
会
、

 国
公
立
大
学
法
人
、
学
校
法
人
）

等
委
託
先

○
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
に
必
要
な
経
費

（
海
外
研
修
旅
費
、
謝
金
、
借
損
料
、
国
際
会
議
経
費
等
）

〇
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
の
強
化
に
必
要
な
経
費

（
海
外
連
携
校
と
の
調
整
に
必
要
な
経
費
、
英
語
等
に
よ
る
授
業
の
実
施

に
必
要
な
経
費
等
）

○
個
別
最
適
な
学
習
環
境
の
構
築
に
必
要
な
経
費

（
連
携
交
渉
旅
費
、
謝
金
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
構
築
経
費
、
委
員
会
経
費
等
）

委
託

対
象
経
費

W
W

L
（
ワ
ー
ル
ド
・
ワ
イ
ド
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構
築
支
援
事
業

S
o
c
ie

ty
5

.0
を
リ
ー
ド
す
る
人
材
育
成
に
向
け
た
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

事
業
概
要

S
o
c
ie

ty
5

.0
を
リ
ー
ド
し
、
 S

D
G

s
の
達
成
を
牽
引
す
る
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
な
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
、
国
内
外
の
大

学
等
と
の
連
携
に
よ
り
文
理
横
断
的
な
知
を
結
集
し
、
社
会
課
題
の
解
決
に
向
け
た
探
究
的
な
学
び
を
通
じ
た
高
校
教
育
改
革
や
大
学
の
学
び
の
先
取
り

履
修
等
を
通
じ
た
高
大
接
続
改
革
を
推
進
す
る
。

◆
高
等
学
校
等
と
国
内
外
の
大
学
、
企
業
、
国
際
機
関
等
と
が
協
働
し
、
高
校
生
が
主
体
と

な
り
、
海
外
を
フ
ィ
ー
ル
ド
に
グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題
の
解
決
に
向
け
た
探
究
的
な
学
び

を
実
現
す
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発
。

◆
こ
れ
ま
で
訪
問
で
き
な
か
っ
た
国
の
高
校
生
や
大
学
生
等
と
の
オ
ン
ラ
イ
ン
海
外
フ
ィ
ー
ル
ド

ワ
ー
ク
な
ど
､世
界
規
模
で
生
じ
た
豊
か
な
オ
ン
ラ
イ
ン
環
境
を
駆
使
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開

発
。

◆
大
学
等
と
連
携
し
た
大
学
教
育
の
先
取
り
履
修
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
）
に
よ
り
、
高
度
か

つ
多
様
な
科
目
等
の
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
／
コ
ー
ス
を
開
発
。

◆
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で
限
定
的
と
な
っ
た
、
海
外
の
連
携
校
等
へ
の
短
期
・
長
期
留
学
、
海

外
研
修
や
、
海
外
の
連
携
校
等
か
ら
の
外
国
人
留
学
生
と
日
本
人
高
校
生
と
が
一
緒
に

履
修
す
る
英
語
等
に
よ
る
授
業
、
探
究
活
動
等
を
重
点
的
に
実
施
。

◆
学
習
を
希
望
す
る
高
校
生
へ
高
度
な
学
び
を
提
供
す
る
た
め
、
拠
点
校
間
及
び
関
係
機

関
と
の
連
携
の
上
、
個
別
最
適
な
学
習
環
境
を
構
築
。

◆
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
な
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
に
関
心
の
あ
る
高
校
が
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
探
究

成
果
を
共
有
す
る
た
め
の
ミ
ニ
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催
。

高
校
や
国
の
枠
を
超
え
て
、
高
校
生
に
高
度
な
学
び
を
提
供
す
る

A
L
（
ア
ド
バ
ン
ス
ト
・
ラ
ー

ニ
ン
グ
）
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
し
た
拠
点
校
を
全
国
に
５
０
校
程
度
配
置
し
、
Ｗ
Ｗ

L
（
ワ
ー

ル
ド
・
ワ
イ
ド
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構
築
へ
と
つ
な
げ
る
。

A
L
（
ア
ド
バ
ン
ス
ト
・ラ
ー
ニ
ン
グ
）

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
メ
ー
ジ
図

海
外
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
や
国
際
会
議
の

開
催
等
に
よ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
効
果

的
に
機
能
す
る
よ
う
国
内
外
の
連
携
機

関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成

高
等
学
校
と
連
携
機
関
を
つ

な
ぎ
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
研
究
開

発
す
る
人
材
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）
等
の
配
置

管
理
機
関

A
高
校

連
携
校

A
海
外

連
携
校

B
海
外

連
携
校

C
高
校

連
携
校

B
高
校

連
携
校

国
内

大
学

海
外

大
学 国
際

機
関

N
G

O
等

企
業

A
L
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

W
W

L
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

管
理
機
関

高
等
学
校

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発

拠
点
校

対
象

校
種

（
初
等
中
等
教
育
局
参
事
官
（
高
等
学
校
担
当
）
付
）

令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

1
億
円

（
前
年
度
予
算
額

2
億
円
）
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国
公
私
立
の
高
等
学
校
等

対
象

校
種

①
3
箇
所

約
4
0
0
万
円
（
継
続

2
、
新
規

1
）

②
5
箇
所

約
4
0
0
万
円
（
継
続

4
）
、
約

5
0
0
万
円
（
新
規

1
）

③
１
箇
所

約
1
,0

0
0
万
円

④
２
箇
所

約
2
,0

0
0
万
円
・
約

1
,4

0
0
万
円

箇
所
数

単
価
等

①
・②

国
公
私
立
の
高
等
学
校
等

③
・
④
民
間
企
業
等

委
託
先

①
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
等
に
必
要
な
経
費

②
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
等
に
必
要
な
経
費

③
各
種
調
査
に
必
要
な
経
費

④
点
検
調
査
や
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
等
に
必
要
な
経
費

委
託

対
象
経
費

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
確
保
・
多
様
性
へ
の
対
応
に
関
す
る

調
査
研
究

都
道
府
県
の
区
域
を
越
え
て
活
動
す
る
サ
テ
ラ
イ
ト

施
設
を
含
め
、
広
域
通
信
制
高
校
へ
の
所
轄
庁
に
よ

る
適
切
な
指
導
監
督
の
在
り
方
を
研
究
す
る
と
と
も

に
、
都
道
府
県
の
連
携
等
を
促
す
都
道
府
県
間
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
・運

営
す
る
。

ま
た
、
通
信
制
高
校
の
増
加
の
背
景
や
ニ
ー
ズ
の

現
状
把
握
を
踏
ま
え
た
生
徒
や
保
護
者
等
が
適
切

な
情
報
を
得
ら
れ
る
よ
う
な
情
報
発
信
を
行
う
。

高
等
学
校
に
お
い
て
は
、
不
登
校
経
験
な
ど
、
多
様
な
背
景
を
有
す
る
生
徒
が
在
籍
し
て
お
り
、
そ
の
背
景
に
応
じ
た
学
び
の
充
実
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
調
査
や
実
証
研
究
に
よ
り
、
高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
の
確
保
及
び
多
様
性
へ
の
対
応
の
充
実
を
図
る
。

不
登
校
経
験
な
ど
多
様
な
背
景
を
有
す
る
生

徒
が
進
学
す
る
選
択
肢
で
あ
る
定
時
制
・
通
信

制
高
校
に
お
い
て
、
社
会
的
自
立
に
必
要
な
資

質
・
能
力
が
身
に
付
け
ら
れ
る
よ
う
、
生
徒
の
状

況
に
応
じ
て
卒
業
後
の
進
路
を
見
据
え
た
支
援

を
行
う
と
と
も
に
、
個
別
最
適
な
学
び
と
協
働
的

な
学
び
の
一
体
的
な
充
実
を
通
じ
た
主
体
的
・

対
話
的
で
深
い
学
び
の
実
現
を
目
指
す
調
査

研
究
を
実
施
す
る
。

①
オ
ン
ラ
イ
ン
等
を
活
用
し
た
効
果
的
な

 学
習
の
在
り
方
に
関
す
る
調
査
研
究

全
日
制
・
定
時
制
高
校
に
お
い
て
、
不
登
校

傾
向
に
あ
る
生
徒
が
学
び
を
継
続
で
き
る
よ
う
、

オ
ン
ラ
イ
ン
等
も
活
用
し
た
、
柔
軟
で
質
の
高
い

学
び
を
提
供
す
る
際
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
学
習
支
援
・

評
価
の
工
夫
等
を
整
理
し
、
新
た
な
事
例
の
創

出
を
行
う
。

【
本
校
】

サ
テ
ラ
イ
ト
施
設

受
託
者

B
県

C
県

A
県

不
登
校
生
徒
等
の
学
び
充
実
支
援
策

③
多
様
な
生
徒
が
学
ぶ
高
等
学
校
の

 
 状
況
等
に
係
る
調
査

②
定
時
制
・
通
信
制
高
校
の
学
び
充
実

支
援
事
業

④
広
域
通
信
制
高
校
の
適
切
な
指
導
監
督

･
情
報
発
信
を
通
じ
た
質
保
証

（
初
等
中
等
教
育
局
参
事
官
（
高
等
学
校
担
当
）
付
）

令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

1
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1
億
円
）

多
様
な
背
景
を
有
す
る
生
徒
の
受
入
等
に
関

す
る
課
題
等
に
関
す
る
調
査
や
、
 
「
高
校
生
の
た

め
の
学
び
の
基
礎
診
断
」
の
活
用
に
係
る
調
査
研

究
を
実
施
す
る
。

キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン

義
務
教
育
段
階
の

学
習
内
容
の
学
び
直
し

ソ
ー
シ
ャ
ル
ス
キ
ル
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
学
習

充
実
し
た
添
削
指
導
・

面
接
指
導

日
本
語
指
導
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 ５．幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上 

 
                               令和 7 年度予算額（案）  2,153 百万円 

                                   (前年度予算額         2,251 百万円) 

[令和 6 年度補正予算額   4,045 百万円] 
 
１．要  旨 

幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上に向けて、自治体への支援、調査
研究、教育環境の整備等により、全ての子供に対して格差なく質の高い学びを
保障する。 

 
 
２．内  容 
（１）幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を支える自治体への支援 

◆幼児教育推進体制等を活用した幼保小の架け橋プログラム促進事業（新規） 

〔補助率１／２等〕 
530 百万円（新規） 

                                   〔補助事業者：都道府県、市区町村〕 
自治体における幼児教育センター等の幼児教育推進体制等を活用して、架け橋

期（５歳児から小学校１年生までの２年間）のカリキュラムの策定や架け橋期の

コーディネーターの育成・派遣を行うなど、全国規模で「幼保小の架け橋プログ

ラム」を推進し、幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を図る。 
 

（２）幼児教育の質の向上に関する調査研究等 
◆幼児教育の学び強化事業 

70 百万円（70 百万円） 
           〔委託事業者：都道府県、市区町村、大学、研究機関、幼児教育関係団体等〕 

幼児教育の更なる質的向上を目指し、幼保小の接続による不登校・いじめ対策、

幼児教育施設における教育課題、子育ての支援や家庭等との連携強化等の実態に

関する調査研究を実施する。 

 

◆大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の「職」の魅力向上・発信事業 

115 百万円（131 百万円） 
                         〔委託事業者：民間事業者等〕 

幼稚園教諭等の人材については、需要の高止まりに供給が追い付いていない。

そうした中で、より多くの人材が幼児教育の道を志すとともに、離職者が円滑に

復職できるよう、大学等を拠点とする「職」の魅力発信などの取組を行うほか、

継続的に働き続けられる職場環境の中で体系的に資質能力を向上させていける

よう、園務改善の実証事業を実施する。 

 
◆幼児教育に関する大規模縦断調査事業 

108 百万円（78 百万円） 
                         〔委託事業者：大学〕 

子供の成長に資する質の高い幼児教育を科学的に明らかにし、今後の幼児教育

の政策形成に資するエビデンスを得るため、幼児教育に関する大規模縦断調査を

実施する。本調査では、令和６年度における５歳児を対象に５年間の追跡調査を

行い、幼児教育が、子供の発達、小学校以降の学習や生活にどう影響を与えるか

について検証を行う。 
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◆幼児教育の理解・発展推進事業                       29 百万円（29 百万円） 
幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針に

基づく活動を着実に実施するため、都道府県において幼児教育に関する専門的な

研究協議等を行い、その成果を中央協議会において発表・共有する。また、具体

的な教育課程の編成や指導の在り方等に関する指導資料等を作成する。 

 

◆OECD ECEC Network 事業への参加                  19 百万円（16 百万円） 
OECD において実施されている「OECD 国際幼児教育・保育従事者調査」及び「質

の高い包括的な幼児教育・保育を目的とした政策への研究の転換」に関する調査

研究に参加し、質の高い幼児教育の提供に向けた施策展開のための重要な基礎情

報を得る。 

※ECEC : Early Childhood Education and Care 

 

（３）幼児教育の質を支える教育環境の整備 
◆教育支援体制整備事業費交付金〔補助率１／２等〕  

829 百万円（886 百万円） 

[1,731 百万円]  

〔補助事業者：都道府県〕 
幼児の学びに必要な遊具・運動用具等の整備、教職員の研修、園務の平準化な

ど、幼児教育の質の向上を支える環境整備を支援する。 

 

 
（参考）令和６年度補正予算 

・幼児教育の質の向上のための緊急環境整備       

 幼児の学びに必要な遊具、運動用具、保健衛生用品等の整備に係る経費を支

援。 

・幼稚園のＩＣＴ環境整備支援            

   教員等の業務負担を軽減し幼児と向き合う時間を確保するための ICT 環境

の整備に係る経費を支援。 

 
 

 

◆私立幼稚園施設整備費補助金 

〔補助率１／３（Is 値 0.3 未満の耐震補強・及び特別防犯対策は１／２）〕 

   453 百万円（456 百万円） 

[2,314 百万円] 
                                   〔補助事業者：私立幼稚園の設置者〕 

緊急の課題となっている国土強靭化の取組を推進する耐震対策、アスレチック

遊具や防音壁等の施設整備に要する経費を支援する。 

 

（参考）令和６年度補正予算 

地震による倒壊等の危険性が高い施設の耐震補強・改築、非構造部材の耐震対

策、特別防犯対策、省エネルギーの推進に向けたエコ改修、預かり保育や学級編

制基準の見直しに必要な園舎の整備等に要する経費を支援する。 
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担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

22
億
円

（
前
年
度
予
算
額

23
億
円
）

IC
T環
境
整
備
や
施
設
の
耐
震
化
等
、幼

児
教
育
の
質
を
支
え
る
教
育
環
境
整
備
を支

援
す
る
。

➀
 教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
費
交
付
金

 
8億

円
 （

 9
億
円
）
［
令
和

6年
度
補
正
予
算
額

17
億
円
］

➁
 私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助
金

 
 

 
 

5億
円

 （
5億

円
）
［
令
和

6年
度
補
正
予
算
額

23
億
円
］

   
   

   
   

   
   

   
   

   

○
 幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
に
向
け
て
、自
治
体
へ
の
支
援
、調
査
研
究
、教
育
環
境
の
整
備
等
に
よ
り、
全
て
の
子
供
に
対
し
て

 格
差
な
く質
の
高
い
学
び
を
保
障
す
る
。

➀
幼
児
教
育
の
学
び
強
化
事
業

 (
新
た
に
幼
保
小
接
続
に
よ
る
不
登
校
・い
じ
め
対
策
等
に
関
す
る
調
査
研
究
も
実
施
予
定

) 
0.

7億
円
（

0.
7億

円
）

➁
大
学
等
を
通
じ
た
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
に
よ
る
幼
児
教
育
の
「職
」の
魅
力
向
上
・発
信
事
業

   
 

 
  

1.
2億

円
（

1.
3億

円
）

③
幼
児
教
育
に
関
す
る
大
規
模
縦
断
調
査
事
業

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
 

 1
.1
億
円
（

0.
8億

円
）

④
幼
児
教
育
の
理
解
・発
展
推
進
事
業

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

   
   

  
 0

.3
億
円
（

0.
3億

円
）
等

幼
児
教
育
推
進
体
制
等
を
活
用
した
幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
促
進
事
業

   
  

 
 5

.3
億
円
（
新
規
）

自
治
体
に
お
け
る
幼
児
教
育
セ
ン
タ
ー
等
の
幼
児
教
育
推
進
体
制
等
を
活
用
して
、架
け
橋
期
（
５
歳
児
か
ら
小
学
校
１
年
生
ま
で
の

2年
間
）
の

カ
リキ
ュラ
ム
の
策
定
や
架
け
橋
期
の
コー
デ
ィネ
ー
タ
ー
の
育
成
・派
遣
を行

うな
ど、
全
国
規
模
で
「幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
」を
推
進
し
、

幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
を
図
る
。

1
幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
を
支
え
る
自
治
体
へ
の
支
援

5.
3億

円
（
新
規
）

幼
児
期
の
学
び
を
深
め
て
い
くた
め
の
調
査
研
究
や
、幼
児
教
育
の
「職
」の
魅
力
向
上
・発
信
の
た
め
の
実
証
・モ
デ
ル
事
業
、幼

児
教
育
が
子
供
の
発
達

や
小
学
校
以
降
の
学
習
や
生
活
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
検
証
す
る
た
め
の
大
規
模
な
追
跡
調
査
等
を
実
施
し、
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
を図

る
。

2
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
に
関
す
る
調
査
研
究
等

 
3.

4億
円
（

5.
6億

円
）

3
幼
児
教
育
の
質
を
支
え
る
教
育
環
境
の
整
備

   
 

 
13
億
円
（

13
億
円
）

※
四
捨
五
入
の
影
響
に
より
、計

が
一
致
しな
い
場
合
が
あ
る
。

令
和

6年
度
補
正
予
算
額

 
 4

0億
円
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幼
児
教
育
推
進
体
制
等
を
活
用
し
た

幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
促
進
事
業

・
幼
児
教
育
は
生
涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う重

要
な
も
の
で
あ
り、
家
庭
や
地
域

の
状
況
に
関
わ
らず
、全

て
の
子
供
が
格
差
な
く質
の
高
い
学
び
を
享
受
で
き
、そ
の
後
の
学
び
へ

と接
続
で
きる
よう
、幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
充
実
を
図
る
こと
が
重
要
で
あ
る
。

・
国
に
お
い
て
は
、こ
の
趣
旨
を
実
現
す
る
た
め
、モ
デ
ル
地
域
に
お
け
る
「幼
保
小
の
架
け
橋
プ

ロ
グ
ラ
ム
」の
実
践
・成
果
検
証
を
行
った
とこ
ろ
、小

学
校
入
学
当
初
の
教
師
の
指
導
方
法
が

変
わ
り、
子
供
の
主
体
的
な
姿
が
よ
り見

ら
れ
る
よ
うに
な
って
き
て
い
る
な
どの
成
果
が
上
が
っ

て
い
る
。

・
一
方
で
、全

国
的
に
み
る
と幼

保
小
の
接
続
に
関
す
る
取
組
は
未
だ
不
十
分
で
あ
り、
設
置

者
や
施
設
類
型
を問

わ
ず
、各

地
域
に
お
い
て
幼
保
小
の
関
係
者
が
連
携
・協
働
し
子
供
の
発

達
や
学
び
の
連
続
性
を
確
保
し
た
カ
リキ
ュラ
ム
の
実
施
や
教
育
方
法
の
改
善
な
どが
必
要
で

あ
る
。

現
状
・課
題

グ
ラフ
等
デ
ー
タ

幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
を
図
る
た
め
、自

治
体
に
お
け
る
幼
児
教

育
セ
ン
タ
ー
等
の
幼
児
教
育
推
進
体
制
等
を
活
用
した
、架

け
橋
期
の
コ
ー
デ
ィネ
ー
タ
ー
等

の
育
成
・派
遣
を
推
進
す
る
こと
等
に
より
、５
歳
児
か
ら
小
学
校
１
年
生
ま
で
の
架
け
橋
期
の

カ
リキ
ュラ
ム
の
策
定
･実
施
・改
善
を
行
うた
め
の
体
制
を構

築
し、
全
国
規
模
で
「幼
保
小
の

架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
更
な
る
促
進
を図

る
。

事
業
内
容

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

５
億
円

（
新
規
）

補
助
対
象

経
費

幼
児
教
育
アド
バ
イザ
ー
や
架
け
橋
期
の
コー
デ
ィネ
ー
タ等

の
派
遣
・育
成
に
必
要
な
経
費

架
け
橋
期
の
カリ
キ
ュラ
ム
開
発
会
議
等
の
開
催
に
必
要
な
経
費

実
践
研
究
、巡

回
訪
問
、公

開
保
育
・研
修
等
の
実
施
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、会

議
費
、諸

謝
金
、旅

費
、委

託
費
等
）

実
施
主
体

都
道
府
県

市
区
町
村

補
助
率

架
け
橋
期
の
カリ
キ
ュラ
ム
の
実
施
、人

材
育
成
：

1/
2

幼
児
教
育
アド
バ
イザ
ー
活
動
※
：

1/
3

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課
）

教
育
委
員
会

幼
児
教
育
セ
ン
タ
ー

福
祉
・保
健
等

担
当
部
局

小
学
校
等

保
育
所

認
定
こど
も
園

◆
架
け
橋
期
の
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
派
遣

◆
架
け
橋
期
の
カリ
キ
ュラ
ム
策
定
・実
施
・改
善

◆
カリ
キ
ュラ
ム
の
実
践
研
究
、普

及
・啓
発
活
動

◆
幼
児
教
育
に
関
す
る
指
導
･助
言

◆
障
害
の
あ
る
幼
児
･外
国
人
幼
児
受
け
入
れ
等
の
課
題
を持

つ
園
へ
の
支
援

◆
研
修
の
実
施

◆
研
修
教
材
の
作
成

「幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
促
進

架
け
橋
期
の
カ
リキ
ュラ
ム
の
実
施

幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
活
動

人
材
育
成

連
携

幼
稚
園

※
「幼
児
教
育
推
進
体
制
を活

用
した
地
域
の
幼
児
教
育
の
質
向
上
強
化
事
業
」の
実
施
実
績
が
２
年
以
下
の
自
治
体
が
対
象
。

37



幼
児
教
育
の
学
び
強
化
事
業

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
7億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
7億

円
）

委
託
先

①
②

研
究
機
関
、大

学
、都

道
府
県
、市

区
町
村
、幼

児
教
育
関
係
団
体
等

③
都
道
府
県
、市

区
町
村

背
景
・課
題

事
業
内
容

幼
児
期
の
教
育
は
、生

涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う重

要
な
も
の
で
あ
る
。幼

児
教
育
施
設
の
有
す
る
機
能
を
家
庭
や
地
域
に
提
供
す
る
こと
に
より
、

未
就
園
児
も
含
め
、幼

児
期
に
ふ
さわ
しい
学
び
を
深
め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。そ
して
、幼

児
教
育
施
設
入
園
後
に
は
、幼

児
教
育
が
直
面
して
い
る
課
題

解
決
を
図
る
こと
に
より
、幼

児
が
園
で
の
活
動
を
通
して
、学

び
を深

め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。

委
託
対
象

経
費

調
査
研
究
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、委

員
旅
費
、謝

金
等
）

箇
所
数
、

単
価

①
 ５
箇
所

27
0万

円
／
箇
所

②
 ２
箇
所

90
0万

円
／
箇
所

③
 ５
箇
所

70
0万

円
／
箇
所

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

①
 教
育
課
題
に
関
す
る
調
査
研
究

幼
児
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
、幼

児
教
育
施
設
が
直
面
して
い
る
様
々
な
教
育
課
題
に
つ
い
て
調
査
研
究
を行

う。
（
研
究
の
視
点
の
例
）

 ・
 幼
児
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
質
に
関
す
る
評
価
の
在
り方

・ 
障
害
の
あ
る
幼
児
や
外
国
人
幼
児
な
どに
対
す
る
支
援
の
在
り方

・ 
幼
児
教
育
施
設
の
管
理
職
や
幼
児
教
育
アド
バ
イザ
ー
を対

象
とし
た
研
修
の
在
り方

・ 
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
拠
点
とし
て
の
国
公
立
幼
稚
園
の
役
割

等

②
 子
育
て
の
支
援
や
家
庭
等
との
連
携
強
化
に
関
す
る
調
査
研
究

未
就
園
児
も
含
め
、幼
児
教
育
施
設
の
機
能
を
家
庭
や
地
域
に
提
供
し
て
幼
児
の
学
び
を
深
め
て
い
くこ
とや
、遊
び
を
通
し
た
総
合
的
な
指
導
を
行
う幼

児
教
育
の
重
要
性
等
に

つ
い
て
家
庭
や
地
域
と認

識
を
共
有
し
て
意
識
を
高
め
る
こと
な
ど、
子
育
て
の
支
援
や
家
庭
等
との
連
携
強
化
に
つ
い
て
調
査
研
究
を行

う。
（
研
究
の
視
点
の
例
）

 ・
 幼
稚
園
が
０
～
２
歳
の
未
就
園
児
を受

け
入
れ
て
行
うふ
さわ
しい
活
動
の
在
り方

・ 
幼
児
教
育
施
設
の
機
能
を生

か
した
子
育
て
の
支
援
の
在
り方

・ 
IC

T機
器
を活

用
した
子
供
の
学
び
の
見
え
る
化

 
等

③
 幼
保
小
接
続
に
よ
る
不
登
校
・い
じめ
対
策
等
に
関
す
る
調
査
研
究

幼
児
教
育
施
設
に
お
け
る
幼
児
教
育
か
ら
小
学
校
教
育
の
円
滑
な
接
続
に
よ
る
不
登
校
・い
じ
め
対
策
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を行

う。
（
研
究
の
視
点
の
例
）

・小
学
校
低
学
年
の
不
登
校
・い
じめ
対
策
等
に
資
す
る
幼
保
小
連
携
・接
続
の
在
り方

等

対
象
校
種

幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園

事
業
開
始

年
度

令
和

4年
度
～
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0

大
学
等
を
通
じ
た
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
に
よ
る

幼
児
教
育
の
「職
」の
魅
力
向
上
・発
信
事
業

○
幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
の
根
幹
を
成
す
幼
稚
園
教
諭
等
の

人
材
に
つ
い
て
は
、養

成
校
生
の
多
くが
他
業
種
へ
就
職
す
る
、平

均
勤
続
年
数
が
少
な
い
、

離
職
者
の
再
就
職
が
少
な
い
な
ど、
人
材
の
需
要
の
高
止
ま
りに
供
給
が
追
い
付
い
て
い
な
い
。

○
よ
り多

くの
人
材
が
幼
児
教
育
の
道
を
志
し、
継
続
的
に
働
き
続
け
られ
る
職
場
環
境
の
中
で

体
系
的
に
資
質
能
力
を
向
上
させ
て
い
け
る
よ
う、
ま
た
、幼

稚
園
教
諭
免
許
状
保
有
者
が
円

滑
に
復
職
で
きる
よう
、総
合
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
の
取
組
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

背
景
・課
題

①
「職
」の
魅
力
向
上
の
た
め
の
園
務
改
善
実
証
事
業

教
育
活
動
に
集
中
で
きる
職
場
環
境
整
備
に
向
け
て
、⺠
間
事
業
者
等
の
専
⾨
的
な
知
⾒
を
得
つ
つ
、

幼
稚
園
教
諭
等
が
日
々
行
う業

務
を
効
率
化
す
る
実
証
事
業
を
実
施
し
、負

担
軽
減
効
果
の
見
え
る

化
を
図
る
とと
も
に
、業

務
改
善
を
志
向
す
る
園
に
対
して
ア
プ
ロー
チ
の
参
考
とな
る
資
料
を
取
りま
とめ
る
。

②
大
学
等
を
拠
点
とす
る
「職
」の
魅
力
発
信
モ
デ
ル
事
業

地
域
の
幼
児
教
育
人
材
の
育
成
を
担
う大
学
等
が
拠
点
とな
り、
地
域
イ
ベ
ン
ト
等
を
通
じ
て
、自

治
体
や
域
内
の
幼
稚
園
、団

体
等
と連

携
協
働
し
つ
つ
、地

域
に
お
け
る
人
材
輩
出
の
ネ
ット
ワ
ー
ク
を
形

成
し
、入

学
前
か
らの
現
場
の
魅
力
発
信
、学

生
の
キ
ャリ
ア観

形
成
支
援
、現

職
教
諭
の
職
場
定
着
や

離
職
者
の
円
滑
な
復
職
支
援
等
の
総
合
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
を
行
う。
これ
まで
の
事
業
の
課
題
や

成
果
も
踏
ま
え
つ
つ
、地
域
の
未
来
を
担
う幼

児
教
育
人
材
の
確
保
・定
着
を
推
進
す
る
。

事
業
内
容

事
業
規
模

民
間
事
業
者
等

大
学
等

3,
00

0万
円

１
団
体

1,
30

0万
円

５
団
体

1,
90

0万
円

１
団
体
（
免
許
法
認
定
講
習
事
例
に
関
す
る
調
査
及
び
普
及
・啓
発
）

中
高
生

幼
児
教
育
の
現
場
の
魅
力
発
信

職
業
イ
メ
ー
ジ
の
形
成

養
成
校
生

保
育
者
とし
て
の
キ
ャリ
ア
観

の
形
成
支
援

園
との
マ
ッチ
ン
グ
支
援

現
職
教
諭
・離
職
者
等

現
職
教
諭
の
キ
ャリ
ア
形
成

免
許
法
認
定
講
習

円
滑
な
復
職
に
向
け
た
支
援

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

1.
2億

円
（
前
年
度
予
算
額

1.
3億

円
）

有
効
求
人
倍
率
の
推
移
（
年
平
均
）

H
29

R
5

全
職
種

1.
35

1.
19

幼
稚
園
教
諭

1.
66

2.
49

保
育
士

2.
47

2.
67

R
4年

度
幼
稚
園
教
諭

離
職
者
の
年
齢

30
歳

未
満

58
%

他

（
１
団
体
が
園
務
改
善
の
調
査
研
究
及
び

５
大
学
等
の
事
業
を総

括
す
る
こと
を想

定
）

人
材
確
保
・定
着

「職
」の
魅
力
向
上
・発
信

幼
稚
園
等

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

園
務
改
善
に
係
る
効
果
実
証

負
担
軽
減
効
果
の
見
え
る
化

自
治
体

域
内
の
他
大
学

幼
稚
園
団
体

拠
点

幼
稚

園
等

28
%

そ
れ
以
外

R
5年

度
幼
稚
園
教
諭

免
許
取
得
学
生
の
就
職
先

※
就
職
人
数
／
免
許
取
得
件
数

  
幼
稚
園
教
諭
等
の
勤
務
環
境

に
係
る
調
査
、教

員
の
負
担
軽
減

とな
る
好
事
例
集
を
展
開

R5
調
査
結
果
も
踏
ま
え
、園
の

課
題
に
応
じ
た
業
務
改
善
に
係

る
効
果
実
証
事
業
を開

始

実
証
事
業
を踏

まえ
、各
施
設

が
業
務
改
善
に
取
り組
む
た
め

の
参
考
とな
る
資
料
を作

成

令
和

5年
度

令
和

6年
度
～

令
和

7年
度

好
循
環

地
域
との
連
携
・協
働

事
業
開
始
年
度

令
和
５
年
度
～

委
託
先
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R８
～

10
年
度
本
調
査

(小
学
校
２
年
生
～
４
年
生

)の
実
施

（
１
）
実
施
対
象
令
和
６
年
度
に
お
け
る
５
歳
児
を
対
象
に
し
た
５
年
間
の
追
跡
調
査

※
地
域
区
分
や
人
口
規
模
等
を
踏
ま
え
て
、全

国
８
ブ
ロッ
クか
ら大

規
模
・中
規
模
・小
規
模
自
治
体
合
わ
せ
て
７
５
市
町
村
か
ら

   
調
査
対
象
者
を無

作
為
抽
出

（
２
）
調
査
方
法
・調
査
対
象

以
下
の
調
査
対
象
者
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を実

施
①
調
査
開
始
（

R６
年
度
）
時
点
で
、就

学
前
教
育
・保
育
施
設
（
施
設
種
、公

立
・私
立
、認

可
・無
認
可
は
問
わ
な
い
）
に
通
う５

歳
児
の
子
供
を
も
つ
保
護
者

②
上
記
①
の

5歳
児
の
子
供
が
通
う施
設
の
園
長
・担
任
保
育
者
（
幼
稚
園
教
諭
、保

育
教
諭
、保

育
士
等
）
※
本
調
査
１
年
目
（

R６
年
度
調
査
）
の
み

③
上
記
①
の

5歳
児
が
就
学
した
小
学
校
の
校
長
・担
任
教
師

※
本
調
査
２
年
目
（

R７
年
度
調
査
）
～

（
３
）
調
査
内
容

 ①
保
護
者
：
生
活
ス
キ
ル
、認

知
能
力
、非

認
知
能
力
、家

庭
で
の
養
育
環
境

 等
②
園
長
・保
育
者
：
保
育
者
の
人
数
、園

の
取
組
、労

働
環
境
、保

育
者
の
実
践

 等
※
本
調
査
１
年
目
（

R６
年
度
調
査
）
の
み

③
小
学
校
の
校
長
・担
任
教
師
：
幼
保
小
接
続
の
取
組
、学

級
風
土

 等
※
本
調
査
２
年
目
（

R７
年
度
調
査
）
～

※
な
お
、調

査
の
実
施
に
当
た
って
は
、委

託
先
に
お
い
て
、幼

児
教
育
や
発
達
心
理
学
に
加
え
、経

済
学
、脳

科
学
、教

育
政
策
等
の
様
々
な
分
野
か
らの
研
究
者
で

 ネ
ット
ワ
ー
クを
構
築
し、
多
様
な
視
点
か
ら分

析
等
を
行
う。

R
７
年
度
本
調
査

(小
学
校
１
年
生

)の
実
施

R６
年
度
本
調
査

(5
歳
児

)の
実
施

幼
児
教
育
に
関
す
る
大
規
模
縦
断
調
査
事
業

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

1.
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
8億

円
）

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

背
景
・課
題

○
幼
児
教
育
の
分
野
に
お
い
て
は
、長

年
に
わ
た
り、
より
良
い
教
育
を
目
指
した
実
践
等
が
積
み
重
ね
られ
て
き
た
が
、今

後
は
調
査
・研
究
か
ら得

られ
た
実
証
デ
ー
タの
分

析
に
よる
エ
ビデ
ンス
に
も
基
づ
きな

が
ら、
政
策
形
成
に
取
り組

む
こと
が
重
要
。ま
た
、諸

外
国
で
は
、幼

児
教
育
の
効
果
を
示
した
長
期
追
跡
調
査
の
研
究
成
果
は
あ
る

が
、各

国
の
教
育
制
度
や
文
化
等
も
異
な
る
こと
か
ら、
日
本
に
お
い
て
も
、大

規
模
な
追
跡
調
査
を
実
施
す
る
こと
が
必
要
。

○
本
調
査
で
は
、子

供
の
成
長
に
資
す
る
質
の
高
い
幼
児
教
育
を
科
学
的
に
明
ら
か
に
し
、今

後
の
幼
児
教
育
の
政
策
形
成
（
幼
稚
園
教
育
要
領
の
改
訂
や
指
導
資

料
の
充
実
等
）
に
資
す
る
エ
ビデ
ンス
を得

る
た
め
、令

和
６
年
度
に
お
け
る
５
歳
児
を
対
象
に
５
年
間
の
追
跡
調
査
を
行
い
、幼

児
教
育
が
、子

供
の
発
達
、小

学
校

以
降
の
学
習
や
生
活
に
どう
影
響
を
与
え
る
か
に
つ
い
て
検
証
を行

う。

調
査
の
概
要

R5
年
度
先
行

調
査
の
実
施

ス
ケ
ジ
ュー
ル
（
事
業
実
施
期
間
）

委
託
先
・箇
所
数

単
価

対
象
経
費

・大
学
１
箇
所
（
継
続
の
み
）

・約
8,

90
0万

円
・調
査
実
施
に
必
要
な
経
費
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幼
児
教
育
の
理
解
・発
展
推
進
事
業

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
3億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
3億

円
）

背
景
・課
題

幼
稚
園
教
育
要
領
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園
教
育
・保
育
要
領
、保

育
所
保
育
指
針
の
整
合
性
が
図
られ
て
お
り、
これ
らの
正
しい
理
解
の
下
、幼
児

教
育
施
設
が
一
体
とな
って
、幼
児
に
対
して
適
切
な
指
導
が
行
わ
れ
る
こと
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

幼
児
教
育
施
設
を
取
り巻

く現
状
を踏

まえ
、研

究
協
議
会
の
開
催
や
指
導
資
料
等
の
作
成
を行

い
、先
進
的
な
実
践
や
幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム

等
の
理
解
を
深
め
る
。

事
業
内
容

幼
児
教
育
の
理
解
・発
展
推
進
事
業

各
都
道
府
県
に
お
い
て
、設

置
者
（
国
公
私
）
や
施
設
類

型
（
幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
）
を
問
わ
ず
、自

治
体
の
幼
児
教
育
担
当
者
や
幼
稚
園
教
諭
、保

育
士
、保

育
教

諭
等
を
対
象
とし
て
、幼

保
小
の
架
け
橋
プ
ログ
ラム
な
ど、
幼
児

教
育
に
関
す
る
専
門
的
な
研
究
協
議
等
を
行
う都

道
府
県
協

議
会
を
開
催
す
る
。ま
た
、都

道
府
県
協
議
会
に
お
け
る
成
果

を
中
央
協
議
会
に
お
い
て
発
表
・共
有
す
る
こと
で
、さ
らな
る
幼

児
教
育
の
振
興
・充
実
を
図
る
。（

2年
ご
とに
時
期
に
応
じた
新
た
な
協
議
主
題
を
設

定
。令

和
６
、７

年
度
の
協
議
主
題
は
「幼
児
教
育
と小

学
校
教
育
の
円
滑
な
接
続
の
推
進
」と
す
る
。）

幼
児
教
育
実
施
の
た
め
の
指
導
資
料
の
作
成

幼
稚
園
教
育
要
領
等
に
基
づ
く活
動
を
着
実
に
実
施
す
る
た
め
、そ
の
内
容
を
踏
ま
え
た
具
体
的
な
教
育
課
程
の
編
成
や
指
導
の
在
り方

等
に
関
す
る
指

導
資
料
等
を
作
成
す
る
。

中
央
協
議
会
（
文
部
科
学
省
）

（
都
道
府
県
協
議
会
の
成
果
の
発
表
、先

進
事
例
の
発
表
等
）

都
道
府
県
協
議
会
（
教
育
委
員
会
）

１
．
幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
を
対
象
とし
た
幼
稚
園
教
育
要
領
等
に
関
す
る
こと

２
．
幼
保
小
の
架
け
橋
プロ
グ
ラム
に
関
す
る
こと

等

協
議
主
題
の
提
示
、

中
央
協
議
会
へ
の
参
加
依
頼

等
協
議
の
成
果
報
告
、

中
央
協
議
会
へ
の
参
加

等

国
公
私
立
幼
稚
園
、保

育
所
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園
、小

学
校
の
教
職
員
の
参
加

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

対
象
校
種

幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
、小

学
校

箇
所
数
、

単
価

４
７
箇
所

５
０
万
円
／
箇
所

支
出
先

都
道
府
県

※
幼
児
教
育
実
施
の
た
め
の
指
導
資
料
の
作
成
は
本
省
執
行

対
象
経
費

都
道
府
県
協
議
会
に
必
要
な
経
費

（
諸
謝
金
、委

員
等
旅
費
、教

職
員
研
修
費
）

事
業
開
始
年
度

平
成
１
２
年
度
～
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O
EC

D
 E

CE
C 

N
et

w
or

k事
業
へ
の
参
加

○
質
の
高
い
幼
児
期
の
教
育
の
提
供
を
基
本
理
念
とす
る
「子
ども
・子
育
て
支
援
新
制
度
」の
開
始
、幼

児
教
育
・保
育
の
無
償
化
の
実
施
に
加
え
て
、令

和
２
年

9
月
の

G
20
教
育
大
臣
会
合
に
お
い
て
質
の
高
い
幼
児
教
育
へ
の
ア
クセ
ス
の
重
要
性
が
宣
言
され
る
な
ど、
国
内
外
で
幼
児
教
育
の
質
に
対
す
る
関
心
が
高
ま
って
い

る
とこ
ろ
。

○
この
た
め
、O

EC
D
が
実
施
す
る
国
際
幼
児
教
育
・保
育
従
事
者
調
査
等
に
参
加
し、
質
の
高
い
幼
児
教
育
を
提
供
す
る
た
め
の
基
礎
デ
ー
タ
の
整
備
に
貢
献
す
る
と

とも
に
、こ
れ
らの
事
業
へ
の
参
加
に
よ
り、
国
際
比
較
可
能
な
幼
児
教
育
・保
育
施
設
の
活
動
実
態
に
関
す
る
デ
ー
タ
や
、各

国
の
好
事
例
な
ど、
質
の
高
い
幼
児
教

育
の
提
供
に
向
け
た
施
策
展
開
の
た
め
の
重
要
な
基
礎
情
報
を得

る
こと
とす
る
。

背
景
・課
題

下
記
の
事
業
に
参
画
し、
幼
児
教
育
の
質
向
上
の
た
め
の
施
策
立
案
に
活
か
す
。

事
業
内
容

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

0.
2億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
2億

円
）

「O
EC

D
国
際
幼
児
教
育
・保
育
従
事
者
調
査
」

(S
ta

rt
in

g 
St

ro
ng

 T
ea

ch
in

g 
an

d 
Le

ar
ni

ng
 In

te
rn

at
io

na
l S

ur
ve

y（
TA

LI
S

St
ar

tin
g

St
ro

ng
）
）

※
拠
出
金
に
つ
い
て
は
、文

部
科
学
省
、こ
ども
家
庭
庁
で
按
分
して
負
担
。

※
国
内
に
お
け
る
調
査
実
施
の
事
務
的
経
費
は
国
立
教
育
政
策
研
究
所
で
負
担
。

○
「O

EC
D
国
際
幼
児
教
育
・保
育
従
事
者
調
査
」（

20
18
年
）

勤
務
環
境
や
研
修
な
どの
保
育
者
の
資
質
・能
力
の
向
上
に
関
す
る
状
況
等

を
調
査
。

○
「デ
ジ
タ
ル
世
界
に
お
け
る
幼
児
教
育
・保
育
」（

20
21
～

20
23
年
）

デ
ジ
タル
テ
クノ
ロジ
ー
の
普
及
に
よ
って
も
た
らさ
れ
る
社
会
的
・経
済
的
変
化

に
対
応
して
、幼

児
教
育
・保
育
が
子
供
た
ち
の
学
び
や
発
達
等
を
効
果
的
に
支

援
して
い
くた
め
の
方
策
等
を
調
査
。

過
去
の
参
加
実
績

勤
務
環
境
や
研
修
な
どの
保
育
者
の
資
質
・能
力
の
向
上
に
関
す
る
状
況
等
に
関
す
る
第
２
期
サ
イ
ク
ル
が

20
21
年
か
ら
開
始
。

第
１
期
調
査

(2
01

8年
)で
は
、日

本
の
保
育
者
の
研
修
等
に
よ
る
専
門
性
向
上
へ
の
意
識
の
高
さ
な
どが
明
らか
に
な
った
一
方
、保

育
者
の
処
遇
や
社
会
的
評
価
、

保
育
者
の
不
足
等
に
つ
い
て
の
課
題
も
あ
り、
調
査
結
果
を
参
考
に
施
策
立
案
に
活
用
。

「質
の
高
い
包
括
的
な
幼
児
教
育
・保
育
を
目
的
とし
た
政
策
へ
の
研
究
の
転
換
」

（
Tr

an
sl

at
in

g 
Re

se
ar

ch
 in

to
 P

ol
ic

ie
s 

fo
r 

Q
ua

lit
y 

an
d 

In
cl

us
iv

e 
Ea

rly
 c

hi
ld

ho
od

 e
du

ca
tio

n 
an

d 
ca

re
）

「幼
児
教
育
・保
育
を
通
じ
た
よ
り平

等
な
機
会
と包

括
性
の
確
保
」に
向
け
て
、子

供
の
発
達
、学

習
、福

祉
に
関
す
る
最
新
の
研
究
を
基
に
、幼

児
教
育
･保
育
に
関

す
る
政
策
の
改
善
、新

しい
政
策
の
導
入
条
件
等
を調

査
。2

02
3年

か
ら

20
24
年
に
か
け
て
調
査
、2

02
5年

公
表
予
定
。 担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課
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教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
費
交
付
金

○
 子
育
て
支
援
の
更
な
る
充
実
と幼

児
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、認

定
こど
も
園
の
設
置
を
支
援
す
る
とと
も
に
、預

か
り保

育
や

こど
も
誰
で
も
通
園
制
度
の
実
施
も
踏
ま
え
た
幼
児
の
学
び
に
必
要
な
環
境
整
備
、保

育
D

Xを
推
進
し教

員
が
幼
児
と向

き
合
う時

間
を

確
保
す
る
た
め
の

IC
T環
境
整
備
等
を
支
援
す
る
。

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

８
億
円

（
前
年
度
予
算
額

９
億
円
）

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

 1
7億

円
 ※

 

都
道
府
県

  幼
稚
園
、幼

稚
園
型
認
定
こど
も
園
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園

幼
稚
園
、認

定
こど
も
園
、保

育
所

   
 幼
稚
園

幼
稚
園
、幼

稚
園
型
認
定
こど
も
園
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園

１

国
１

/２
等

園
務
平
準
化
の
た
め
の
業
務
体
制
へ
の
支
援

IC
T環
境
整
備
の
支
援

※
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
研
修
支
援

教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、教

職
員
を
対
象
とし
た

研
修
を
支
援

幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
緊
急
環
境
整
備

※

（
1）

安
心
・安
全
の
た
め
の
園
務
平
準
化
に
必
要
な
経
費
を
支
援

（
2）

認
定
こど
も
園
等
へ
移
行
す
る
た
め
の
準
備
経
費
を
支
援

現
状
・課
題
・事
業
内
容

２ ３ ４

１ ２ ３ ４

  物
品
購
入
費
等

研
修
参
加
費
等

   
 事
務
職
員
雇
用
費
等

端
末
購
入
費
等

3 4
2幼
児
の
学
び
に
必
要
な
遊
具
、運

動
用
具
、

保
健
衛
生
用
品
等
の
整
備
を
支
援

教
員
等
の
業
務
負
担
を
軽
減
し幼

児
と向

き
合
う時

間
を

確
保
す
る
た
め
の

IC
T環

境
の
整
備
を
支
援

平
成

27
年
度
～

補
助
割
合

対
象

校
種

主
な

対
象
経
費

実
施

主
体

事
業
開
始
年
度

※
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
緊
急
環
境
整
備
の
一
部
及
び

IC
T環

境
整
備
の
支
援
に
つ
い
て
は
令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
計
上

1
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４
ア
ス
ベ
ス
ト
等
対
策

・・
・
吹
き
付
け
ア
ス
ベ
ス
トの
除
去
等

５
屋
外
教
育
環
境
整
備

・・
・
ア
ス
レ
チ
ック
遊
具
、屋

外
ス
テ
ー
ジ
、防

音
壁
等
の
整
備

私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助
金

○
 緊
急
の
課
題
とな
って
い
る
国
土
強
靱
化
の
取
組
を
推
進
す
る
園
舎
や
外
壁
等
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、子

ども
の
命
を
守
る
防
犯
対
策
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
に
向
け
た
エ
コ改

修
、バ
リア
フリ
ー
化
等
の
施
設
整
備
に
要
す
る
経
費
を支

援
す
る
。

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

5億
円

（
前
年
度
予
算
額

5億
円
）

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

令
和

6年
度
補
正
予
算
額

23
億
円

 ※

私
立
の
幼
稚
園

対
象

校
種

国
１

/３
、事

業
者
２

/３
 

※
地
震
に
よる
倒
壊
等
の
危
険
性
が
高
い
施
設
の
耐
震
補
強

   
特
別
防
犯
対
策

国
１

/２
、事

業
者
１

/２

補
助

割
合

工
事
費
、実

施
設
計
費
、耐

震
診
断
費

等
対
象

経
費

１
耐
震
補
強

・・
・
耐
震
補
強
、非

構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、耐

震
診
断
、防

災
機
能
強
化

２
a
防
犯
対
策

・・
・
門
・フ
ェン
ス
・防
犯
監
視
シ
ス
テ
ム
等
の
設
置

８
バ
リア
フリ
ー
化

・・
・
ス
ロー
プ
の
設
置
、ト
イレ
の
バ
リア
フリ
ー
化
等
の
整
備

３
新
築
・増
築
・改
築

・・
・
新
築
、増

築
、耐

震
改
築
、そ
の
他
の
危
険
建
物
の
改
築
（
改
築
は
仮
設
園
舎
の
整
備
を含

む
）

６
エ
コ
改
修

・・
・
太
陽
光
発
電
、省

エネ
型
設
備
等
の
設
置
・改
修

７
内
部
改
修

・・
・
預
か
り保

育
、学

級
編
制
基
準
見
直
し（

1学
級

35
人
→

30
人
）
、衛

生
環
境
改
善
の
た
め
の
園
舎
の
整
備

 （
間
仕
切
り設

置
、空

調
整
備
等
）

２
b
特
別
防
犯
対
策

・・
・
防
犯
カメ
ラ・
オ
ー
トロ
ック
シ
ス
テ
ム
・非
常
通
報
装
置
等
を
含
め
た
防
犯
対
策
整
備

（
R5

-R
7：

補
助
率
の
嵩
上
げ

1/
3→

1/
2に
よる
促
進
）

現
状
・課
題
・事
業
内
容

事
業
者
（
学
校
設
置
者
）

昭
和

42
年
度
～

実
施

主
体

事
業
開
始

年
度

※
 耐
震
補
強
の
一
部
、新

築
・増
築
・改
築
の
一
部
及
び
屋
外
環
境
整
備
以
外
に
つ
い
て
は
令
和

6年
度
補
正
予
算
に
計
上
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６．現代的健康課題に対応するための健康教育の推進 

 
令和 7 年度予算額（案）      695 百万円 

(前年度予算額            725 百万円） 

[令和 6 年度補正予算額      50 百万円] 

 
１．要  旨 

複雑化・多様化する児童生徒等の現代的健康課題に対応するため、子供の心
身の健康の保持増進を担う養護教諭・栄養教諭の業務支援体制の充実や、外部
講師を活用した現代的な健康課題の理解増進、学校給食における有機農産物等
の使用促進、栄養教諭による食の指導に関する個別指導の充実などを通じて、
学校における健康教育を一層推進する。 

 
 
２．内  容 

（１）学校保健の推進 

①  外部講師を活用したがん教育等現代的な健康課題理解増進事業 

             48 百万円（44 百万円） 
  地域におけるがん教育の取組の成果について、全国への普及を図るとと

もに、あわせて、がんや生活習慣病（歯周病等）、心の健康等に関する学
習を通じて、自身の生活行動を改善する力を育み、また、がんや難病、て
んかん、摂食障害、ギャンブル等依存症など、様々な病気を抱える人々へ
の共感的な理解を深め、さらには、そうした人々と共に生きる社会づくり
に向けて、献血への理解など社会に貢献する意欲や態度を養うため、地域
の実情に応じた外部講師を活用した教育活動を支援する。 

 

②  心理・福祉分野に強みを持つ養護教諭の養成・育成プログラム開発事業 

             29 百万円（新規） 
  心理面や福祉面に専門性を持った養護教諭の養成・育成を目指し、養護

教諭養成課程を有する大学のカリキュラム構成等に関する実態調査、養護
教諭の養成・研修プログラムの開発を実施する。 

 

③  学校健康診断情報の PHR への活用推進事業 

             227 百万円（261 百万円） 
  政府全体の PHR（Personal Health Record）推進の方針を踏まえ、学校

健診情報についても本人や保護者等に電子的に提供できる環境の整備及
び活用の促進を行う。 

 

④ 現代的健康課題に関する指導の充実に向けた支援（健康教育振興事業） 

96 百万円（76 百万円）              
  近視・脊柱側弯症・ギャンブル等依存症・薬物乱用などの学校保健の現

代的な課題や学校における健康診断などに関する参考資料・動画の作成、
講習会・調査の実施等を行う。 

 ・実施主体：（公財）日本学校保健会 
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○ 脊柱の検査等に関する理解増進事業 

             ［50 百万円］ 
  検査機器を用いた脊柱の検査等にかかる体験会や周知資料の作成等を

行い、教育現場への理解増進を図る。 
  ※令和６年度補正予算へ 50 百万円を計上 

等 

 

（２）学校給食・食育の充実 

◆学校給食の改善充実に向けた支援事業 

①  学校給食への有機農産物等使用促進による食の指導充実に関する調査

研究 

        59 百万円（新規） 

食料・農業・農村基本法が改正されたことを踏まえ、みどりの食料シス

テムの確立に向け、学校給食における有機農産物等の使用促進や、有機農

産物等の使用を通じた児童生徒の食育推進に係る先進事例を創出する。 

 

②  学校給食に関する衛生管理の調査・指導等 

    19 百万円（17 百万円） 

各都道府県教育委員会の学校給食の衛生管理に関する指導者に対して、

指導者養成講習会を実施するとともに、当該指導者を学校給食施設に派遣

して衛生管理の改善指導を実施する。 

 

 

 ◆食の指導改善充実事業 

 ① 食に関する健康課題対策支援事業 

    39 百万円（25 百万円） 

児童生徒の食物アレルギーや、肥満・痩身等の食に関する健康上の諸課

題が多様化する中、個々の課題へのきめ細かな対応が求められることから、

栄養教諭による個別指導力を一層向上させるため、研修会を実施する。ま

た、地方公共団体の域内の児童生徒への個別指導の実践事例を創出すると

ともに、各自治体において継続的かつ効果的に指導を行うための調査研究

を実施する。 

 

 ② 食の指導改善充実に向けた検討 

    20 百万円（6 百万円） 

学校における食育のより一層の充実を図るため、食に関する実態調査を

行うとともに、食に関する指導の評価の在り方について検討を行う。また、

学校給食摂取基準改定に係る検討を実施する。 
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（３）養護教諭・栄養教諭の業務の支援体制の充実 

学校保健・食育推進体制支援事業 

             52 百万円（104 百万円） 
  複雑化・多様化する現代的健康課題を抱える児童生徒等に対し、よりき

め細かな支援を実施するため、養護教諭・栄養教諭を支援する体制を強化
することが課題となっていることを踏まえ、都道府県・指定都市が実施す
る、養護教諭・栄養教諭の資格を有する者を学校に派遣し、繁忙期や研修
時等の体制強化を図る事業に対し、その経費の一部を補助する。 

 ・実施主体：都道府県又は指定都市教育委員会 
 ・対象校種：公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等 

・補助率：１／３ 
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現
代
的
健
康
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
健
康
教
育
の
推
進

１
．
学
校
保
健
の
推
進

２
．
学
校
給
食
・食
育
の
充
実

複
雑
化
・多
様
化
す
る
児
童
生
徒
等
の
現
代
的
健
康
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、子

供
の
心
身
の
健
康
の
保
持
増
進
を担

う養
護
教
諭
・栄
養
教
諭
の
業
務
支
援
体
制
の
充
実
や
、外

部
講
師
を
活
用
した
現
代
的
な
健
康
課
題
の
理
解
増
進
、学

校
給
食
に
お
け
る
有
機
農
産
物
等
の
使
用
促
進
、栄

養
教
諭
に
よ
る
食
に
関
す
る
個
別
指
導
の
充
実
等
の
取
組
な
どを
通

じて
、学

校
に
お
け
る
健
康
教
育
を一

層
推
進
す
る
。

※
公
立
学
校
の
給
食
施
設
整
備
に
つ
い
て
は
、公

立
学
校
施
設
の
整
備
（
令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

2,
07

6億
円
、令

和
７
年
度

予
算
額
（
案
）

68
1億

円
）
の
内
数
で
別
途
計
上

≪
学
校
健
康
診
断
情
報
の

PH
R
へ
の
活
用
推
進
事
業
≫


政
府
全
体
の

PH
R（

Pe
rs

on
al

 H
ea

lth
 R

ec
or

d）
推
進
の
方
針
を
踏
ま
え
、学

校
健
診
情
報
に
つ
い
て

も
本
人
や
保
護
者
等
に
電
子
的
に
提
供
で
き
る
環
境
の
整
備
及
び
活
用
の
促
進

【委
託
先
：

1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

≪
現
代
的
健
康
課
題
に
関
す
る
指
導
の
充
実
に
向
け
た
支
援
（
健
康
教
育
振
興
事
業
）
≫


近
視
・脊
柱
側
弯
症
・ギ
ャン
ブ
ル
等
依
存
症
・薬
物
乱
用
な
どの
学
校
保
健
の
現
代
的
な
課
題
や
学
校
に
お
け

る
健
康
診
断
な
どに
関
す
る
参
考
資
料
・動
画
の
作
成
、講

習
会
・調
査
の
実
施
等

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

7億
円

（
前
年
度
予
算
額

7億
円
）

22
7百

万
円
（

26
1 
百
万
円
）

96
百
万
円
（

76
百
万
円
）

３
．
養
護
教
諭
・栄
養
教
諭
の
業
務
の
支
援
体
制
の
充
実

≪
学
校
保
健
・食
育
推
進
体
制
支
援
事
業
≫


複
雑
化
・多
様
化
す
る
現
代
的
健
康
課
題
を
抱
え
る
児
童
生
徒
等
に
対
し、
よ
りき
め
細
か
な
支
援
を
実
施
す
る
た
め
、地

方
公
共
団
体
が
、養

護
教
諭
・栄
養
教
諭
の
資
格
を
有
す
る
者
を
学
校
に
派
遣
し、

繁
忙
期
や
研
修
時
等
の
体
制
強
化
を
図
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
補
助

対
象
校
種
：
公
立
の
小
学
校
、中

学
校
、高

等
学
校
、特

別
支
援
学
校
等

補
助
率
：

1/
3

52
百
万
円
（

10
4 
百
万
円
）

≪
外
部
講
師
を
活
用
し
た
が
ん
教
育
等
現
代
的
な
健
康
課
題
理
解
増
進
事
業
≫


地
域
に
お
け
る
が
ん
教
育
の
取
組
の
成
果
に
つ
い
て
、全

国
へ
の
普
及
を
図
る
取
組
の
実
施


が
ん
や
生
活
習
慣
病
（
歯
周
病
等
）
、心

の
健
康
等
に
関
す
る
学
習
を
通
じて
、自

身
の
生
活
行
動
を
改
善

す
る
力
を
育
み
、ま
た
、が
ん
や
難
病
、て
ん
か
ん
、摂

食
障
害
、ギ
ャン
ブ
ル
等
依
存
症
な
ど、
様
々
な
病
気
を
抱

え
る
人
々
へ
の
共
感
的
な
理
解
を
深
め
、さ
らに
は
、そ
うし
た
人
々
と共

に
生
き
る
社
会
づ
くり
に
向
け
て
、献

血
へ
の
理
解
な
ど社

会
に
貢
献
す
る
意
欲
や
態
度
を
養
うた
め
、地

域
の
実
情
に
応
じた
外
部
講
師
を
活
用
した
教

育
活
動
を
支
援

 【
委
託
先
：

1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

48
百
万
円
（

44
 百
万
円
）

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
健
康
教
育
・食
育
課
）

≪
心
理
・福
祉
分
野
に
強
み
を
持
つ
養
護
教
諭
の
養
成
・育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
事
業
≫

29
百
万
円
（
新
規
）


心
理
面
や
福
祉
面
に
専
門
性
を
持
った
養
護
教
諭
の
養
成
・育
成
を
目
指
し、
養
護
教
諭
養
成
課
程
を
有
す

る
大
学
の
カリ
キ
ュラ
ム
構
成
等
に
関
す
る
実
態
調
査
、養

護
教
諭
の
養
成
・研
修
プ
ログ
ラム
の
開
発
を
実
施

 【
委
託
先
：

1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

①
学
校
給
食
の
改
善
充
実
に
向
け
た
支
援
事
業

②
食
の
指
導
改
善
充
実
事
業


食
料
・農
業
・農
村
基
本
法
の
改
正
を
受
け
、み
どり
の
食
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立
に
向
け
、学

校
給
食
に
お
け
る

有
機
農
産
物
等
の
使
用
促
進
や
、有

機
農
産
物
等
の
使
用
を
通
じた
児
童
生
徒
の
食
育
推
進
に
係
る
先
進

事
例
を
創
出

【委
託
先
：

8団
体
（
地
方
公
共
団
体
）
】


各
都
道
府
県
教
育
委
員
会
の
学
校
給
食
の
衛
生
管
理
に
関
す
る
指
導
者
に
対
して
、食

中
毒
や
窒
息
事

故
な
ど、
給
食
に
お
け
る
事
故
防
止
等
を
取
り上

げ
る
指
導
者
養
成
講
習
会
を
実
施
す
る
とと
も
に
、当

該
指

導
者
を
学
校
給
食
施
設
に
派
遣
して
衛
生
管
理
の
改
善
指
導
を
実
施

≪
学
校
給
食
へ
の
有
機
農
産
物
等
使
用
促
進
に
よ
る
食
の
指
導
充
実
に
関
す
る
調
査
研
究
≫

≪
学
校
給
食
に
関
す
る
衛
生
管
理
の
調
査
・指
導
等
≫

39
百
万
円
（

25
百
万
円
）

≪
食
に
関
す
る
健
康
課
題
対
策
支
援
事
業
≫

≪
食
の
指
導
改
善
充
実
に
向
け
た
検
討
≫

19
百
万
円
（

17
百
万
円
）

20
百
万
円
（

6百
万
円
）


児
童
生
徒
の
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
や
、肥

満
・痩
身
等
の
食
に
関
す
る
健
康
上
の
諸
課
題
が
多
様
化
す
る
中
、

個
々
の
課
題
へ
の
き
め
細
か
な
対
応
が
求
め
られ
る
こと
か
ら、
栄
養
教
諭
に
よ
る
個
別
指
導
力
を
一
層
向
上
さ

せ
る
た
め
、研

修
会
を
実
施
す
る
。ま
た
、地

方
公
共
団
体
の
域
内
の
児
童
生
徒
へ
の
個
別
指
導
の
実
践
事

例
創
出
、継

続
的
か
つ
効
果
的
に
指
導
を
行
うた
め
の
調
査
研
究
を
実
施

【委
託
先
：
＜
研
修
会
実
施
＞

1団
体
（
民
間
団
体
等
）

＜
調
査
研
究
＞

14
団
体
（
地
方
公
共
団
体
）
】

59
百
万
円
（
新
規
）


学
校
に
お
け
る
食
育
の
よ
り一

層
の
充
実
を
図
る
た
め
、食

に
関
す
る
実
態
調
査
を
行
うと
とも
に
、食

に
関
す
る

指
導
の
評
価
の
在
り方

に
つ
い
て
検
討
を
行
う。
ま
た
、学

校
給
食
摂
取
基
準
改
定
に
係
る
検
討
を
実
施

【委
託
先
：

1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

≪
脊
柱
の
検
査
等
に
関
す
る
理
解
増
進
事
業
≫

【令
和

6年
度
補
正
予
算
額

50
百
万
円
】


検
査
機
器
を
用
い
た
脊
柱
の
検
査
等
に
か
か
る
体
験
会
や
周
知
資
料
の
作
成
等
を
行
い
、教

育
現
場
へ
の
理

解
増
進
を
図
る

 【
委
託
先
：

1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

令
和

6年
度
補
正
予
算
額

0.
5億

円
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７．誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校、 

いじめ対策等の推進 
 

                                    令和 7 年度予算額（案）   9,483 百万円 

                                    (前年度予算額        8,851 百万円） 

                  ［令和６年度補正予算額     450 百万円］ 

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計   1,432 百万円〕 

 

  １．要  旨 

近年、不登校児童生徒数、いじめの重大事態の発生件数、児童生徒の自殺者

数等が増加傾向であるとともに、不登校児童生徒のうち、約４割が学校内外の

専門機関等で相談・指導等を受けていないなど、様々な困難を抱える児童生徒

等に対する支援が喫緊の課題となっている。 

 そのため、「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策（COCOLO

プラン）」（令和５年３月）や「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和

６年６月閣議決定）等に基づき、こども家庭庁等の関係機関とも連携を図りな

がら、誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校・いじめ対策等を推進

する。 

 

 ２．内  容 

 ◆ いじめ対策・不登校支援等総合推進事業  9,367 百万円（8,766 百万円） 

[149 百万円] 

令和６年度補正予算における措置は※を付している。 

 

 （１）専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等 

9,295 百万円（8,680 百万円） 

① 不登校児童生徒に対する支援推進事業〔補助率１／３〕 

学びの多様化学校の設置促進や教育支援センターの機能強化など、不登校

児童生徒の多様な学びを支援。 

 

〈学びの多様化学校関係〉 

・学びの多様化学校の設置準備に加え、設置後の運営支援（33 自治体） 

 〔国 1/3、都道府県・政令指定都市・市区町村 2/3〕 

〈教育支援センター関係〉 

・アウトリーチ支援体制の強化（130 箇所） 

〔国 1/3、都道府県・政令指定都市・市区町村 2/3〕 

・不登校児童生徒支援協議会の設置（67 都道府県・政令指定都市） 

〔国 1/3、都道府県・政令指定都市 2/3〕 
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② 不登校の未然防止・早期対応に向けた保護者等への相談体制構築事業 

〔補助率１／３〕 ※ 

・保護者等への相談支援体制の構築（200 箇所） 

〔国 1/3、都道府県・政令指定都市・市区町村 2/3〕 

 

③  不登校児童生徒等の学び継続事業（校内教育支援センター支援員の配置）

〔補助率１／３〕【新規】【再掲】 

校内教育支援センターを拠点として、日常的に、不登校から学校復帰する 

段階にある児童生徒や不登校の兆候がみられる児童生徒に対し、学習支援を 

行うとともに、SC・SSW 等の専門家と連携しながら、相談支援を行う支援員 

を配置（2,000 校）  

    〔国 1/3、都道府県 1/3、市区町村 1/3※〕 

 ※都道府県又は指定都市が実施主体の場合は国 1/3、都道府県・指定都市 2/3 

 

  ④スクールカウンセラーの配置充実〔補助率１／３〕 

                                  〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕 

・スクールカウンセラーの全公立小中学校への配置(27,500 校）（継続） 

・課題を抱える学校への重点配置（10,000 校→11,300 校）【拡充】 

    

  ⑤スクールソーシャルワーカーの配置充実〔補助率１／３〕 

                                  〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕 

・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（10,000 中学校区）（継続） 

・課題を抱える学校への重点配置（10,000 校→11,000 校）【拡充】 

 

  ⑥電話やＳＮＳ等を活用した相談体制の整備に対する支援〔補助率１／３〕 

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕 

いじめを含め、様々な悩みを抱える児童生徒に対する通話料無料の電話相

談（２４時間子供ＳОＳダイヤル）や、ＳＮＳ等を活用した相談体制の整備

を図る。 

      など 

 

（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業        34 百万円（47 百万円） 

[301 百万円] 

令和６年度補正予算における措置は※を付している。 

 

  ①いじめ・不登校等の未然防止等に向けた魅力ある学校づくりに関する調査 

   研究 

・自殺予防教育の推進 

  令和６年度に作成したモデル例や啓発資料等の普及促進（10 自治体） 

・心理・福祉に関する教職員向けの研修プログラムの実証 

     令和６年度に作成した研修プログラムの普及促進に向けた実践実証 

                              など 
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  ②スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた 

調査研究 

 

③ いじめ対策マイスター制度のモデル構築推進 ※ 

個別のいじめ事案への直接的な対応、加害児童生徒への指導・支援や重大 

事態調査後の学校における組織体制整備について、警察 OB・OG、保護司、NPO     

法人、大学教授、校長 OB・OG 等の多職種の専門家によるチーム支援を実施 

（都道府県教育委員会×5 地域、市区町村教育委員会×15 地域） 

 

④ いじめ未然防止教育のモデル構築推進 ※ 

いじめ未然防止教育の指導案、指導教材及び指導過程を解説した動画教材 

や一般向けの啓発動画等を作成 

（指導案・指導教材等：都道府県・市区町村教育委員会×４地域、 

動画教材：民間事業者等×１機関） 

 

⑤ 不登校・いじめ対策の効果的な活用の促進に向けた調査研究 ※ 

全ての子供たちが学びに繋がれるよう、①魅力ある学校づくりに向けた学   

校風土の把握及び②校内外の教育支援センターにおける効果的な取組実例、 

学校外における不登校児童生徒に対する成績評価の取組実例などを把握・分 

析するとともに、③不登校国際フォーラム（仮称）を開催し、各国の現状や 

対策・課題意識を共有の上、今後の方向性等について議論を行い、同フォー 

ラムで得た成果を普及           （民間事業者等×各１機関） 

 

 

◆ 夜間中学の設置促進・充実           116 百万円（86 百万円） 

  教育機会確保法（平成 28 年 12 月成立）及び教育振興基本計画（令和５年６
月 16 日閣議決定）等を踏まえ、①夜間中学の新設準備・運営支援、②既設の
夜間中学における教育活動の充実を図るとともに、③夜間中学で学ぶための日
本語指導に係る調査研究を実施すること等により、全ての都道府県・指定都市
に少なくとも一つの夜間中学が設置されるよう、さらに取組を加速する。 

 

 

など 

 

 

  （参考：復興特別会計） 

   ◇緊急スクールカウンセラー等活用事業  1,432 百万円(1,503 百万円) 

被災した児童生徒等の心のケアや、教職員等への助言・援助、学校教育

活動の復興支援、福祉関係機関との連携調整等様々な課題に対応するた

め、スクールカウンセラー等を活用する経費を支援。 
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①
不
登
校
児
童
⽣
徒
の
学
び
の
場
の
確
保
の
推
進

・学
び

の
多

様
化

学
校

の
設

置
準

備
・設

置
後

の
運

営
⽀

援
・校

内
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

（
SS

R）
⽀

援
員

の
配

置
（

2,
00

0校
）

【新
規

】
→

SS
Rを

拠
点

とし
て

、不
登

校
傾

向
等

に
あ

る
児

童
⽣

徒
の

学
習

⽀
援

や
相

談
⽀

援
を

⾏
う

・教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
の

ア
ウト

リー
チ

⽀
援

体
制

強
化

(1
30

箇
所

)、
関

係
機

関
との

協
議

会
の

設
置

②
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
充
実

・S
Cの

配
置

（
全

公
⽴

⼩
中

学
校

27
,5

00
校

、週
４

時
間

）
SS

W
の

配
置

（
全

中
学

校
区

10
,0

00
校

、週
３

時
間

）
・重

点
配

置
校

（
い

じめ
・不

登
校

対
策

）
の

充
実

SC
︓

10
,0

00
→

11
,3

00
校

＜
＋

週
4時

間
＞

SS
W

︓
10

,0
00

→
11

,0
00

校
＜

＋
週

3時
間

＞

③
SN
S等

を
活
⽤
した
教
育
相
談
体
制
の
整
備
推
進

誰
⼀
⼈
取
り残

さ
れ
な
い
学
び
の
保
障
に
向
け
た

不
登
校
・い
じめ
対
策
等
の
推
進

94
億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

88
億

円
（

前
年

度
予

算
額

⽬
標

○
「誰

⼀
⼈

取
り残

され
な

い
学

び
の

保
障

に
向

け
た

不
登

校
対

策
（

CO
CO

LO
プ

ラン
）

」
（

令
和

5年
3⽉

）
や

「経
済

財
政

運
営

と改
⾰

の
基

本
⽅

針
20

24
」（

令
和

6年
6⽉

閣
議

決
定

）
等

に
基

づ
き

、こ
ども

家
庭

庁
等

の
関

係
機

関
とも

連
携

を
図

りな
が

ら、
誰

⼀
⼈

取
り残

され
な

い
学

び
の

保
障

に
向

け
た

不
登

校
・い

じめ
対

策
等

を
推

進
す

る
。

背
景
・課
題

○
近

年
、不

登
校

児
童

⽣
徒

数
、い

じめ
の

重
⼤

事
態

の
発

⽣
件

数
が

⼤
き

く増
加

す
る

とと
も

に
、学

校
内

外
の

専
⾨

機
関

等
で

相
談

・⽀
援

を
受

け
て

い
な

い
⼩

・中
学

⽣
が

約
13

万
4千

⼈
に

上
る

な
ど、

様
々

な
困

難
を

抱
え

る
児

童
⽣

徒
等

に
対

す
る

⽀
援

が
喫

緊
の

課
題

。

①
い
じめ
・不
登
校
等
の
未
然
防
⽌
等
に
向
け
た
魅
⼒
あ
る
学
校
づ
くり
に

関
す
る
調
査
研
究

・⾃
殺

予
防

教
育

推
進

事
業

→
令

和
6年

度
に

作
成

した
モ

デ
ル

事
例

や
啓

発
資

料
等

の
普

及
促

進
・⼼

理
・福

祉
に

関
す

る
教

職
員

向
け

の
研

修
プ

ログ
ラム

の
実

証
・経

済
的

に
困

窮
した

家
庭

の
不

登
校

児
童

⽣
徒

に
対

す
る

経
済

的
⽀

援
の

在
り⽅

に
関

す
る

調
査

研
究

②
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
の
常
勤
化
に

向
け
た
調
査
研
究

・学
校

外
か

らの
アプ

ロー
チ

に
よ

る
い

じめ
解

消
の

仕
組

み
づ

くり
に

向
け

た
⼿

法
の

開
発

・実
証

・い
じめ

調
査

アド
バ

イザ
ー

に
よ

る
、い

じめ
重

⼤
事

態
調

査
を⾏

う⾃
治

体
等

へ
の

助
⾔

・学
校

に
つ

な
が

りが
持

て
な

い
こど

も
を

含
め

、地
域

で
の

不
登

校
の

こど
も

へ
の

切
れ

⽬
な

い
⽀

援
・こ

ども
の

多
様

な
居

場
所

づ
くり

な
ど

こど
も
家
庭
庁

※
主

に
⾸

⻑
部

局
を

通
じた

対
応

・い
じめ

防
⽌

対
策

に
関

す
る

関
係

省
庁

連
絡

会
議

・い
じめ

重
⼤

事
態

の
情

報
共

有
・誰

⼀
⼈

取
り残

され
な

い
学

び
の

保
障

に
向

け
た

不
登

校
対

策
推

進
本

部

専
⾨
家
を
活
⽤
した
教
育
相
談
体
制
の
整
備
・関
係
機
関
との
連
携
強
化
等

9,
29
5百

万
円
（
8,
68
0百

万
円
）
【補
助
事
業
】

⽂
部
科
学
省

＜
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）
の
概
要
＞

※
主

に
教

育
委

員
会

を
通

じた
対

応

い
じめ
対
策
・不
登
校
⽀
援
等
に
関
す
る
調
査
研
究

34
百
万
円
（
47
百
万
円
）
【委
託
事
業
】

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
児

童
⽣

徒
課

）

⽂
部
科
学
省
・こ
ども
家
庭
庁
が
連
携
して
対
応

※
⾮

予
算

の
取

組

令
和

6年
度

補
正

予
算

額
4億

円

【令
和
6年

度
補
正
予
算
額

30
1百

万
円
】

・い
じめ

対
策

マ
イス

ター
制

度
の

モ
デ

ル
構

築
推

進
事

業
→

新
た

に
警

察
O

B・
O

G等
の

多
職

種
の

専
⾨

家
を

い
じめ

対
策

マ
イス

ター
とし

て
教

育
委

員
会

に
配

置
（

5都
道

府
県

、1
5市

区
町

村
）

・い
じめ

未
然

防
⽌

教
育

の
モ

デ
ル

構
築

推
進

事
業

→
い

じめ
未

然
防

⽌
教

育
の

指
導

教
材

等
及

び
動

画
教

材
の

作
成

、⼀
般

向
け

の
啓

発
動

画
の

作
成

・不
登

校
・い

じめ
対

策
の

効
果

的
な

活
⽤

の
促

進
に

向
け

た
調

査
研

究

【令
和
6年

度
補
正
予
算
額

14
9百

万
円
】

・不
登

校
の

未
然

防
⽌

・早
期

対
応

に
向

け
た

保
護

者
等

へ
の

相
談

⽀
援

体
制

構
築

事
業

→
保

護
者

に
対

す
る

相
談

⽀
援

の
実

施
や

、不
登

校
⽀

援
等

に
係

る
情

報
提

供
な

ど、
相

談
⽀

援
体

制
の

構
築

を
⽀

援
（

20
0⾃

治
体

）
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•
負

担
割

合
︓

国
１

/３
、都

道
府

県
・政

令
指

定
都

市
・中

核
市

２
/３

•
実

施
主

体
︓

都
道

府
県

・政
令

指
定

都
市

・中
核

市
•

補
助

対
象

経
費

︓
報

酬
・期

末
⼿

当
、交

通
費

等

•

•
負

担
割

合
︓

国
１

/３
、都

道
府

県
・政

令
指

定
都

市
２

/３
•

実
施

主
体

︓
都

道
府

県
・政

令
指

定
都

市
•

補
助

対
象

経
費

︓
報

酬
・期

末
⼿

当
、交

通
費

等

補
助
制
度

•
福

祉
に

関
して

専
⾨

的
な

知
識

・経
験

を
有

す
る

者
⇒

児
童

の
福

祉
に

関
す

る
⽀

援
に

従
事

（
学

教
法

施
⾏

規
則

）
•

社
会

福
祉

⼠
、精

神
保

健
福

祉
⼠

等

•
児

童
⽣

徒
の

⼼
理

に
関

して
専

⾨
的

な
知

識
・経

験
を

有
す

る
者

⇒
児

童
の

⼼
理

に
関

す
る

⽀
援

に
従

事
（

学
教

法
施

⾏
規

則
）

•
公

認
⼼

理
師

、臨
床

⼼
理

⼠
等

求
め
られ
る

能
⼒
・資
格

•
全
中
学
校
区

に
対

す
る

配
置

︓
10

,0
00

校
区

＜
週

３
時

間
＞

•
全
公
⽴
⼩
中
学
校

に
対

す
る

配
置

︓
27

,5
00

校
＜

週
４

時
間

＞
基
盤
とな
る
配
置


重
点
配
置
校

11
,0
00
校

（
←

 1
0,

00
0校

）
＜

＋
週

３
時

間
＞


重
点
配
置
校

11
,3
00
校

（
←

 1
0,

00
0校

）
＜

＋
週

４
時

間
＞

重
点
配
置

>
い
じめ
・不
登
校
対
策

︓
5,
00
0校

（
←

 4
,0

00
校

）
>
虐
待
対
策

︓
2,
50
0校

>
貧
困
対
策

︓
2,
50
0校

>
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
⽀
援

︓
1,
00
0校

>
い
じめ
・不
登
校
対
策

︓
7,
00
0校

（
←

 5
,7

00
校

）
>
虐
待
対
策

︓
2,
00
0校

>
貧
困
対
策

︓
2,
30
0校

・課
題

に
応

じた
配

置
の

充
実

•
ス

ー
パ

ー
バ

イザ
ー

︓
67

⼈
＜

週
３

時
間

＞
•

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
︓

25
0

箇
所

＜
週

３
時

間
＞

•
オ

ンラ
イン

に
よ

る
広

域
的

な
⽀

援
︓

67
箇

所
＜

週
40

時
間

＞

•
ス

ー
パ

ー
バ

イザ
ー

︓
67

⼈
＜

週
４

時
間

＞
•

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
︓

25
0

箇
所

＜
週

４
時

間
＞

•
オ

ンラ
イン

に
よ

る
広

域
的

な
⽀

援
︓

67
箇

所
＜

週
40

時
間

＞
•
⾃
殺
予
防
教
育

の
実

施
を含

む

上
記
以
外
の

質
の
向
上
、拠
点

の
機
能
強
化
等

＜
重
点
配
置
に
つ
い
て
＞

学
び

の
多

様
化

学
校

や
夜

間
中

学
へ

の
配

置
を含

む
。

重
点

配
置

の
メニ

ュー
は

重
複

活
⽤

可
＜
配
置
の
⼯
夫
に
つ
い
て
＞

⾃
治

体
の

配
置

の
⼯

夫
に

より
、週

８
時

間
以

上
の

配
置

も
可

能
（

特
に

、い
じめ

・不
登

校
等

困
難

な
課

題
を抱

え
る

学
校

や
学

び
の

多
様

化
学

校
を想

定
）

•
SN

S等
を

活
⽤

した
相

談
の

た
め

の
相

談
員

の
配

置
•

「2
4時

間
⼦

供
SO

S電
話

ダイ
ヤ

ル
」の

相
談

員
の

配
置

•
専

⾨
性

向
上

の
た

め
の

研
修

・連
絡

協
議

会
の

開
催

に
係

る
経

費
の

⽀
援

Ｓ
Ｃ
配
置
以
外

の
⽀
援

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー

に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実

86
億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

84
億

円
（

前
年

度
予

算
額


不

登
校

児
童

⽣
徒

数
が

、⼩
・中

学
校

で
約

35
万

⼈
、そ

の
うち

学
校

内
外

の
専

⾨
機

関
等

で
相

談
・指

導
等

を
受

け
て

い
な

い
⼩

・中
学

⽣
が

約
13

万
4千

⼈
と、

い
ず

れ
も

過
去

最
多

とな
り、

ま
た

、い
じめ

重
⼤

事
態

の
発

⽣
件

数
も

1,
30

6件
と過

去
最

多
とな

る
中

、誰
⼀

⼈
取

り残
され

な
い

学
び

の
充

実
を

⼀
層

推
進

す
る

必
要

が
あ

る
。


近

年
、児

童
虐

待
相

談
対

応
件

数
が

増
加

傾
向

で
あ

る
こと

、「
こど

も
性

暴
⼒

防
⽌

法
」の

趣
旨

等
を

踏
ま

え
、性

的
虐

待
を

含
む

学
校

に
お

け
る

児
童

虐
待

の
未

然
防

⽌
・早

期
発

⾒
や

、児
童

虐
待

発
⽣

時
の

迅
速

・的
確

な
対

応
に

向
け

た
相

談
体

制
の

充
実

、同
じく

増
加

傾
向

で
あ

る
ヤ

ン
グ

ケ
ア

ラー
⽀

援
や

貧
困

対
策

に
つ

い
て

も
喫

緊
の

課
題

。


児
童

⽣
徒

の
抱

え
る

課
題

の
早

期
発

⾒
・⽀

援
の

た
め

、関
係

機
関

と連
携

して
、学

校
が

情
報

を
共

有
し、

教
育

相
談

に
チ

ー
ム

とし
て

取
り組

む
た

め
の

体
制

整
備

を
⽀

援
。

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
⽤
事
業

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
活
⽤
事
業

令
和

７
年

度
予

算
額

（
案

）
6,

21
2百

万
円

(前
年

度
予

算
額

6,
08

5百
万

円
）

事
業

開
始

年
度

︓
H7

〜
（

委
託

）
、H

13
〜

（
補

助
）

令
和

７
年

度
予

算
額

（
案

）
2,

42
8百

万
円

(前
年

度
予

算
額

2,
35

5百
万

円
）

事
業

開
始

年
度

︓
H2

0〜
（

委
託

）
、H

21
〜

（
補

助
）

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
児

童
⽣

徒
課

）
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校
内
教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー
⽀
援
員
の
配
置
事
業

・不
登

校
児

童
⽣

徒
数

は
、⼩

・中
学

校
で

約
35

万
⼈

に
の

ぼ
り、

過
去

最
多

の
状

況
・「

経
済

財
政

運
営

と改
⾰

の
基

本
⽅

針
20

24
」に

て
、「

学
校

内
外

の
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

の
設

置
促

進
・機

能
強

化
」を

明
記

・「
第

４
期

教
育

振
興

基
本

計
画

」及
び

「誰
⼀

⼈
取

り残
され

な
い

学
び

の
保

障
に

向
け

た
不

登
校

対
策

（
CO

CO
LO

プ
ラン

）
」に

て
、「

校
内

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
（

ス
ペ

シ
ャル

サ
ポ

ー
トル

ー
ム

等
）

の
設

置
促

進
」を

明
記

・在
籍

す
る

学
校

に
は

⾏
け

る
が

、⾃
分

の
学

級
に

⼊
りづ

らい
児

童
⽣

徒
が

、学
校

内
の

居
場

所
を

確
保

し、
不

登
校

を
未

然
に

防
⽌

す
る

とと
も

に
、不

登
校

児
童

⽣
徒

の
登

校
復

帰
を

⽀
援

す
る

こと
が

必
要

現
状
・課
題

公
⽴

⼩
・中

学
校

に
お

い
て

、校
内

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
を

拠
点

とし
て

、⽇
常

的
に

、不
登

校
か

ら学
校

復
帰

す
る

段
階

に
あ

る
児

童
⽣

徒
や

不
登

校
の

兆
候

が
み

られ
る

児
童

⽣
徒

に
対

し、
学

習
⽀

援
を

⾏
うと

とも
に

、ス
クー

ル
カウ

ンセ
ラー

・ス
クー

ル
ソ

ー
シ

ャル
ワ

ー
カー

等
の

専
⾨

家
と

連
携

を
しな

が
ら、

相
談

⽀
援

を
⾏

う⽀
援

員
を

配
置

し、
校

内
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

の
設

置
を

促
進

事
業
内
容

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
児

童
⽣

徒
課

）

本
事
業
に
よ
る
効
果

不
登

校
か

ら学
校

復
帰

す
る

段
階

に
あ

る
児

童
⽣

徒
や

、
不

登
校

の
兆

候
が

み
られ

る
児

童
⽣

徒
が

、学
校

内
で

安
⼼

して
学

習
す

る
こと

や
、相

談
⽀

援
を

受
け

る
こと

が
可

能
に

校
内

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
を拠

点
とし

て
、⽇

常
的

に
、

学
習

⽀
援

や
相

談
⽀

援
を⾏

う⽀
援

員
を配

置

学
校

設
置

者
（

主
に

市
区

町
村

）
実
施
主
体

〇
愛

媛
県

の
中

学
校

に
お

け
る

校
内

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
で

の
成

果
・
約
53
％

の
⽣

徒
の

不
登

校
の

状
況

が
改

善
（

教
室

復
帰

、学
校

に
登

校
）

（
R5

年
度

）

・
新

規
不

登
校

⽣
徒

数
の

割
合

が
⼤
幅
に
下
回
る

（
R5

年
度

）
県

全
体

（
中

学
校

）
︓

41
.5

％
→

校
内

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
設

置
校

︓
16
.0

％

1年
⽣

2年
⽣

3年
⽣

特
別
⽀
援
学
級

好
転

25
⼈

32
⼈

41
⼈

5⼈
10
3⼈

52
.9
%

現
状
維
持

10
⼈

21
⼈

40
⼈

2⼈
73
⼈

37
.4
%

悪
化

4⼈
6⼈

8⼈
1⼈

19
⼈

9.
7%

合
計

39
⼈

59
⼈

89
⼈

8⼈
19
5⼈

10
0.
0%

合
計

報
酬

、期
末

⼿
当

・勤
勉
手
当

、交
通

費
・

旅
費

、補
助

⾦
、委

託
費

等
対
象
経
費

2,
00

0校
対
象
校
数

国
1/

3、
都

道
府

県
1/

3、
市

区
町

村
1/

3
負
担
割
合

⾃
治

体
の

定
め

に
よ

る
が

、
基

本
的

に
は

特
別

な
資

格
等

は
な

し
資
格
要
件

4億
円

（
新

規
）

令
和

7年
度

予
算

額
（

案
）

※
本

事
業

の
対

象
経

費
の

うち
に

は
、新

た
に

校
内

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
を

設
置

す
る

た
め

に
必

要
な

経
費

も
含

む

不
登

校
か

ら学
校

復
帰

す
る

段
階

に
あ

る
児

童
⽣

徒
や

不
登

校
の

兆
候

が
み

られ
る

児
童

⽣
徒

が
、

学
校

内
で

安
⼼

して
学

習
した

り、
相

談
⽀

援
を

受
け

る
こと

が
可

能
に

▷
不

登
校

を
未

然
に

防
⽌

す
る

とと
も

に
、不

登
校

児
童

⽣
徒

の
登

校
復

帰
を

⽀
援

校
内
教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー

学
校

に
は

⾏
け

る
け

れ
ど⾃

分
の

クラ
ス

に
は

⼊
れ

な
い

時
や

、
少

し気
持

ち
を

落
ち

着
か

せ
て

リラ
ック

ス
した

い
時

に
利

⽤
で

き
る

、
学

校
内

の
空

き
教

室
等

を
活

⽤
した

部
屋

の
こと

公
⽴
⼩
中
学
校
の
校
内
教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー

設
置
状
況
（
R6
.7
現
在
）

設
置

校
数

︓
12
,7
12
校

※
⼩

学
校

︓
6,

64
3校

、中
学

校
︓

6,
06

9校
設

置
率

︓
46
.1
％

※
都
道
府
県
又

は
指
定

都
市
が

実
施
主

体
の
場

合
は
国

1/
3、

都
道

府
県
・
指
定

都
市

2/
3
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教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

現
状
・課
題

事
業
内
容

・不
登

校
児

童
⽣

徒
数

は
、⼩

・中
学

校
で

約
35

万
⼈

に
の

ぼ
り、

過
去

最
多

の
状

況
・「

経
済

財
政

運
営

と改
⾰

の
基

本
⽅

針
20

24
」に

て
、「

学
校

内
外

の
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

の
設

置
促

進
・機

能
強

化
」を

明
記

・「
第

４
期

教
育

振
興

基
本

計
画

」及
び

「誰
⼀

⼈
取

り残
され

な
い

学
び

の
保

障
に

向
け

た
不

登
校

対
策

（
CO

CO
LO

プ
ラン

）
」に

て
、「

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
の

機
能

強
化

」を
明

記
・在

籍
す

る
学

校
に

⼊
りづ

らい
児

童
⽣

徒
に

対
して

、学
校

外
で

の
学

び
の

場
を

確
保

す
る

とと
も

に
、地

域
の

⽀
援

拠
点

とし
て

、
不

登
校

児
童

⽣
徒

等
に

対
す

る
⽀

援
を

充
実

す
る

必
要

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
児

童
⽣

徒
課

）

①
ア
ウ
トリ
ー
チ
⽀
援
体
制
の
強
化

②
不
登
校
児
童
⽣
徒
⽀
援
協
議
会
の
設
置

都
道

府
県

、政
令

市
、市

区
町

村
実
施
主
体

13
0箇

所
対
象
数

家
か

ら出
る

こと
が

で
き

ず
、学

校
や

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
に

通
うこ

とが
で

き
な

い
児

童
⽣

徒
に

対
し、

学
び

や
必

要
な

⽀
援

に
つ

な
げ

る
た

め
の

家
庭

訪
問

を
⾏

うな
ど、

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
が

ア
ウト

リー
チ

⽀
援

を
実

施
す

る
た

め
に

必
要

な
⽀

援
員

の
配

置
に

必
要

な
経

費
を

補
助

※
事

業
実

施
主

体
を

市
区

町
村

ま
で

拡
⼤

都
道

府
県

、政
令

市
実
施
主
体

67
箇

所
対
象
数

国
1/

3、
都

道
府

県
、政

令
市

、市
区

町
村

2/
3

補
助
割
合

国
1/

3、
都

道
府

県
・政

令
市

2/
3

補
助
割
合

教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー

各
地

域
の

教
育

委
員

会
が

開
設

し
て

い
て

、児
童

⽣
徒

⼀
⼈

⼀
⼈

に
合

わ
せ

た
個

別
学

習
や

相
談

な
どを

⾏
う場

所
。

市
の

施
設

な
ど、

公
の

建
物

の
中

に
あ

る
こと

が
多

く、
利

⽤
料

は
基

本
的

に
無

料
。

72
百

万
円

（
26

百
万

円
）

4百
万

円
（

4百
万

円
）

報
酬

、期
末

⼿
当

及
び

勤
勉

⼿
当

、
謝

⾦
、交

通
費

・旅
費

、委
託

費
等

対
象
経
費

域
内

の
教

育
委

員
会

・教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
職

員
や

、
福

祉
機

関
を

含
む

関
係

機
関

、フ
リー

ス
クー

ル
や

保
護

者
の

会
な

どの
⺠

間
団

体
等

が
、定

期
的

に
協

議
す

る
場

を
設

け
、相

互
に

協
⼒

・補
完

し合
い

な
が

ら域
内

に
お

け
る

不
登

校
児

童
⽣

徒
の

⽀
援

の
在

り⽅
等

に
つ

い
て

協
議

を
⾏

うた
め

に
必

要
な

経
費

の
補

助

謝
⾦

、旅
費

、借
料

及
び

損
料

、通
信

運
搬

費
、

消
耗

品
費

等

対
象
経
費

【活
⽤

⽅
法

（
例

）
】

〇
家

か
ら出

る
こと

が
で

きず
、学

校
や

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
に

通
うこ

とが
で

きな
い

児
童

⽣
徒

に
対

し、
家

庭
訪

問
な

どの
ア

ウト
リー

チ
⽀

援
を実

施
す

る
とと

も
に

、当
該

児
童

⽣
徒

を学
び

や
必

要
な

⽀
援

へ
緩

や
か

に
接

続
させ

る
た

め
、

ア
ウト

リー
チ

⽀
援

終
了

後
に

お
い

て
も

関
係

機
関

との
ケ

ー
ス

会
議

等
へ

の
参

加
等

を⾏
うた

め
の

⼈
材

とし
て

、
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

に
アウ

トリ
ー

チ
⽀

援
員

を配
置

〇
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

に
お

い
て

、I
CT

を活
⽤

した
アウ

トリ
ー

チ
⽀

援
を実

施
す

る
た

め
の

⽀
援

員
を配

置

0.
8

億
円

令
和

7年
度

予
算

額
（

案
）

）
0.

3
億

円
（

前
年

度
予

算
額

1
億

円
令

和
6年

度
補

正
予

算
額

教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
の

機
能

強
化

を
推

進
す

る
た

め
、家

か
ら出

る
こと

が
で

き
ず

、学
校

や
教

育
⽀

援
セ

ンタ
ー

に
通

うこ
とが

で
き

な
い

児
童

⽣
徒

に
対

す
る

ア
ウト

リー
チ

⽀
援

体
制

を
強

化
す

る
とと

も
に

、教
育

⽀
援

セ
ンタ

ー
を

含
め

た
関

係
機

関
が

、域
内

の
不

登
校

児
童

⽣
徒

⽀
援

の
在

り⽅
に

つ
い

て
協

議
を

⾏
うた

め
の

⽀
援

を
⾏

う
※
別
途
、令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
、保
護
者
等
へ
の
相
談
⽀
援
体
制
構
築
事
業
を
計
上
（
14
9百

万
円
）
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学
び
の
多
様
化
学
校
の
設
置
促
進

事
業
内
容

【設
置
前
の
準
備
⽀
援
】

設
置

検
討

や
準

備
に

係
る

協
議

会
等

の
設

置
、

プ
レ

イル
ー

ム
設

置
に

係
る

備
品

等
、地

域
住

⺠
等

へ
の

広
報

や
ニー

ズ
調

査
等

の
経

費
を

措
置

。
【設
置
後
の
運
営
⽀
援
】

設
置

当
初

に
お

け
る

運
営

上
の

課
題

に
対

す
る

助
⾔

を
⾏

う運
営

ア
ドバ

イザ
ー

、
教

職
員

研
修

、広
報

活
動

等
の

経
費

を
措

置
。

【関
連

施
策

】
公

⽴
⼩

中
学

校
施

設
の

整
備

、
私

⽴
学

校
施

設
・設

備
の

整
備

の
推

進
不

登
校

児
童

⽣
徒

個
々

の
実

情
に

対
応

す
る

た
め

に
必

要
な

⽀
援

に
係

る
教

職
員

配
置

（
義

務
教

育
費

国
庫

負
担

⾦
）

（
学

び
の

多
様

化
学

校
に

対
す

る
教

職
員

の
優

先
的

な
加

配
措

置
）

補
習

等
の

た
め

の
指

導
員

等
派

遣
事

業
ス

クー
ル

カウ
ンセ

ラー
、ス

クー
ル

ソ
ー

シ
ャル

ワ
ー

カー
の

配
置

（
私

⽴
）

私
⽴

⾼
等

学
校

等
経

常
費

助
成

費
補

助
⾦

（
特

別
補

助
）

養
護

教
諭

等
の

業
務

⽀
援

体
制

の
充

実
（

学
校

保
健

・⾷
育

推
進

体
制

⽀
援

事
業

）
、養

護
教

諭
の

更
な

る
資

質
能

⼒
の

向
上

（
⼼

理
・福

祉
分

野
に

強
み

を
持

つ
養

護
教

諭
の

養
成

・育
成

プ
ログ

ラム
開

発
事

業
）

夜
間

中
学

の
設

置
促

進
・充

実

都
道

府
県

、政
令

指
定

都
市

、市
区

町
村

実
施
主
体

国
︓

１
/３

、都
道

府
県

等
︓

２
/３

補
助
割
合

背
景
・課
題

○
不
登
校
児
童
⽣
徒
数

は
、⼩
・中
・⾼
で
約
42
万
⼈

に
の

ぼ
り、
過
去
最
多

の
状

況
。

○
平

成
28

年
12

⽉
に

「義
務

教
育

の
段

階
に

お
け

る
普

通
教

育
に

相
当

す
る

教
育

の
機

会
の

確
保

等
に

関
す

る
法

律
」が

成
⽴

し、
多

様
な

背
景

を
持

つ
不
登
校
児
童
⽣
徒
の
個
々
に

応
じた
教
育
の
機
会
の
確
保

に
資

す
る

た
め

、特
別

の
教

育
課

程
に

基
づ

く教
育

を
⾏

う学
校

（
学

び
の

多
様

化
学

校
）

の
整

備
等

が
求

め
られ

て
い

る
。

○
「経
済
財
政
運
営
と改

⾰
の
基
本
⽅
針
20
24

」（
令

和
６

年
６

⽉
閣

議
決

定
）

に
お

い
て

も
「学
び
の
多
様
化
学
校
の
設
置
促
進
・機
能
強
化

」を
明

記
。

○
「誰
⼀
⼈
取
り残

さ
れ
な
い
学
び
の
保
障
に
向
け
た
不
登
校
対
策
（
CO
CO
LO
プ
ラ
ン
）
」（

令
和

５
年

３
⽉

）
及
び
「第
４
期
教
育
振
興
基
本
計
画
」（

令
和

５
年

６
⽉

閣
議

決
定

）
に

基
づ

き
、令
和
９
年
度
ま
で
に
全
て
の
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
に
、将
来
的
に
は
希
望
す
る
児
童
⽣
徒
が
居
住
地
に
よ
らず
通
え
る
よ
う分

教
室
型
も
含
め
て
全
国

30
0校

の
設
置

を
⽬

指
す

。

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
児

童
⽣

徒
課

）

⽀
援
イ
メ
ー
ジ

＜
設

置
前

＞
＜

設
置

後
＞

設
置

準
備

委
員

会
運

営
ア
ド
バ

イ
ザ

ー

各
年

度
、１

⾃
治

体
50

0万
円

を
上

限
に

補
助

１
⾃

治
体

40
0万

円
を

上
限

に
補

助
R８

の
⽀

援
は

今
後

検
討

R
6
年

度
設
置

教
育

課
程

検
討

会

研
究

協
議

会
・
視
察

住
民

ニ
ー
ズ
調

査
・
説

明
会

広
報

活
動

プ
レ
イ
ル

ー
ム
等
設

置
経
費

教
職

員
研
修

広
報

活
動

教
育

課
程
検
討
会

R
7
年

度
設
置

R
8
年

度
設
置

X
－

１
年

X
－

２
年

※
令

和
６

年
度

以
降

に
設

置
す

る
教

育
委

員
会

を
対

象

学
び

の
多

様
化

学
校

の
設

置
を

検
討

す
る

⾃
治

体
に

対
して

、設
置

前
の

準
備

⽀
援

を⾏
うほ

か
、令

和
6年

度
以

降
に

学
び

の
多

様
化

学
校

を
設

置
す

る
⾃

治
体

に
対

して
、

設
置

後
の

運
営

⽀
援

を
⾏

う

学
校

に
行

き
づ
ら
い
児

童
生

徒
の

た
め
に
、

通
常
の
学
校
よ
り
授
業
時
間
数
が
少
な
い
な
ど
、

柔
軟

に
学

ぶ
こ
と
が

で
き
る
学

校
（
小

・
中

・
高

等
学

校
）

学
び
の
多
様
化
学
校

1.
4　

億
円

令
和

7年
度

予
算

額
（

案
）

1.
3　

億
円

）
（

前
年

度
予

算
額

１
⾃

治
体

30
0万

円
を

上
限

に
補

助
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夜
間
中
学
の
設
置
促
進
・充
実

ス
クー
ル
カウ
ンセ
ラー
、ス
クー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カー
の
配
置

⽇
本
語
の
指
導
を含

む
きめ
細
か
な
指
導
の
充
実

多
⾔
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
等
IC
Tを
活
⽤
した
⽀
援
の
充
実

（
帰
国
・外
国
⼈
児
童
⽣
徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
⽀
援
事
業
）

【関
連
施
策
】

学
び
の
多
様
化
学
校
の
設
置
促
進
及
び
教
育
活
動
の
充
実

公
⽴
学
校
施
設
の
整
備

学
び
や
⽣
活
に
関
す
る
課
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
教
職
員
の
加
配
措
置

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
初
等
中
等
教
育
企
画
課
）

1億
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

新
設
準
備
２
年
間
︓
１
／
３

※
上
限
40
0万

円
開
設
後
３
年
間
︓
１
／
３

※
上
限
25
0万

円
・夜
間
中
学
を
有
す
る
都
道
府
県
、政

令
指
定
都
市
、市

町
村

⼈
件
費
、諸

謝
⾦
、旅

費
、借

損
料
、消

耗
品
費
（
図
書
購
⼊
費
を
含

む
。）

、会
議
費
、通

信
運
搬
費
、雑

役
務
費
（
印
刷
製
本
費
を
含
む
。）

、
消
費
税
相
当
額
、⼀

般
管
理
費
、再

委
託
費

①
夜
間
中
学
新
設
準
備
・運
営
⽀
援
（
補
助
事
業
等
）

９
５
百
万
円

◆
新
設
準
備
・運
営
⽀
援

夜
間
中
学
新
設
準
備
に
伴
う協

議
会
等
の
設
置
、コ
ー
デ
ィネ
ー
ター
の
雇
⽤
、ニ
ー
ズ
調
査
実

施
、広

報
活
動
な
どの
設
置
に
向
け
た
準
備
に
係
る
経
費
及
び
開
設
後
の
円
滑
な
運
営
に
係
る

経
費
に
つ
い
て
、最

⼤
５
年
間
措
置
。

②
夜
間
中
学
に
お
け
る
教
育
活
動
充
実
（
委
託
事
業
）

１
３
百
万
円

夜
間
中
学
に
お
け
る
多
様
な
⽣
徒
の
実
態
等
に
応
じて
教
育
活
動
を

充
実
して
い
くた
め
に
必
要
な
環
境
整
備
等
の
在
り⽅

を検
証
。

夜
間
中
学
の
さ
らな
る
設
置
促
進

夜
間
中
学
の
教
育
活
動
の
充
実

◆
広
報
活
動

教
育
機
会
確
保
法
の
趣
旨
や
基
本
指
針
の
内
容
、夜

間
中
学
の
活
動
等
を
周
知
す
る
た
め
の

説
明
会
の
開
催
や
夜
間
中
学
を
周
知
す
る
ポ
ス
ター
を
作
成
・配
布
等
し、
国
⺠
の
理
解
を
増
進
。

（
⽂
部
科
学
省
直
接
執
⾏
予
算
）

補
助
割
合

補
助

対
象
経
費

諸
謝
⾦
（
報
償
費
を
含
む
。）

、報
酬
、旅

費
、消

耗
品
費
、印

刷
製
本
費
、

図
書
購
⼊
費
、通

信
運
搬
費
、借

料
及
び
損
料
、会

議
費
、雑

役
務
費
、備

品
費
、保

険
料
、委

託
費


IC
Tの
活
⽤
等
を含

め
た
⾼
齢
者
や
外
国
⼈
向
け
の
カリ
キ
ュラ
ム
開
発


不
登
校
経
験
者
⽀
援
の
た
め
の
相
談
体
制
の
整
備


他
市
町
村
の
夜
間
中
学
や
域
内
の
昼
間
の
中
学
校
、近

隣
の
定
時
制
⾼
校
との
連
携


効
果
的
な
学
校
⾏
事
や
校
外
活
動
等
の
在
り⽅


教
育
機
会
確
保
法
第
15
条
に
基
づ
く協
議
会
の
設
置
・活
⽤


不
登
校
学
齢
⽣
徒
向
け
⽀
援
の
モデ
ル
創
出

な
ど

委
託
先

委
託

対
象
経
費

委
託
先

・⼤
学
、⺠

間
企
業
等

夜
間
中
学
で
学
ぶ
に
あ
た
り⽇

本
語
指
導
が
必
要
な
⽣
徒
に
対
す
る
指
導
等
に
つ
い
て
、課

題
を
抱
え
て
い
る
⾃
治
体
が
多
くな
って
い
る
こと

等
を
踏
ま
え
、新

た
に
調
査
研
究
を実

施
。

③
夜
間
中
学
に
お
け
る
⽇
本
語
指
導
ガ
イド
ライ
ン作

成
の
た
め
の
調
査
研
究
（
委
託
事
業
）

８
百
万
円
（
新
規
）

夜
間
中
学
に
通
う⽣

徒
の
うち
、外

国
籍
の
⽅
が
約
３
分
の
２
を
占
め
て
い
る
こと
に
加
え
、⽇

本
国
籍
で
は
あ
る
も
の
の
外
国
に
ル
ー
ツが
あ
る
⽅
な
ど、
夜
間
中
学
で
学
ぶ
に
あ
た
り、
そも
そも
⽇
本
語
指
導

が
必
要
な
⽅
が
多
くな
って
い
る
。夜

間
中
学
の
教
員
は
、教

員
養
成
課
程
等
も
含
め
⽇
本
語
指
導
の
⼿
法
等
を習

得
して
い
な
い
、ま
た
は
、昼

間
の
中
学
校
に
お
い
て
指
導
経
験
も
な
い
こと
が
ほ
とん
どで
あ
り、

全
国
に
は
未
就
学
者
が
少
な
くと
も
約
9.
4万

⼈
、最

終
卒
業
学
校
が
⼩
学
校
の
者
が
約
80
.4

万
⼈
い
る
ほ
か
、近

年
不
登
校
児
童
⽣
徒
が
増
加
（
令
和
4年

度
は
約
29
.9
万
⼈
）
。さ
らに
、

出
⼊
国
管
理
法
の
改
正
に
よ
り、
外
国
⼈
の
数
が
増
加
。

⇒
義
務
教
育
を
実
質
的
に
受
け
る
機
会
が
な
か
った
⽅
に
とっ
て
、夜

間
中
学
が
ま
す
ま
す
重
要

な
役
割
を
果
た
す
。

（
参
考
︓
夜
間
中
学
の
設
置
状
況
）
令
和
２
年
度
に
１
校
、令

和
３
年
度
に
２
校
、令

和
４
年
度

に
４
校
、令

和
５
年
度
に
４
校
、令

和
６
年
度
に
11
校
が
新
設
され
、令

和
６
年
10
⽉
時
点
で
、

19
都
道
府
県
・1
3指

定
都
市
に
53
校
が
設
置
され
て
い
る
。そ
の
うち
4校

は
、学

び
の
多
様
化
学

校
を
併
設
。

背
景

教
育
機
会
確
保
法
等
（
※
１
）
に
基
づ
き
、義

務
教
育
の
機
会
を
実
質
的
に
保
障
す
る
た
め
、

以
下
を
進
め
る
。

（
※
１
）
平
成
28
年
12
⽉
に
「教
育
機
会
確
保
法
」が
成
⽴
。「
教
育
振
興
基
本
計
画
」、
「経
済

財
政
運
営
と改

⾰
の
基
本
⽅
針
20
24
」等
で
全
都
道
府
県
・指
定
都
市
に
少
な
くと
も

⼀
つ
の
夜
間
中
学
設
置
を
⽬
指
す
こと
とし
て
い
る
。

・
都
道
府
県
、指
定
都
市
等
に
お
け
る
夜
間
中
学
の
設
置
促
進

・
教
育
機
会
確
保
法
第
１
５
条
に
基
づ
く協
議
会
の
設
置
・活
⽤

・
多
様
な
⽣
徒
に
対
応
す
る
た
め
の
夜
間
中
学
の
教
育
活
動
の
充
実

⽬
的
・⽬
標

地
域
⽇
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
くり
の
推
進

外
国
⼈
の
⼦
供
の
就
学
促
進
事
業

（
７
２
百
万
円
）

（
１
３
百
万
円
）
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８．特別支援教育の充実 
 

令和 7 年度予算額（案）   5,082 百万円 
 (前年度予算額        4,570 百万円） 

 
１．要  旨 

障害のある子供たちを誰一人取り残さず、連続性のある多様な学びの場におい
て、一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導や必要な支援が行われるよう、
インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の更なる充実を図る。 

 
２．内  容 

（１）医療的ケアが必要な児童生徒等への支援  
◆医療的ケア看護職員の配置（拡充）  （４，５５０人分 ⇒ ４，９００人分） 

             4,562 百万円（4,037 百万円） 
  学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等による医

療的ケア看護職員の配置（校外学習や登下校時の送迎車両への同乗を含む）
を支援する。 

・実施主体：都道府県、市区町村、学校法人 

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3 

  私立幼稚園への医療的ケア看護職員配置に係る経費を都道府県等が負担
する場合、保育所と同様にその一部を補助する。 

・実施主体：都道府県等 ・負担割合：国 1/2、都道府県等 1/2 

 
◆学校における医療的ケア実施体制整備事業 

              31 百万円（32 百万円） 

  ①災害時を含む医療的ケアに関するガイドライン策定に向けた調査研究（新規）  
各自治体におけるガイドラインの策定を促進するため、災害時対応を含

む盛り込むべき事項など、参考となるひな形等を提示するための調査研究
を実施する。 

・委託先：民間団体等  ・箇所数：１箇所 

  ②医療的ケア児への保護者の負担軽減に関する調査研究 
  各自治体において保護者の付添いの状況等を分析し、保護者の負担軽減

に関する調査研究を実施する。 
・委託先：教育委員会  ・箇所数：5 箇所 

 

（２）発達障害のある児童生徒等への支援 
◆発達障害のある児童生徒等に対する支援事業（拡充） 

             89 百万円（50 百万円） 
① 発達障害のある幼児児童生徒に対する就学前からの切れ目のない支援体

制構築事業（新規） 
・「５歳児健康診査」の結果を有効に活用するなどして、発達障害のある

幼児児童等に対する就学前からの早期発見・早期支援、円滑な就学や就学
後の適切な支援、不登校の未然防止等、切れ目のない支援体制を構築する。 

・ 就学前の診断が困難とされている学習障害児に対する ICT を活用した
効果的な支援について実践研究を実施する。（※） 

・委託先：教育委員会、民間団体等 

・箇所数：7 箇所（幼稚園段階）、5 箇所（小学校段階）、1 箇所（民間団体等） 
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  ②効果的かつ効率的な巡回指導の実施に向けたモデル構築事業 
巡回指導を実施する自治体において、児童生徒にとって効果的かつ効率的

な通級による指導の実施に向けたモデル構築を行い、全国的な普及を図る。 
・委託先：教育委員会  ・箇所数：6 箇所 

  ③管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業 

 各都道府県等に設置されている教育センター等と連携して特別支援教育に

関する教員育成指標を作成し、管理職も含めた全ての教員が発達障害を含

む特別支援教育を取り組んでいくための体制構築等に関する研究を行う。 
・委託先：教育委員会  ・箇所数：4 箇所   

 

（３）インクルーシブ教育システムの更なる推進 
◆インクルーシブな学校運営モデル事業      77 百万円（79 百万円） 

  ①インクルーシブな学校運営モデルの構築 
  障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が交流及び共同学習を発展的

に進め、一緒に教育を受ける状況と、柔軟な教育課程及び指導体制の実現を
目指し、特別支援学校と小中高等学校のいずれかを一体的に運営するインク
ルーシブな学校運営モデルを構築する。 

・委託先：教育委員会・大学等  ・箇所数：12 箇所（新規２箇所） 

  ②モデルの成果普及（新規） 
  本事業を通して構築されたインクルーシブな学校運営モデルについて、 

シンポジウムの開催等を通じて、全国的な普及を図る。 
・委託先：民間団体  ・箇所数：1 箇所 

 

（４）ICT を活用した指導の充実 
◆ICT を活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実 

             70 百万円（100 百万円） 

  ①ICT 端末における著作教科書活用促進事業 
  文部科学省著作教科書（特別支援学校用）と連動したデジタル教材（動

画資料等）を作成し、障害の特性に応じた ICT 端末の効果的な活用の在り
方について研究を実施する。 

・委託先：教育委員会、大学、民間団体  ・箇所数：４箇所 

  ②学習障害のある児童生徒等に対する ICT を活用した効果的な支援に関する

実践研究(「発達障害のある児童生徒等に対する支援事業」の内数)(※再掲) 

 

（５）特別支援教育の指導等の充実 
◆聴覚障害教育の充実事業              40 百万円（新規） 

  ①児童生徒等向けコンテンツ開発 
  手話理解を含む聴覚障害教育の更なる充実に向けて、児童生徒等向けの

学習コンテンツや指導の手引き等を作成する。 
・委託先：民間団体等  ・箇所数：２箇所 

  ②保健・医療・福祉等の関係機関と連携した教育相談等の充実 
  聴覚障害を対象とする特別支援学校と保健・医療・福祉等の関係機関の

連携の在り方について調査研究を実施し、そのモデルを構築する。 
・委託先：教育委員会  ・箇所数：２箇所 
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◆外部専門家の配置等（拡充）         156 百万円（150 百万円） 

  ①外部専門家の配置（拡充） 
  専門的見地から、教員に助言等を行う、医師や理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、手話通訳士などの専門家の配置を支援する。 
・実施主体：都道府県、市区町村、学校法人 

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3 

  ②切れ目ない支援体制整備 
  災害時の非常用電源等の整備を含め、特別支援教育体制の整備を行う自

治体等のスタートアップに係る経費を支援する。 
・実施主体：都道府県、市区町村、学校法人 

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3 
 

上記取組のほか、教科書等の作成や学習指導要領の周知・徹底、及び特別支
援教育の理解啓発促進事業等に係る経費を計上。 
 
 

≪関連施策≫ 

・通級による指導担当教員の基礎定数化による教職員定数の改善を着実に実施（令和８年度までの 10 年計画） 

・特別支援学校に関する施設整備、バリアフリー対策への国庫補助〔補助率１／２（原則）〕 
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令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

51
億
円

（
前
年
度
予
算
額

46
億
円
）

◆
医

療
的

ケ
ア

看
護

職
員

の
配

置
4,

56
2百

万
円

(4
,0

37
百

万
円

)（
拡

充
）

 
4,

55
0人

分
⇒

 4
,9

00
人

分
（

＋
35

0人
）

・
医
療
的
ケ
ア看

護
職
員
の
配
置

(校
外
学
習
や
登
下
校
時
の
送
迎
車
両
へ
の
同
乗
を含

む
)を

   
 支
援

・
私
立
幼
稚
園
へ
の
医
療
的
ケ
ア看

護
職
員
配
置
に
係
る
経
費
を都

道
府
県
等
が
負
担
す
る

場
合
、保

育
所
と同

様
に
その
一
部
を補

助
。

医
療

的
ケ

ア
が

必
要

な
児

童
生

徒
等

へ
の

支
援

◆
外

部
専

門
家

の
配

置
等

15
6百

万
円

(1
50

百
万

円
）

(拡
充

)
・
専
門
的
見
地
か
ら、
教
員
に
助
言
等
を行

う、
医
師
や
理
学
療
法
士
、作

業
療
法
士
、

言
語
聴
覚
士
、手

話
通
訳
士
な
どの
専
門
家
の
配
置
を支

援
・
災
害
時
の
非
常
用
電
源
等
の
整
備
を含

め
、特

別
支
援
教
育
体
制
の
整
備
を行

う自
治
体
等

   
 の
ス
ター
トア
ップ
に
係
る
経
費
を支

援
◆

特
別

支
援

学
校

の
セ

ン
タ

ー
的

機
能

強
化

に
か

か
る

教
職

員
定

数
の

改
善

(拡
充

)

◆
聴

覚
障

害
教

育
の

充
実

事
業

40
百

万
円

（
新

規
）

①
手
話
理
解
を含

む
聴
覚
障
害
教
育
の
充
実
に
向
け
て
、児

童
生
徒
等
向
け
の
学
習
コン
テ
ンツ
や

   
  指

導
の
手
引
き等

を作
成

②
各
自
治
体
に
お
け
る
保
健
・医
療
・福
祉
等
の
関
係
機
関
と連

携
した
聴
覚
障
害
の
あ
る
児
童

   
  生

徒
等
や
保
護
者
へ
の
教
育
相
談
等
を充

実

特
別

支
援

教
育

の
指

導
体

制
等

の
充

実

◆
学

校
に

お
け

る
医

療
的

ケ
ア

実
施

体
制

整
備

事
業

31
百

万
円

(3
2百

万
円

)
①

災
害

時
を

含
む

医
療

的
ケ

ア
に

関
す

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
策

定
に

向
け

た
調

査
研

究
（

新
規

）
・
各
自
治
体
に
お
け
る
ガ
イド
ライ
ンの
策
定
を促

進
す
る
た
め
、災

害
時
対
応
を含

む
盛
り込

む
べ
き

事
項
な
ど、
参
考
とな
る
ひ
な
形
等
を提

示
す
る
た
め
の
調
査
研
究
を実

施
②

医
療

的
ケ

ア
児

へ
の

保
護

者
の

負
担

軽
減

に
関

す
る

調
査

研
究

・
保
護
者
の
付
添
い
の
状
況
等
を分

析
し、
保
護
者
の
負
担
軽
減
に
関
す
る調

査
研
究
を実

施

発
達

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
等

へ
の

支
援

◆
発

達
障

害
の

あ
る

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
支

援
事

業
89

百
万

円
（

50
百

万
円

）
（

拡
充

）
①

発
達

障
害

の
あ

る
幼

児
児

童
生

徒
に

対
す

る
就

学
前

か
ら

の
切

れ
目

の
な

い
支

援
体

制
構

築
事

業
46

百
万

円
（

新
規

）

◆
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

な
学

校
運

営
モ

デ
ル

事
業

77
百

万
円

（
79

百
万

円
）

・
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
と障

害
の
な
い
児
童
生
徒
が
交
流
及
び
共
同
学
習
を発

展
的
に
進
め
、一

緒
に
教
育
を受

け
る
状
況
と、
柔
軟
な
教
育
課
程
及
び
指
導
体
制
の
実
現
を目

指
し、
特
別
支
援
学
校
と

   
   
小
中
高
等
学
校
の
い
ず
れ
か
を一

体
的
に
運
営
す
るイ
ンク
ル
ー
シ
ブな
学
校
運
営
モ
デ
ル
を構

築
し、
シ
ンポ
ジ
ウム
の
開
催
等
を通

じて
、そ
の
成
果
普
及
を実

施

◆
IC

Tを
活

用
し

た
障

害
の

あ
る

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
指

導
の

充
実

事
業

70
百

万
円

（
10

0百
万

円
）

   
 ・
文
部
科
学
省
著
作
教
科
書

(特
別
支
援
学
校
用

)と
連
動
した
デ
ジ
タル
教
材

(動
画
資
料
等

)を
作
成
し、
障
害
の
特
性
に
応
じた

IC
T端

末
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り方

に
つ
い
て
研
究
を実

施
◆

【再
掲

】学
習

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
等

に
対

す
る

IC
Tを

活
用

し
た

効
果

的
な

支
援

に
関

す
る

実
践

研
究

18
百

万
円

(新
規

)
※

「発
達

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
等

に
対

す
る

支
援

事
業

」の
内

数

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
に

対
す

る
指

導
の

充
実

IC
Tを

活
用

し
た

指
導

の
充

実

イ
ン

ク
ル

ー
シ

ブ
教

育
シ

ス
テ

ム
の

更
な

る
推

進

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励

費
、独

立
行

政
法

人
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

運
営

費
交

付
金

等
を

別
途

計
上

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
特
別
支
援
教
育
課
）

特
別

支
援

教
育

の
充

実
障

害
の

あ
る

子
供

た
ち

を
誰

一
人

取
り残

さ
ず

、連
続

性
の

あ
る

多
様

な
学

び
の

場
に

お
い

て
、一

人
一

人
の

教
育

的
ニ

ー
ズ

に
応

じた
適

切
な

指
導

や
必

要
な

支
援

が
行

わ
れ

る
よ

う、
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

教
育

シ
ス

テ
ム

構
築

の
た

め
の

特
別

支
援

教
育

の
更

な
る

充
実

を
図

る

・
「５
歳
児
健
康
診
査
」の
健
診
結
果
を有

効
に
活
用
す
るな
どし
て
、発

達
障
害
の
あ
る幼

児
児
童
等
に
対
す
る
就
学
前
か
らの
早
期
発
見
・早
期
支
援
、円

滑
な
就
学
や
就
学
後
の
適
切
な
支
援
、不

登
校
の

   
 未
然
防
止
等
、切

れ
目
の
な
い
支
援
体
制
を構

築
・
就
学
前
の
診
断
が
困
難
とさ
れ
て
い
る学

習
障
害
児
に
対
す
る

IC
Tを
活
用
した
効
果
的
な
支
援
に
つ
い
て
実
践
研
究
を実

施
②

効
果

的
か

つ
効

率
的

な
巡

回
指

導
の

実
施

に
向

け
た

モ
デ

ル
構

築
③

管
理

職
を

は
じ

め
とす

る
教

員
の

理
解

啓
発

・専
門

性
向

上
の

た
め

の
体

制
構

築
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９．道徳教育の充実 
                                      

令和 7 年度予算額（案）    4,298 百万円 

(前年度予算額          4,270 百万円） 
 

  １．要  旨 

 小学校・中学校では、「特別の教科 道徳」を要として、「考え、議論する道徳」

へと質的な転換を図っているが、令和４年度小学校学習指導要領実施状況調査結果

（速報版）では、教師の指導に関する認識と児童の受け止めに関する認識に差があり、

より一層「考え議論する道徳」の質的充実等の視点からの授業改善を図っていくこと

が必要である。 

また、同調査結果では「特別の教科 道徳」と特別活動でのいじめ未然防止に係る

取組の充実に向けた児童の受け止めに相関が見られており、令和５年度全国学力・学

習状況調査の追加分析（令和６年５月公表）からは「特別の教科 道徳」や特別活動

等の取組と児童生徒の Well-being に相関が見られている。児童生徒のいじめや自殺

等への対応が喫緊の課題である中、小・中学校、高等学校を通じて、学校教育全体を

通じた道徳教育を推進していくことが一層重要である。 

 

 

  ２．内  容 

    ○よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育の推進等 

（１）道徳教育アーカイブの充実 

 道徳の「特別の教科」化の趣旨を踏まえ、「考え、議論する道徳」の授業づ

くりの参考となる授業動画をはじめ様々な情報を発信する「道徳教育アーカイ

ブ」の充実を図ることで、教師の授業改善を支援する。 

 

  （２）学校や地域等が抱える課題に応じた取組の支援 

・道徳科の授業改善に向けた指導や評価方法の研究・成果普及、道徳教育推進教

師を中心とした体制構築の取組 

・外部講師の派遣や地域教材の活用、家庭や地域との連携等、地域の特色を生か

した道徳教育の実践 

・学校教育全体を通じた道徳教育の充実に向けた取組（生命の大切さの自覚やい

じめ未然防止に資する取組等） 

・「特別の教科」化以降の各地域での実践的知見の見える化・共有化 

等の取組を支援する。 

 

（３）「総合的な探究の時間」の質向上を通じた道徳教育の充実 

道徳教育を通じた、未来を拓く主体性のある日本人の育成に向けて、高校「総

合的な探究の時間」における、現代的な諸課題に対する探究活動を発展・充実さ

せるための実践研究を実施する。 
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  （４）道徳科の教科書の無償給与 

 小学校及び中学校の道徳科の教科書を無償給与する。 

 

  【連携重点施策】 

   ・いじめ対策・不登校支援等総合推進事業 

   ・健全育成のための体験活動推進事業 

   ・情報モラル教育推進事業 

   ・道徳教育推進研修（独立行政法人教職員支援機構において実施） 

   ・教員研修高度化推進支援事業 
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43
億
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
43
億
円

（
前
年
度
予
算
額

背
景

背
景

・課
題

②
学

校
や

地
域

等
が

抱
え

る
課

題
に

応
じた

取
組

の
⽀

援
•
道
徳
科
の
授
業
改
善
に
向
け
た
指
導
や
評
価
⽅
法

の
研
究
・成
果
普
及
、道

徳
教
育
推
進
教
師
を
中

⼼
とし
た
体
制
構
築
の
取
組

•
外

部
講

師
の

派
遣

や
地

域
教

材
の

活
⽤

、家
庭

や
地

域
との

連
携

等
、地

域
の

特
⾊

を
⽣

か
した

道
徳

教
育

の
実

践
•

学
校

教
育

全
体

を
通

じた
道

徳
教

育
の

充
実

に
向

け
た

取
組

（
⽣

命
の

⼤
切

さ
の

⾃
覚

や
い

じめ
の

未
然

防
⽌

に
資

す
る

取
組

等
）

•
「特
別
の
教
科
」化
以
降
の
各
地
域
で
の
実
践
的

知
⾒
の
⾒
え
る
化
・共
有
化

等

➀
道

徳
教

育
ア

ー
カ

イ
ブ

の
充

実
道
徳
の
「特
別
の
教
科
」化
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、「

考
え

、議
論

す
る

道
徳

」の
授

業
づ

くり
の

参
考

とな
る

授
業

動
画
を
は
じめ

様
々
な
情
報
を
発
信
す
る

「道
徳

教
育

ア
ー

カ
イ

ブ
」の

充
実

を
図

る
こと

で
、教

師
の

授
業

改
善

を
⽀

援
す
る
。

ま
た
、(
独
)教
職
員
⽀
援
機
構
(N
IT
S)
や
各
教
育
委
員
会

等
との
相
互
の
連
携
に
よ
り活

⽤
促
進
、認

知
度
向
上
を
図
る
。


従
前
の
「道
徳
の
時
間
」を

「特
別

の
教

科
道

徳
」（

道
徳

科
）

とし
て

位
置

付
け

た
学

習
指

導
要

領
が
、平

成
30

年
度

か
ら⼩

学
校

、令
和

元
年

度
か

ら中
学

校
で

全
⾯

実
施
。答

え
が
⼀
つ
で
は
な
い
道
徳
的
な
課
題
を
⾃
分
⾃
⾝
の
問
題
とし
て
捉
え
向
き
合
う「

考
え

、議
論

す
る

道
徳

」へ
と質

的
な

転
換
を
図
って
い
る
。


令
和
４
年
度
⼩
学
校
学
習
指
導
要
領
実
施
状
況
調
査
結
果
（
速
報
版
）
（
令
和
６
年
７
⽉
公
表
）
で
は
、「
特
別
の
教
科
道
徳
」の
⽬
標
の
実
現
に
向
け
た
取
組
に
つ
い
て
、教

師
の

指
導

に
関

す
る

認
識

と児
童

の
受

け
⽌

め
に

関
す

る
認

識
に

差
が
あ
り、

よ
り⼀

層
「考

え
、議

論
す

る
道

徳
」の

質
的

充
実

等
の

視
点

か
らの

授
業

改
善

を
図

って
い

くこ
とが

必
要
。


ま
た
、「

特
別

の
教

科
道

徳
」と

特
別

活
動

で
の

い
じめ

未
然

防
⽌

に
係

る
取

組
の

充
実

に
向

け
た

児
童

の
受

け
⽌

め
に

は
相

関
が
⾒
られ
て
お
り、
ま
た
、令

和
５
年
度
全
国
学
⼒
・学

習
状
況
調
査
の
追
加
分
析
（
令
和
６
年
５
⽉
公
表
）
か
らは
、「

特
別

の
教

科
道

徳
」や

特
別

活
動

等
の

取
組

と児
童

⽣
徒

の
W

el
l-

be
in

gに
は

相
関
が
⾒
られ
て
い
る
。児

童
⽣
徒
の
い

じめ
や
⾃
殺
等
へ
の
対
応
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
中
、⼩

・中
学

校
、⾼

等
学

校
を

通
じて

、学
校

教
育

全
体

を
通

じた
道

徳
教

育
を

推
進

して
い

くこ
とが

⼀
層

重
要
。

委
託
先

・⺠
間
団
体
（
➀
）

・⾃
治
体
、学

校
設
置
者
（
②
※
、③

）
※
②
は
⼩
中
⾼
い
ず
れ
も
取
り組

む
こと
を
条
件

箇
所
数

単
価

・１
箇
所

19
百
万
円
（
➀
）

・6
0箇

所
４
百
万
円
／
箇
所
（
②
）

・５
箇
所

６
百
万
円
／
箇
所
（
③
）

◆
い
じめ
対
策
・不
登
校
⽀
援
等
総
合
推
進
事
業

◆
健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

◆
情
報
モ
ラル
教
育
推
進
事
業

◆
道
徳
教
育
推
進
研
修

◆
教
員
研
修
⾼
度
化
推
進
⽀
援
事
業

1.
よ

りよ
い

⽣
き

⽅
を

実
践

す
る

⼒
を

育
む

道
徳

教
育

の
推

進
2.

7億
円

（
2.

7億
円

）

連
携

重
点

施
策

2.
 道

徳
科

の
教

科
書

の
無

償
給

与
（

⼩
・中

学
校

分
）

40
億

円
（

40
億

円
）

⼩
学
校
及
び
中
学
校
の
道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
を
実
施
。

道
徳

教
育

の
充

実

③
「総

合
的

な
探

究
の

時
間

」の
質

向
上

を
通

じた
道

徳
教

育
の

充
実

道
徳
教
育
を
通
じた
、未

来
を
拓
く主
体
性
の
あ
る
⽇

本
⼈
の
育
成
に
向
け
て
、⾼

校
「総
合
的
な
探
究
の
時

間
」に
お
け
る
、⾃

⼰
の

在
り⽅

⽣
き

⽅
と⼀

体
不

可
分

な
課

題
に

対
す

る
探

究
活

動
を

発
展

・充
実

さ
せ

る
た

め
、

実
践

研
究

を
実

施
す
る
。

●
⽇
本
社
会
が
抱
え
る
現
代
的
な
諸
課
題
を
テ
ー
マ

とし
た
実
証
モ
デ
ル
を
創
出
。

✓
学
校
と外

部
専
⾨
家
、⺠

間
企
業
等
との
連
携
充

実
の
た
め
、連

絡
調
整
に
係
る
⽀
援
を
実
施

✓
⽣
徒
の
フィ
ー
ル
ドワ
ー
ク、
イン
タビ
ュー
、実

地
体

験
等
の
直
接
的
な
体
験
活
動
に
つ
い
て
⽀
援

（
担
当
︓
１
．
初
等
中
等
教
育
局
教
育
課
程
課
、２

．
初
等
中
等
教
育
局
教
科
書
課
）
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初
等
中
等
教
育
局
教
育
課
程
課
教
育
課
程
第
一
係

工
夫
事
例（
指
導
案
）

各
都
道
府
県
等
で
行
わ
れ
て
い
る
道
徳
の

授
業
の
実
践
例（
指
導
案
）の
う
ち
、「
考
え
、

議
論
す
る
道
徳
」の
授
業
づ
く
り
の
参
考
と

な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
例
を
紹
介
。

文
部
科
学
省
作
成
資
料

教
育
委
員
会
作
成
指
導
資
料

授
業
で
使
え
る
郷
土
教
材

教
科
書
と
あ
わ

せ
て
、授
業
で
活

用
で
き
る
郷
土

の
伝
統
や
文
化
、

偉
人
な
ど
に
関

す
る
も
の
な
ど
、

各
都
道
府
県
等

が
作
成
し
た
地

域
の
特
色
あ
る

教
材
を
紹
介
。　

各
都
道
府
県
等

の
教
育
委
員
会

が
、教
師
向
け
に

独
自
で
作
成
し

た
道
徳
教
育
の

ポ
イ
ン
ト
等
を
ま

と
め
た
指
導
資

料
や
実
践
資
料

集
等
を
掲
載
。

「
私
た
ち
の
道
徳
」

や「
心
の
ノ
ー
ト
」

等
、こ
れ
ま
で
文

部
科
学
省
に
お
い

て
作
成
し
て
き
た

教
材
を
ま
と
め
て

掲
載
。

実
際
の
授
業
の
映
像
と
授
業
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

を
通
し
て
、「
考
え
、議
論
す
る
道
徳
」の
授
業
づ
く
り

の
参
考
と
な
る
工
夫
の
ポ
イ
ン
ト
を
紹
介
。研
修
等

に
お
い
て
も
活
用
し
や
す
い
よ
う
に
１
事
例
２
０
分

程
度
の
動
画
と
し
て
編
集
し
て
い
る
。 「
自
分
な
ら
ば

こ
う
い
う
工
夫
を
す
る
」「
こ
の
発
問
は
効
果
的
で
あ

る
」
と
い
っ
た
こ
と
を
話
し
合
っ
た
り
、
検
討
し
た
り

す
る
な
ど
、
様
々
な
方
法
で
活
用
い
た
だ
く
こ
と
を

想
定
。文
部
科
学
省
で
は
、「
特
別
の
教
科
 道
徳
」の
趣
旨
の
実
現
を

図
る
た
め
、「
考
え
、議
論
す
る
道
徳
」の
授
業
づ
く
り
の
参
考
と
な
る

映
像
資
料
等
を
提
供
し
、学
校
の
取
組
を
全
力
で
支
援
し
ま
す
。

全
国
の
優
れ
た
実
践
事
例・
参
考
資
料
を
集
め
た
教
師
の
た
め
の
W
eb
サ
イ
ト

ht
tp
s:
//
d
ou

to
ku

.m
ex

t.
go

.jp

道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ

授
業
映
像

い
じ
め
防
止
を
扱
う
実
践
事
例

道
徳
の
授
業
に
お
け
る
実
践
例
に
加
え
、

特
別
活
動（
生
徒
会
活
動
）で
取
り
組
む
事

例
を
含
め
、各
都
道
府
県
で
実
際
に
行
わ

れ
て
い
る
、い
じ
め
の
防
止
に
関
わ
る
具

体
的
な
問
題
場
面
を
取
り
扱
っ
た
事
例
を

紹
介
。

道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ

道
徳
教
育
を
知
る
た
め
の
資
料

道
徳
教
育
を
知
る
た
め
の
基
礎
資
料
と
し

て
、道
徳
の「
特
別
の
教
科
」化
の
経
緯
に

関
す
る
資
料
、学
習
指
導
要
領
解
説
や
研

修
用
資
料
、道
徳
教
育
実
施
状
況
調
査
の

結
果
及
び
結
果
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
の
教

科
調
査
官
に
よ
る
解
説
動
画
な
ど
を
掲
載
。
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 １０．子供の体験活動の推進 

 

                                    令和 7 年度予算額（案）    108 百万円 

                                    (前年度予算額         108 百万円） 

 

 １．要  旨 

    子供たちの豊かな成長に欠かせない、自然体験、農山漁村体験、海業 

  体験、登山、文化芸術体験など様々な体験活動を通じ、児童生徒の豊かな 

  人間性や社会性を育むとともに、自己有用感を高め、自らの役割を意識さ 

  せるなど一人一人のキャリア発達を促す。 

  

 ２．内  容 

 （１）健全育成のための体験活動推進事業      99 百万円( 99 百万円) 

    （学校を核とした地域力強化プランの一部） 

                【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕 

   宿泊体験事業 

       ・小学校、中学校、高等学校等における取組(322 校→371 校) 

       ・学校教育における農山漁村体験活動の導入のための取組(67 地域) 

       ・教育支援センター等における体験活動の取組(67 地域) 

 

 

 （２）小・中・高等学校等における起業体験推進事業【後掲】 

9 百万円（ 9 百万円） 

小・中・高等学校等において、児童生徒のチャレンジ精神や、情報収集 

・分析力、コミュニケーション力等、これからの時代に求められる起業家 

精神及び起業家的資質・能力の育成を目指した起業体験活動を行うモデル 

を構築し、全国への普及を図る。 

 令和７年度は、民間企業等を委託先に追加し、企業目線に立った本物志 

向の起業体験活動を実施。 

（都道府県・市区町村×3 地域、民間企業等×1 機関） 

 

 

    ≪関連施策≫ 

       ○補習等のための指導員等派遣事業 

         ・公立学校における体験活動の実施をサポートする人材の配置について 

     支援〔補助率１／３〕 

66



1

健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

経
済
財
政
運
営
と改

⾰
の
基
本
⽅
針
20
24

（
R6
.6
.2
1閣

議
決
定
）

『豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
た
め
の
⾃
然
等
の
体
験

活
動
（
略
）
等
を
推
進
す
る
とと
も
に
…
』

教
育
振
興
基
本
計
画

（
R5
.6
.1
6閣

議
決
定
）

『○
体
験
活
動
・交
流
活
動
の
充
実

・新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
の
影
響
な
どに
よ
り減

少
した
⻘
少

年
の
体
験
活
動
の
機
会
の
充
実
の
た
め
、地

域
・企
業

・⻘
少
年
教
育
団
体
・学
校
等
の
連
携
に
よ
り、
学
校

や
⻘
少
年
教
育
施
設
等
に
お
け
る
⾃
然
体
験
活
動
や

集
団
宿
泊
体
験
活
動
な
ど様

々
な
体
験
活
動
の
充
実

に
取
り組

む
（
略
）
。

・異
な
る
組
織
や
集
団
の
境
界
を
越
え
た
交
流
活
動
の
機

会
充
実
の
た
め
、様

々
な
体
験
・交
流
活
動
（
⾃
然

体
験
活
動
、農

⼭
漁
村
体
験
活
動
、国

際
交
流
活
動

、地
域
間
交
流
活
動
等
）
の
充
実
に
取
り組

む
。』

ま
ち
・ひ
と・
しご
と創

⽣
基
本
⽅
針
20
21

（
R3
.6
.1
8閣

議
決
定
）

『⼦
供
の
⽣
き
る
⼒
を
育
む
とと
も
に
、将

来
の
地
⽅
へ
の

UI
Jタ
ー
ンの
基
礎
を
形
成
す
る
た
め
、農

⼭
漁
村
体
験

に
参
加
す
る
学
校
等
（
送
り側

）
や
体
験
の
実
施
地

域
で
あ
る
農
⼭
漁
村
（
受
⼊
側
）
を
⽀
援
す
る
』

99
百
万
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
99
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

都
道
府
県
・市
区
町
村

実
施
主
体

⼩
・中
・⾼
等
学
校
等

対
象
校
種

国
１
／
３

補
助
割
合

交
通
費
、講

師
や
コー
デ
ィ

ネ
ー
タ―

の
報
酬
・謝
⾦
な
ど

補
助
対
象
経
費

事
業
⽬
的

○
学
校
とよ
り広

い
コミ
ュニ
テ
ィが
相
互
に
連
携
・協
働
す
る
活
動
とし
て
の
体
験
活
動
の
機
会
の
充
実
す
る
こと
で
、⾃

⼰
肯
定
感
や
協
調
性
な
ど、
児
童
⽣
徒
の
ウェ
ル
ビー
イン
グ
の
向
上

を
図
る
。

○
⼦
供
た
ち
の
豊
か
な
成
⻑
に
⽋
か
せ
な
い
、⾃

然
体
験
、農

⼭
漁
村
体
験
、海

業
体
験
、登

⼭
、⽂

化
芸
術
体
験
な
どの
様
々
な
体
験
活
動
を
引
き
続
き
着
実
に
⽀
援
。

学
校
等
に
お
け
る
宿
泊
体
験
活
動
の
取
組
に
対
す
る
着
実
な
⽀
援

（
１
）
宿
泊
体
験
事
業

①
⼩
学
校
、中
学
校
、⾼
等
学
校
等
に
お
け
る
取
組

・学
校
教
育
活
動
に
お
け
る
２
泊
３
⽇
以
上
の
宿
泊
体
験
活
動
の
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

②
学
校
教
育
に
お
け
る
農
⼭
漁
村
体
験
活
動
の
導
⼊
の
た
め
の
取
組

・教
育
委
員
会
が
主
催
す
る
夏
休
み
期
間
中
等
に
希
望
者
を
募
って
⾏
う取

組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

・農
⼭
漁
村
体
験
活
動
を
これ
ま
で
実
施
して
い
な
い
⾼
等
学
校
等
の
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

③
教
育
⽀
援
セ
ン
タ
ー
等
に
お
け
る
体
験
活
動
の
取
組

・教
育
委
員
会
が
主
催
す
る
教
育
⽀
援
セ
ンタ
ー
等
に
お
け
る
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

（
２
）
体
験
活
動
推
進
協
議
会
（
各
都
道
府
県
・市
区
町
村
）

・各
都
道
府
県
・市
区
町
村
に
お
い
て
、様

々
な
体
験
活
動
を
推
進
して
い
く上
で
の
課
題
や
成
果
に
つ
い
て
協
議
を

⾏
った
り、
好
事
例
の
収
集
、各

学
校
へ
の
情
報
提
供
や
取
組
の
普
及
を
図
る
た
め
に
開
催
す
る
協
議
会
へ
の
補
助

事
業
概
要

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
児
童
⽣
徒
課
）
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１１．キャリア教育・職業教育の充実  

 
令和 7 年度予算額（案）   236 百万円 
(前年度予算額        269 百万円） 

 
１．要  旨 

小学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高校におけるインターンシ
ップ等のキャリア教育を推進するとともに、専門高校においては、最先端の職
業人材育成のさらなる推進を図る。 

 
２．内  容 
（１）将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業 

18 百万円(18 百万円) 
① キャリア教育の普及・啓発 
キャリア教育推進連携シンポジウムの開催等 

 
② 小・中・高等学校等における起業体験推進事業 

   小・中・高等学校等において、児童生徒のチャレンジ精神や、情報収集・
分析力、コミュニケーション力等、これからの時代に求められる起業家精神
及び起業家的資質・能力の育成を目指した起業体験活動を行うモデルを構築
し、全国への普及を図る。 

   令和７年度は、民間企業等を委託先に追加し、企業目線に立った本物志向
の起業体験活動を実施。 

    （都道府県・市区町村×3 地域、民間企業等×1 機関） 
 

③ 地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業 
（学校を核とした地域力強化プランの一部） 
【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕 

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県・市区町村に配置し、
地元企業等と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深め
るキャリア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。 

    （キャリアプランニングスーパーバイザーの配置：15 人） 
 
 

（２）マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）【再掲】 

 218 百万円（251 百万円） 
  デジタルトランスフォーメーション（DX）、六次産業化等、産業構造・仕
事内容は急速かつ絶えず革新しており、さらに新型コロナウイルス感染症の
感染拡大を契機として、こうした革新の流れは一層急激になっていくことが
予見される。我が国の産業の発展のためには、成長産業化を図る産業界と専
門高校が一体となり、地域産業の持続的な成長を牽引する最先端の職業人材
育成の取組を全国的に推進することが必要である。このため、産業界等と一
体となった教育課程開発等の先進的取組の推進や、先進的取組を行う都道府
県等・専門高校が中核となって牽引する、産業界等と連携した人材育成の広
域ネットワークの構築、産業界等との連携に課題のある地域の連携体制強化
の取組等を実施する。 
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将
来
の
在
り
方
・
生
き
方
を
主
体
的
に
考
え
ら
れ
る
若
者
を
育
む

キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
事
業

〇
児
童
生
徒
一
人
一
人
の
社
会
的
・
職
業
的
自
立
に
向
け
必
要
な
基
盤
と
な
る

資
質
・
能
力
を
育
成
す
る
た
め
、
体
験
的
な
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進
が
重
要
。

〇
そ
の
た
め
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
意
義
の
普
及
・
啓
発
や
、
教
育
関
係
者
と
地
域
・

社
会
、
産
業
界
等
が
連
携
・
協
働
し
た
取
組
の
推
進
等
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
を

充
実
し
て
い
く
。

背
景
・
課
題

◆
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
連
携
表
彰
等
の
実
施

 
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
意
義
の
普
及
・
啓
発
と
推
進
に
資
す
る
た
め
、
学
校
、
地
域
・社

会
及
び
産
業
界
等
の
関
係
者
が
一
堂
に
会
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
、
文
科
省
・経

産
省
・厚

労
省

の
共
催
で
開
催
し
、
最
新
の
情
報
の
提
供
や
事
例
の
紹
介
を
行
う
と
と
も
に
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実
・発

展
に
向
け
優
れ
た
取
組
を
実
施
し
て
い
る
団
体
等
を
表
彰
す
る
。

事
業
内
容

 令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

1
8
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

1
8
百
万
円
）

１
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
普
及
・
啓
発

１
百
万
円
（
１
百
万
円
）

２
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
体
制
の
構
築

１
７
百
万
円
（
１
７
百
万
円
）

◆
小
・
中
・
高
等
学
校
等
に
お
け
る
起
業
体
験
推
進
事
業

 
９
百
万
円
（
９
百
万
円
）

小
・中

・高
等
学
校
等
に
お
い
て
、
児
童
生
徒
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
、
創
造
性
・探

究
心
等
の
「起

業
家
精
神
」や
、
情
報
収
集
・分

析
力
、
判
断
力
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
力
等
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
「起
業
家
的
資
質
・
能
力
」の
育
成
を
目
指
し
た
起
業
体
験
活
動
を
行
う
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
全
国
へ
の
普
及
を
図
る
。

 令
和

7
年
度
は
、
民
間
企
業
等
を
委
託
先
に
追
加
し
、
企
業
目
線
に
立
っ
た
本
物
志
向
の
起
業
体
験
活
動
を
実
施
。

◆
地
域
を
担
う
人
材
育
成
の
た
め
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

８
百
万
円
（

 ８
百
万
円
）

【
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
の
一
部
】

「キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
」を
都
道
府
県
等
に
配
置
し
、
地
元
企
業
等
と
連
携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
及
び
地
元
へ
の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャ
リ
ア
教
育
の

推
進
等
を
通
じ
、
地
元
に
就
職
し
地
域
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
。
（
配
置
人
員

1
5
名
）

専
門
家
等
の
報
酬
、
旅
費
、

印
刷
費
等

小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
等

都
道
府
県

市
区
町
村

補
助
率
（
国

:1
/3

 県
市

:2
/3
）

諸
謝
金
、
旅
費
等

対
象
校
種

実
施
主
体

補
助

割
合

補
助

対
象
経
費

Ⅰ
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
等

Ⅰ
都
道
府
県
・市

区
町
村
：

3
地
域

委
託

対
象
経
費

対
象

委
託
先

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
児
童
生
徒
課
）

◆
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針

2
0

2
4
（

R
6

.6
.2

1
閣
議
決
定
）

・豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
た
め
の
自
然
等
の
体
験
活
動
・
読
書
活
動
・キ
ャ
リ
ア
教
育
・

職
業
教
育
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
（
略
）

・ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
担
う
人
材
の
育
成
や
国
内
外
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
の
た
め
、
（
略
）
ア
ン
ト

レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
の
充
実
（
略
）
に
取
り
組
む
。

◆
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0

2
4
改
訂
版

（
R

6
.6

.2
1
閣
議
決
定
）

・グ
ロ
ー
バ
ル
思
考
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
担
い
手
を
育
成
す
る
た
め
、
海
外
派
遣
も
含
め
ア
ン
ト
レ

プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
を
質
・
量
と
も
に
充
実
す
る
。
 

Ⅱ
民
間
企
業
等

Ⅱ
民
間
企
業
等
：

1
機
関
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小
・
中
・
高
等
学
校
等
に
お
け
る
起
業
体
験
推
進
事
業

背
景
・
課
題

事
業
内
容

9
百
万
円

 令
和

7
年
度
予
算
額
（
案
）

（
前
年
度
予
算
額

9
百
万
円
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
流
れ
（
例
）

1 2 43 5 6 7 8

市
場

調
査

調
査
結
果
の
分
析

商
品
開
発

 ・
 評
価
会

（
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
）

会
社

設
立

資
金
調
達

（
出
資
金
を
募
る
）

宣
伝
活
動

 &
 製
作
活
動

販
売

活
動

収
支
決
算

&
御
礼

小
学
校

・
教
科
等
の
学
び
を
生
か
す

・
地
域
の
住
民
や
産
業
と
の
連
携

中
学
校

・
創
造
性
・
探
求
心
や
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
等
、
起
業
家

精
神
や
起
業
家
的
資
質
・
能
力
の
育
成

・地
域
課
題
解
決
や
地
域
活
性
化
を
意
識
し
た

商
品
開
発
や
シ
ス
テ
ム
の
構
築
な
ど
新
し
い
価
値

の
創
造

高
等
学
校

・
起
業
家
精
神
や
起
業
家
的
資
質
・
能
力
の
育
成

・
起
業
の
意
義
や
会
社
設
立
の
手
続
き
等
を
体
験

的
に
学
ぶ

・
行
政
や
地
域
の
経
済
団
体
等
と
連
携
・協

働

発
達
段
階
を
考
慮
し
た
系
統
性
（
例
）

民
間
企
業
等

対
象

１
機
関

委
託
先

事
務
局
職
員
・専

門
家
等

の
報
酬
、
旅
費
等

委
託

対
象
経
費

＜
取
組
の
イ
メ
ー
ジ
＞

・小
学
校
か
ら
高
等
学
校
等
ま
で
の
系
統
的
な
取
組

・各
学
校
と
教
育
委
員
会
、
地
域
社
会
等
が
連
携
し
た
起
業
体
験
活
動

・１
人
１
台
端
末
の
活
用
等
、
児
童
生
徒
の
発
意
・発

想
を
生
か
し
た
主
体
的
な
活
動

◆
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針

2
0

2
4
（

R
6

.6
.2

1
閣
議
決
定
）

・豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
た
め
の
自
然
等
の
体
験
活
動
・
読
書
活
動
・キ
ャ
リ

ア
教
育
・
職
業
教
育
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
（
略
）

・ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
担
う
人
材
の
育
成
や
国
内
外
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
の
た
め
、

（
略
）
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
の
充
実
（
略
）
に
取
り
組
む
。

◆
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0

2
4
改
訂
版

（
R

6
.6

.2
1
閣
議
決
定
）

・グ
ロ
ー
バ
ル
思
考
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
担
い
手
を
育
成
す
る
た
め
、
海
外
派
遣
も
含

め
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
を
質
・
量
と
も
に
充
実
す
る
。

（
開
始
年
度
：
平
成

2
8
年
度
）

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
児
童
生
徒
課
）

〇
 チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
、
創
造
性
・
探
究
心
等
の
「
起
業
家
精
神
」
や
、
情
報
収
集
・
分
析
力
、

判
断
力
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
力
等
の
「起
業
家
的
資
質
・
能
力
」は
、

起
業
家
や
経
営
者
だ
け
で
な
く
、
社
会
で
活
躍
す
る
た
め
に
求
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、

キ
ャ
リ
ア
教
育
の
観
点
か
ら
重
要
。

〇
 そ
の
た
め
の
体
験
的
な
学
習
と
し
て
、
起
業
体
験
活
動
を
実
施
す
る
地
域
を
指
定
す
る

と
と
も
に
、
民
間
企
業
等
も
活
用
し
た
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
全
国
へ
の
普
及
を

図
る
。

①
教
育
委
員
会
・
学
校
が
実
施
主
体
の
モ
デ
ル
事
業

【
継
続
】

②
民
間
企
業
等
が
実
施
主
体
の
モ
デ
ル
事
業

【
新
規
】

＜
取
組
の
イ
メ
ー
ジ
＞

・学
校
と
連
携
し
、
企
業
目
線
に
立
っ
た
本
物
志
向
の
活
動
の
実
施

・各
企
業
が
保
有
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
や
販
路
・コ
ン
テ
ン
ツ
等
の
活
用
に
よ
り
、
本
格
的
な

起
業
体
験
活
動
が
期
待

・幅
広
い
人
材
、
職
種
と
の
関
り
に
よ
る
学
び
の
深
化

小
学
校
、
中
学
校

高
等
学
校
等

対
象
校
種

都
道
府
県
・市

区
町
村

×
3
地
域

委
託
先

講
師
謝
金
、
旅
費

印
刷
費
等

委
託

対
象
経
費
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１２．学校をプラットフォームとした総合的なこどもの 

貧困の解消に向けた対策の推進等 

 
 

令和 7 年度予算額（案）    2,982 百万円 

(前年度予算額        2,918 百万円） 

  〔参考：復興特別会計       509 百万円〕 

 
１．要  旨 

家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い
教育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるように
することは、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国の成長・発展
にもつながるものである。 

「子供の貧困対策に関する大綱」（令和元年１１月閣議決定）や「こども大
綱」（令和５年１２月閣議決定）を踏まえ、学校を子供の貧困対策のプラット
フォームと位置付け、総合的な子供の貧困対策を推進するとともに、「子ども
の貧困対策の推進に関する法律」が、本年６月に「こどもの貧困の解消に向け
た対策の推進に関する法律」に改められ、目的や基本理念の充実等が盛り込ま
れたことを踏まえ、教育の機会均等を保障するため、教育費負担のさらなる軽
減を実施する。 

 
２．内  容 

（１）教育相談の充実 
○スクールソーシャルワーカーの配置充実【再掲】  

2,428 百万円（2,355 百万円） 
             〔補助率１／３〕〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕 

・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（10,000 中学校区） 
・貧困対策を含む、課題を抱える学校への重点配置の拡充 

（10,000 校→11,000 校） 

 

（２）要保護児童生徒援助費補助  
                      532 百万円（539 百万円） 

 〔補助率１／２〕〔補助事業者：都道府県・市町村〕 
 要保護児童生徒の保護者に対して市町村が行う学用品費、オンライン学習
通信費、修学旅行費、学校給食費等の就学援助への国庫補助を実施。「オン
ライン学習通信費」等の予算単価の引き上げにより、国庫補助の拡充を図る
とともに、第１学年の学用品費について、新入学児童生徒学用品費等と併せ
て入学前支給ができるように制度を改正するなど就学援助の着実な取組を
支援する。 

 
※上記に関連して、地方公共団体の標準準拠システム移行支援事業（就学）

に係る経費を計上。              22 百万円（24 百万円） 
〔委託費〕〔委託事業者：民間企業等〕 

  地方公共団体の就学事務（就学援助・学齢簿編製）について、各自治体
が令和７年度までに標準準拠システムへ円滑な移行が行えるよう、技術的
な相談等への対応を行う。 
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※このほか、被災児童生徒就学支援等事業（大規模災害対応分）を実施。 
 
                       49 百万円（49 百万円） 

〔補助率２／３〕〔補助事業者：都道府県〕 
 令和６年能登半島地震など大規模災害で被災し、経済的に就学が困難な
児童生徒等の就学機会を確保するため、小中学生に対する学用品費等の援
助、高校生に対する奨学金、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就
学奨励、私立学校及び専修学校・各種学校の授業料減免を実施する。 

 
≪関連施策≫ 

   ・教職員定数の改善（貧困等に起因する学力課題の解消等） 
   ・高等学校等就学支援金交付金等 
   ・高校生等奨学給付金（奨学のための給付金） 
   ・特別支援教育就学奨励費負担等 

 
（参考：復興特別会計） 

◇被災児童生徒就学支援等事業      509 百万円（695 百万円） 
〔補助事業者：都道府県〕 

 東日本大震災で被災し、経済的に就学が困難な児童生徒等の就学機会を
確保するため、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対する奨学
金、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校及び専
修学校・各種学校の授業料減免を実施する。 
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要
保
護
児
童
⽣
徒
援
助
費
補
助
⾦

現
状
・課
題

事
業
内
容

5億
円

令
和

7年
度

予
算

額
（

案
）

）
5億

円
（

前
年

度
予

算
額

昭
和

34
年

度
〜

事
業
実
施
期
間

学
校

教
育

法
に

お
い

て
、「

経
済

的
理

由
に

よ
って

、就
学

困
難

と認
め

られ
る

学
齢

児
童

⽣
徒

の
保

護
者

に
対

して
は

、市
町

村
は

、必
要

な
援

助
を

与
え

な
け

れ
ば

な
らな

い
。」

とさ
れ

て
お

り、
ま

た
、就

学
援

助
法

等
に

お
い

て
、国

は
市

町
村

に
対

して
必

要
な

援
助

を
⾏

うこ
とと

され
て

い
る

。経
済

的
理

由
に

よ
って

、就
学

困
難

と認
め

られ
る

学
齢

児
童

⽣
徒

の
保

護
者

に
対

して
必

要
な

⽀
援

を
⾏

い
、義

務
教

育
の

円
滑

な
実

施
に

資
す

る
。

【要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】（

令
和

４
年

度
約

８
万

⼈
）

市
町

村
の

⾏
う就

学
援

助
の

うち
、⽣

活
保

護
法

に
規

定
す

る
「要

保
護

者
」へ

の
援

助
に

対
して

、国
は

、義
務

教
育

の
円

滑
な

実
施

に
資

す
る

よ
う、

「就
学

困
難

な
児

童
及

び
⽣

徒
に

係
る

就
学

奨
励

に
つ

い
て

の
国

の
援

助
に

関
す

る
法

律
」

（
就

学
援

助
法

）
「学

校
保

健
安

全
法

」「
学

校
給

⾷
法

」等
に

基
づ

い
て

必
要

な
援

助
を

実
施

。

◆
補

助
対

象
費

⽬
︓

学
⽤

品
費

、体
育

実
技

⽤
具

費
、新

⼊
学

児
童

⽣
徒

学
⽤

品
費

等
、通

学
⽤

品
費

、通
学

費
、修

学
旅

⾏
費

、
校

外
活

動
費

、ク
ラブ

活
動

費
、⽣

徒
会

費
、Ｐ

Ｔ
Ａ

会
費

、卒
業

ア
ル

バ
ム

代
等

、オ
ンラ

イン
学

習
通

信
費

、
医

療
費

、学
校

給
⾷

費

【参
考
︓
準
要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】（

令
和

４
年

度
約

11
7万

⼈
）

要
保

護
者

に
準

ず
る

程
度

に
困

窮
して

い
る

と市
町

村
教

育
委

員
会

が
認

め
る

「準
要

保
護

者
」へ

の
就

学
援

助
事

業
に

つ
い

て
は

、三
位

⼀
体

の
改

⾰
に

よ
り、

平
成

17
年

度
か

ら国
の

補
助

を
廃

⽌
し、

税
源

移
譲

・地
⽅

財
政

措
置

を
⾏

い
、各

市
町

村
が

単
独

で
事

業
を

⾏
って

い
る

。

対
象

校
種

⼩
学

校
、中

学
校

、義
務

教
育

学
校

、中
等

教
育

学
校

（
前

期
課

程
の

み
）

実
施

主
体

市
町

村
等

国
1/

2 
、市

町
村

等
1/

2
補

助
割

合

⽣
活

保
護

法
に

規
定

す
る

「要
保

護
者

」
対

象
者

市
町

村
等

が
⾏

う学
⽤

品
費

、修
学

旅
⾏

費
、学

校
給

⾷
費

等
の

補
助

事
業

補
助

対
象

経
費

担
当

︓
初

等
中

等
教

育
局

修
学

⽀
援

プ
ロジ

ェク
トチ

ー
ム

・第
１
学
年
の
「学
⽤
品
費
」※

１
を
「新
⼊
学
児
童
⽣
徒
学
⽤
品
費
等
」※

２
と併

せ
て
⼊
学
前
⽀
給
可
能
に

・「
オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
通
信
費
」の
単
価
引
き
上
げ

（
家

庭
に
お
け
る
１
人
１
台
端
末
の
活
用
の
進
展

）
⼩

学
校

︓
14

,0
00

円
→

15
,0

00
円

（
＋

1,
00

0円
）

中
学

校
︓

14
,0

00
円

→
15

,0
00

円
（

＋
1,

00
0円

）

・「
卒
業
ア
ル
バ
ム
代
等
」の
単
価
引
き
上
げ

（
⾼

校
⼊

学
前

の
負

担
軽

減
）

中
学

校
︓

8,
80

0円
→

10
,0

00
円

（
＋

1,
20

0円
）

○
単

価
の

引
き
上

げ

○
運

用
の

変
更

◆
令

和
７

年
度

予
算

額
（

案
）

※
１

小
学
校
：
11

,6
3

0円
、
中
学
校
：
2

2,
7

3
0円

※
２

小
学
校
：
57

,0
6

0円
、
中
学
校
：
6

3,
0

0
0円
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地
⽅
公
共
団
体
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
移
⾏
⽀
援
事
業
（
就
学
）

現
状
・課
題

事
業
内
容

0.
2億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

0.
2億

円
（

前
年

度
予

算
額

令
和

３
年

度
〜

事
業
実
施
期
間

担
当

︓
初

等
中

等
教

育
局

修
学

⽀
援

プ
ロジ

ェク
トチ

ー
ム

・地
⽅

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

標
準

化
基

本
⽅

針
（

令
和

５
年

９
⽉

８
⽇

閣
議

決
定

）
で

、令
和

５
年

４
⽉

か
ら令

和
８

年
３

⽉
ま

で
を

「移
⾏

⽀
援

期
間

」と
位

置
付

け
、

地
⽅

公
共

団
体

の
基

幹
業

務
シ

ス
テ

ム
を

、ガ
バ

メン
トク

ラウ
ドを

活
⽤

した
標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
へ

の
移

⾏
を

⽬
指

す
こと

とし
、国

は
その

た
め

に
必

要
な

⽀
援

を
⾏

う。

各
⾃

治
体

が
令

和
7年

度
ま

で
に

標
準

準
拠

シ
ス

テ
ム

へ
円

滑
な

移
⾏

が
⾏

え
る

よ
う、

国
は

標
準

化
法

第
9条

等
に

基
づ

き
、⾃

治
体

か
らの

技
術

的
な

相
談

等
に

対
し、

遺
漏

な
く対

応
す

る
必

要
が

あ
る

。ま
た

、令
和

７
年

度
は

、⾃
治

体
が

⾏
う標

準
仕

様
書

へ
の

適
合

確
認

の
⽀

援
や

他
制

度
の

制
度

改
正

や
共

通
事

項
の

標
準

仕
様

書
等

の
改

定
が

あ
った

場
合

、制
度

所
管

府
省

とし
て

、必
要

に
応

じて
標

準
仕

様
書

の
改

定
を

⾏
う必

要
が

あ
る

。
この

た
め

、専
⾨

的
な

技
術

的
知

⾒
を

有
す

る
⺠

間
企

業
等

へ
の

委
託

事
業

とし
て

、地
⽅

公
共

団
体

標
準

準
拠

シ
ス

テ
ム

移
⾏

⽀
援

事
業

（
就

学
）

を
実

施
す

る
。

⾃
治
体
の
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
移
⾏
⽀
援

●
標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
導

⼊
（

移
⾏

）
に

か
か

る
技

術
的

な
助

⾔
●

ベ
ンダ

が
開

発
した

シ
ス

テ
ム

と標
準

仕
様

書
との

適
合

確
認

●
標

準
仕

様
書

等
に

関
す

る
問

合
せ

対
応

●
先

⾏
導

⼊
した

⾃
治

体
の

情
報

提
供

●
⾃

治
体

か
らの

技
術

的
な

相
談

等
を

踏
ま

え
た

調
査

研
究

な
ど

標
準
仕
様
書
の
随
時
改
定

●
他

制
度

の
制

度
改

正
や

共
通

事
項

の
標

準
仕

様
書

等
の

改
定

が
あ

った
場

合
に

係
る

標
準

仕
様

書
の

改
定

対
応

⽂
部
科
学
省

委
託

⺠
間
企
業
等

移 ⾏
⽀ 援

令
和
７
年
度

令
和
６
年
度

令
和
５
年
度

⾃
治
体

⽂
部
科
学
省

学
齢
簿
編
製

学
校

教
育

法
第

19
条

に
基

づ
き

、各
市

町
村

が
、経

済
的

理
由

に
よ

り⼩
・中

学
校

へ
の

就
学

が
困

難
と認

め
られ

る
学

齢
児

童
⽣

徒
の

保
護

者
に

対
して

、
学

⽤
品

費
や

通
学

費
、修

学
旅

⾏
費

、学
校

給
⾷

費
な

どの
援

助
を

⾏
う制

度
。

就
学
援
助

学
齢

簿
は

、学
校

教
育

法
第

16
条

、第
17

条
に

基
づ

き
、学

齢
児

童
⽣

徒
（

満
６

歳
〜

15
歳

）
の

就
学

義
務

の
履

⾏
状

況
を

把
握

し、
義

務
教

育
の

完
全

実
施

を
確

保
す

る
た

め
の

基
本

的
な

帳
簿

で
あ

る
。市

町
村

教
育

委
員

会
は

住
⺠

基
本

台
帳

に
基

づ
き

、そ
の

作
成

・管
理

や
就

学
校

の
指

定
な

どの
事

務
（

就
学

事
務

）
を

⾏
って

い
る

。

就
学
事
務
の
概
要

標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
⾏

（
地
⽅
公
共
団
体
は
ガ
バ
メ
ン
トク
ラ
ウ
ドを
活
⽤
し、
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
を
利
⽤
）

標
準
仕
様
書
改
定

(3
.0
版
）

※
令
和
5年

度
末

標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
移
⾏
⽀
援

随
時
改
定

随
時
改
定

■
「デ
ジ
タ
ル
・ガ
バ
メ
ン
ト実

⾏
計
画
」（
令
和
２
年
12
⽉
25
⽇
閣
議
決
定
）

地
⽅

公
共

団
体

に
お

け
る

情
報

シ
ス

テ
ム

等
の

共
同

利
⽤

、⼿
続

の
簡

素
化

、迅
速

化
、⾏

政
の

効
率

化
等

を
推

進
す

る
た

め
、地

⽅
公

共
団

体
の

業
務

プ
ロセ

ス
・情

報
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
に

取
り組

む
。

■
「デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現
に
向
け
た
重
点
計
画
」（
令
和
６
年
６
⽉
21
⽇
閣
議
決
定
）

地
⽅

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

の
統

⼀
・標

準
化

の
取

組
に

つ
い

て
も

、基
幹

業
務

シ
ス

テ
ム

を
利

⽤
す

る
全

て
の

地
⽅

公
共

団
体

が
、原

則
20

25
 年

度
ま

で
に

、ガ
バ

メン
トク

ラウ
ド上

に
構

築
され

た
標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
へ

円
滑

か
つ

安
全

に
移

⾏
で

き
る

よ
う、

環
境

を
整

備
す

る
。そ

の
際

、2
02

5 
年

度
に

向
け

て
、制

度
改

正
等

が
移

⾏
作

業
に

与
え

る
影

響
を

地
⽅

公
共

団
体

や
事

業
者

を
通

じて
丁

寧
に

把
握

し、
移

⾏
困

難
シ

ス
テ

ム
を

含
む

基
幹

業
務

シ
ス

テ
ム

の
標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
へ

の
円

滑
か

つ
安

全
な

移
⾏

に
向

け
て

積
極

的
に

⽀
援

す
る

。

■
「地
⽅
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
基
本
⽅
針
」（
令
和
５
年
９
⽉
８
⽇
閣
議
決
定
）

令
和

５
年

(2
02

3年
)４

⽉
か

ら令
和

８
年

(2
02

6年
)３

⽉
ま

で
を

「移
⾏

⽀
援

期
間

」と
位

置
付

け
、国

は
そ

の
た

め
に

必
要

な
⽀

援
を

積
極

的
に

⾏
う。

制
度

所
管

府
省

は
、所

管
す

る
事

務
が

効
率

的
か

つ
効

果
的

に
実

施
され

る
よ

うに
す

る
観

点
か

ら、
標

準
化

法
第

６
条

第
1

項
に

基
づ

き
定

め
る

基
準

(以
下

「機
能

標
準

化
基

準
」と

い
う。

)の
策

定
及

び
変

更
を

⾏
う。

■
地
⽅
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
に
関
す
る
法
律
（
令
和
３
年
法
律
第
40
号
）

第
九

条
国

は
、地

⽅
公

共
団

体
情

報
シ

ス
テ

ム
が

標
準

化
基

準
に

適
合

して
い

る
か

どう
か

の
確

認
を

地
⽅

公
共

団
体

が
円

滑
に

実
施

で
き

る
よ

うに
す

る
た

め
に

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
も

の
とす

る
。

２
国

は
、地

⽅
公

共
団

体
に

お
け

る
地

⽅
公

共
団

体
情

報
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
の

状
況

を
把

握
す

る
た

め
の

調
査

を
⾏

うと
とも

に
、地

⽅
公

共
団

体
に

対
し、

地
⽅

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

の
た

め
に

必
要

な
助

⾔
、情

報
の

提
供

その
他

の
措

置
を

講
ず

る
も

の
とす

る
。

関
係
す
る
閣
議
決
定
な
ど

⺠
間

企
業

等
委
託
先

１
箇

所
件
数
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被
災
児
童
⽣
徒
就
学
⽀
援
等
事
業
（
⼤
規
模
災
害
）

現
状
・課
題

事
業
内
容

0.
5億

円
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
0.
5億

円
（
前
年
度
予
算
額

平
成
28
年
度
〜

事
業
実
施
期
間

担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
修
学
⽀
援
プ
ロジ
ェク
トチ
ー
ム

⼤
規
模
災
害
に
よ
り被

災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就

学
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒
等
が
安
⼼
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を
図
り、
教
育
機
会
を
確
保
す
る
こ

とが
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。都

道
府
県
等
が
被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒
等
に
対
して
就
学
⽀
援
等
を
実
施
で
き
る
よ
う、
国
が
⽀
援
す
る
こと
が
必
要
で
あ
る
。

⼤
規
模
災
害
に
よ
り被

災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就

学
等
が
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒
等
に
対
して
、都

道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
⽀
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
⽀
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負

担
を
考
慮
し、
交
付
⾦
とし
て
経
費
の
⼀
部
（
２
/３
）
を
国
庫
で
⽀
援
す
る
。

本
事
業
は
平
成
28
年
熊
本
地
震
を
発
端
とし
て
同
年
度
か
ら実

施
して
い
る
。

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒

（
対
象
事
業
）

市
町
村
等
に
お
い
て
⾏
う就

学
援
助
事
業

（
対
象
費
⽬
）

学
⽤
品
費
、通

学
費
、修

学
旅
⾏
費
、学

校
給
⾷
費
、医

療
費

等
※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
⾏
に
よ
る
通
学
⼿
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

就
学
援
助
事
業

【⼩
・中
学
校
】

私
⽴
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業

【私
⽴
⾼
等
学
校
等
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
等
が
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
等
に
お
い
て
⾏
う授

業
料
等
減
免
事
業

（
対
象
者
）

被
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に
よ
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学
困
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⽣
徒
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事
業
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都
道
府
県
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⾏
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学
⾦
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業
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等
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】

専
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学
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授
業
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等
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免
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業
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学
校
・各
種
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校
】

（
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者
）

被
災
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よ
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業
技
術
の
教
育
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を⽬

的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
⽣
徒

・専
修
学
校
⾼
等
課
程
、専

⾨
課
程
︓
修
業
年
限
1年

以
上

・専
修
学
校
⼀
般
課
程
、各

種
学
校
︓
原
則
修
業
年
限
2年

以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
⾏
う授

業
料
等
減
免
事
業

特
別
⽀
援
教
育
就
学
奨
励
事
業

【特
別
⽀
援
学
校
等
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
⽣
徒

（
被
災
に
より
⽀
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
等
に
お
い
て
⾏
う就

学
奨
励
事
業

（
対
象
費
⽬
）

学
⽤
品
費
、通

学
費
、修

学
旅
⾏
費
、学

校
給
⾷
費

等
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被
災
児
童
⽣
徒
就
学
⽀
援
等
事
業
（
東
⽇
本
⼤
震
災
）

現
状
・課
題

事
業
内
容

平
成
23
年
度
〜

事
業
実
施
期
間

担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
修
学
⽀
援
プ
ロジ
ェク
トチ
ー
ム

東
⽇
本
⼤
震
災
に
よ
り被

災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就

学
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒
等
が
安
⼼
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を
図
り、
教
育
機
会
を
確
保
す
る

こと
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。都

道
府
県
等
が
被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒
等
に
対
して
就
学
⽀
援
等
を
実
施
で
き
る
よ
う、
国
が
⽀
援
す
る
こと
が
必
要
で
あ
る
。

東
⽇
本
⼤
震
災
に
よ
り被

災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就

学
等
が
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒
等
に
対
して
、都

道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
⽀
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
⽀
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負

担
を
考
慮
し、
交
付
⾦
とし
て
経
費
の
全
額
（
10
/1
0）

を
国
庫
で
⽀
援
（
⼀
部
を
除
く。
）
す
る
。

就
学
援
助
事
業

【⼩
・中
学
校
】

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
児
童
⽣
徒

（
対
象
費
⽬
）

学
⽤
品
費
、通

学
費
、修

学
旅
⾏
費
、学

校
給
⾷
費
、医

療
費

等
（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
⾏
う就

学
援
助
事
業

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
⾏
に
よ
る
通
学
⼿
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

奨
学
⾦
事
業

【⾼
等
学
校
】

（
対
象
者
）

原
⼦
⼒
災
害
に
より
就
学
困
難
とな
った
⽣
徒

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
に
お
い
て
⾏
う奨

学
⾦
事
業

（
返
還
免
除
）

原
則
とし
て
、死

亡
・障
害
に
よ
り返

還
が
困
難
な
とき

私
⽴
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業

【私
⽴
⾼
等
学
校
等
】

（
対
象
者
）

原
⼦
⼒
災
害
に
より
就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
⽣
徒

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
等
に
お
い
て
⾏
う授

業
料
等
減
免
事
業

特
別
⽀
援
教
育
就
学
奨
励
事
業
【特
別
⽀
援
学
校
等
】

（
対
象
者
）

原
⼦
⼒
災
害
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
⽣
徒

（
原
⼦
⼒
災
害
に
よ
り⽀

弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
等
に
お
い
て
⾏
う就

学
奨
励
事
業

（
対
象
費
⽬
）

学
⽤
品
費
、通

学
費
、修

学
旅
⾏
費
、
学
校
給
⾷
費

等

専
修
学
校
・各
種
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

（
対
象
者
）

原
⼦
⼒
災
害
に
よ
り職

業
技
術
の
教
育
等
を
⽬
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
⽣
徒

・専
修
学
校
⾼
等
課
程
、専

⾨
課
程
︓
修
業
年
限
1年

以
上

・専
修
学
校
⼀
般
課
程
、各

種
学
校
︓
原
則
修
業
年
限
2年

以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
⾏
う授

業
料
等
減
免
事
業

※
専
修
学
校
専
⾨
課
程
及
び
⼀
般
課
程
並
び
に
各
種
学
校
に
つ
い
て
は
学
校
が
実
施
した
減
免
額
の
2/
3が
上
限

＜
地
震
・津
波
被
災
地
域
、原
⼦
⼒
災
害
被
災
地
域
＞

＜
原
⼦
⼒
災
害
被
災
地
域
の
み
＞

「第
２
期
復
興
・創
⽣
期
間
」以
降
に
お
け
る
東
⽇
本
⼤
震
災
か
らの
復
興
の
基
本
⽅
針
（
令
和
６
年
３
⽉
19
⽇
閣
議
決
定
）

（
１
）
地
震
・津
波
被
災
地
域

・・
・

（
２
）
原
⼦
⼒
災
害
被
災
地
域
・・
・
就
学
⽀
援
に
つ
い
て
、⽀

援
の
必
要
な
⼦
ども
の
状
況
等
、事

業
の
進
捗
に
応
じた
⽀
援
を
継
続
す
る
。

就
学
⽀
援
に
つ
い
て
、過

去
の
⼤
規
模
災
害
に
お
け
る
取
組
事
例
等
を
踏
ま
え
、⽀

援
の
必
要
な
⼦
ども
の
状
況
等
、事

業
の
進
捗
に
応
じた
⽀
援
を継

続
す
る
。

【東
⽇
本
⼤
震
災

復
興
特
別
会
計
】

5億
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
7億

円
（
前
年
度
予
算
額
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１３．高校生等への修学支援  

 

令和 7 年度予算額（案）  425,120 百万円 

(前年度予算額             426,485 百万円） 

 

１．要  旨 
  全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に
充てるために高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、
授業料以外の教育費に充てるために高校生等奨学給付金を支給すること等によ
り、家庭の教育費負担の軽減を図る。 

 

２．内  容 

（１）高等学校等就学支援金交付金等  407,423 百万円(408,963 百万円) 

 

① 高等学校等就学支援金交付金  404,778 百万円(406,320 百万円) 
 
  ○ 高校生等の授業料に充てるため、年収約 910 万円未満の世帯の生徒等を対

象に、年額 118,800 円を支給（設置者が代理受領）。 
 

○ 私立高校等に通う年収約 590 万円未満の世帯の生徒等については、支給上限
額を年額 396,000 円まで加算。 

 

 （対象学校種） 

国公私立の高等学校、中等教育学校(後期課程)、特別支援学校(高等部)、高等専門

学校(１～３年生)、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家

資格者養成課程(中学校卒業者を入所資格とするもの)を置くもの、各種学校のうち

告示指定を受けた外国人学校、海上技術学校 

 

② 高等学校等就学支援金事務費交付金     2,641 百万円(  2,638 百万円) 
 

○ 高等学校等就学支援金に関する事務の円滑な実施に資することを目的とし
て、都道府県に交付。 

 

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金（旧制度）    4 百万円(    5 百万円) 
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（２）高校生等奨学給付金（奨学のための給付金） 

14,732 百万円( 14,742 百万円) 

 
 ○ 生活保護世帯、非課税世帯（家計急変により非課税相当となった世帯も含む）

の授業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生等奨学給付金により支援を
行う。 

   ※ 授業料以外の教育費とは、教科書費、教材費、学用品費、通学用品費、入学学用

品費、教科外活動費、通信費など 

○ 都道府県が行う高校生等奨学給付金事業に対して、国がその経費を一部補助
する。（国庫補助率１／３） 

 （対象学校種） 

高等学校等就学支援金の対象学校種（特別支援学校を除く）  

 

【給付額】 
非課税世帯について、全日制等（第１子）の給付額を増額することとし、結果と

して、私立においては全日制等（第１子）と全日制等（第２子以降）の給付額を同
額とすることにより、低所得世帯の更なる教育費負担の軽減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等奨学給付金を除く。） 

909百万円(    709百万円) 
① 高校等で学び直す者に対する修学支援 
② 海外の日本人高校生への修学支援 

 
③ 高校等専攻科の生徒への修学支援 

 
〇 高等学校等の専攻科等に通う生徒に対して、授業料及び授業料以外の教育 
費について、支援を行う。 

 

国公立 私立

　    122,100円 　    142,600円

　　　　↓（+9,400円） 　　　　↓（+9,400円）

 　　131,500円 　 　152,000円

全日制等（第２子以降※） 　    143,700円        152,000円

通信制      　 50,500円       　52,100円

※15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合

非
課
税
世
帯

全日制等（第１子）

世帯区分
給付額（年額）

生活保護受給世帯
　全日制等・通信制

　      32,300円  　     52,600円
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【給付額】 

高校等専攻科の授業料に対する支援については、多子世帯に対して所得制限な
く支援を行う。また、授業料以外の教育費への支援については、給付対象を年収
約 380 万円未満世帯まで拡充し、多子世帯についてはさらに年収約 600 万円未満
世帯まで拡充する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）へき地児童生徒援助費等補助金 

 2,054 百万円(2,071 百万円) 
○ へき地等の小・中・高校生の通学条件を緩和するため、地方公共団体が実施

する通学費・居住費等の修学支援について補助を行う。 
 

 

 

公⽴ 私⽴ 公⽴ 私⽴ 公⽴ 私⽴

授業料 118,800 427,200 59,400 213,600 118,800 427,200

授業料以外 50,500 52,100 10,100 10,420 ※10,100 ※10,420

※年収⽬安380〜600万円未満世帯のみ対象

区 分

〜270万円

(住⺠税⾮課税世帯)
270〜380万円

多⼦世帯

（所得制限なし）
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︓
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⾦
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⾼
等

学
校

等
就

学
⽀

援
⾦

制
度

に
お

い
て

、
家

計
が

急
変

し
た

世
帯

へ
の

⽀
援

を
実

施

私
⽴

⾼
校

等
は

加
算

⾼
等
学
校
等
就
学
⽀
援
⾦

（
担

当
︓

初
等

中
等

教
育

局
修

学
⽀

援
プ

ロジ
ェク

トチ
ー

ム
）
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◆
⽣
活
保
護
世
帯
・⾮
課
税
世
帯
の
授
業
料
以
外
の
教
育
費
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、⾼

校
⽣
等
奨
学
給
付
⾦
に
よ
り⽀

援
を
⾏
う。

※
家
計
急
変
世
帯
に
つ
い
て
は
、急

変
後
の
所
得
の
⾒
込
に
よ
り判

定
※
授
業
料
以
外
の
教
育
費
とは
、教

科
書
費
、教

材
費
、学

⽤
品
費
、通

学
⽤
品
費
、⼊

学
学
⽤
品
費
、教

科
外
活
動
費
、通

信
費
な
ど

◆
令
和
７
年
度
予
算
案
︓
⾮
課
税
世
帯
全
⽇
制
等
（
第
１
⼦
）
の
給
付
額
の
増
額

→
私
⽴
の
全
⽇
制
等
の
第
1⼦

と第
2⼦

以
降
の
給
付
額
同
額
を
実
現

事
業
内
容
（
事
業
実
施
期
間
︓
平
成
26
年
度
〜
）

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

14
7億

円
(前
年
度
予
算
額

14
7億

円
)

⾼
校
⽣
等
奨
学
給
付
⾦
（
奨
学
の
た
め
の
給
付
⾦
）

○
家
庭
の
経
済
状
況
に
か
か
わ
らず
、全

て
の
意
志
あ
る
⾼
校
⽣
等
が

安
⼼
して
教
育
を
受
け
る
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
費
負
担

の
軽
減
を
図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

【
「

第
1

子
」

の
給

付
額

の
推

移
】

※
1

5
歳

以
上

2
3

歳
未

満
の

兄
弟

姉
妹

が
い

る
場

合

国
公

立
私

立

　
1

2
2

,1
0

0
円

　
1

4
2

,6
0

0
円

→
1

3
1

,5
0

0
円

 →
1

5
2

,0
0

0
円

　
（

+
 9

,4
0

0
円

）
　

（
+
9

,4
0

0
円

）

通
信

制

給
付

額
（

年
額

）

全
日

制
等

（
第

１
子

）

全
日

制
等

（
第

２
子

以
降

※
）

　
  

3
2

,3
0

0
円

 　
 5

2
,6

0
0

円

 　
1

4
3

,7
0

0
円

　
　

5
0

,5
0

0
円

 　
1

5
2

,0
0

0
円

　
　

5
2

,1
0

0
円

世
帯

区
分

生
活

保
護

受
給

世
帯

　
全

日
制

等
・

通
信

制

非 課 税 世 帯【
令

和
７

年
度

予
算

案
給

付
額

】

対
象

校
種

対
象

校
種

補
助
対
象

経
費

都
道
府
県

実
施

主
体

実
施

主
体

国
１
/３

都
道
府
県

２
/３

補
助

割
合

補
助

割
合

⾼
等
学
校
、中
等
教
育
学
校
（
後
期
課
程
）

⾼
等
専
⾨
学
校
（
1〜

3年
）
、専
修
学
校
（
⾼
等
課
程
）
等

○
⾼
等
学
校
等
の
授
業
料
以
外
の
教
育
費
に
充
て
る
た
め
に
、⾼

校
⽣
等
奨
学
給
付
⾦
を
⽀
給
す
る
こと
で
、家

庭
の
教
育
費
負
担
の

軽
減
を
図
り、
も
って
教
育
の
機
会
均
等
に
寄
与
す
る
。

⽬
的
・⽬
標

都
道
府
県
が
⾏
う⾼

校
⽣
等
奨
学
給
付
⾦
事
業
に

要
す
る
経
費

37
,4
00

円
37
,4
00

円
59
,5
00

円75
,8
00

円

80
,8
00

円
82
,7
00

円
84
,0
00

円
11
0,
10
0円11

4,
10
0円

11
7,
10
0円

12
2,
10
0円

13
1,
50
0円

38
,0
00

円
39
,8
00

円

67
,2
00

円

84
,0
00

円
89
,0
00

円
98
,5
00

円
10
3,
50
0円

12
9,
60
0円
13
4,
60
0円

13
7,
60
0円

14
2,
60
0円

15
2,
00
0円

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7
案

国
公
立

私
立

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
修
学
⽀
援
プ
ロジ
ェク
トチ
ー
ム
）

R
2

年
度

第
3

次
補

正
上

乗
せ

支
給

第 2 子 以 降 と 同 額
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◆
⾼
等
学
校
等
の
専
攻
科
に
通
う低

所
得
世
帯
（
家
計
が
急
変
した
世
帯
を
含
む
）
の
⽣
徒
に
対
して
、都

道
府
県
が
授
業
料
及
び
授
業
料
以
外
の

教
育
費
に
つ
い
て
⽀
援
事
業
を
⾏
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
その
経
費
の
⼀
部
を
補
助
。

◆
多
⼦
世
帯
の
授
業
料
に
対
す
る
⽀
援
を
所
得
制
限
な
しで
拡
充
し、
授
業
料
以
外
の
教
育
費
の
⽀
援
対
象
を
年
収
約
60
0万

円
未
満
世
帯
へ
拡
充

事
業
内
容
（
事
業
実
施
期
間
︓
令
和
2年

度
〜
）

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

5億
円

(前
年
度
予
算
額

4億
円
)

⾼
校
等
専
攻
科
の
⽣
徒
へ
の
修
学
⽀
援

○
家
庭
の
経
済
状
況
に
か
か
わ
らず
、⾼

等
学
校
等
の
専
攻
科
に
通
う⽣

徒
が

安
⼼
して
教
育
を
受
け
る
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
費
負
担
の
軽
減

を
図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

対
象

校
種

対
象

校
種

⾼
校
等
専
攻
科
に
通
う⽣

徒
に
対
して
都
道
府
県
が
⾏
う

⽀
援
事
業
に
要
す
る
経
費

補
助
対
象

経
費

都
道
府
県

実
施

主
体

実
施

主
体

授
業
料
︓
国
１
/２
、都

道
府
県
１
/２

授
業
料
以
外
の
教
育
費
︓
国
１
/３
、都

道
府
県
２
/３

補
助

割
合

補
助

割
合

高
等

学
校

及
び

特
別

支
援

学
校

の
専

攻
科

※
授
業
料
以
外
の
教
育
費
の
⽀
援
に
お
い
て
は
、特

別
⽀
援
教
育
就
学
奨
励
費
の
対
象
とな
る

特
別
⽀
援
学
校
の
専
攻
科
を
除
く。

○
都
道
府
県
が
⾏
う⾼

等
学
校
等
の
専
攻
科
に
通
う⽣

徒
へ
の
⽀
援
事
業
に

対
して
、国

が
その
経
費
を
補
助
す
る
こと
に
よ
り、
家
庭
の
教
育
費
負
担
の

軽
減
を
図
り、
も
って
教
育
の
機
会
均
等
に
寄
与
す
る
。

⽬
的
・⽬
標

＜
支

援
ス

キ
ー

ム
＞

（
※
）
両
親
の
う
ち
ど
ち
ら
か
⼀
⽅
が
働
き
、
⾼
校
⽣
1⼈

（
16
歳
以
上
）
、
中
学
⽣
1⼈

の
４
⼈
世
帯
の
⽬
安

27
0万

円
38
0万

円
60
0万

円
（
住
⺠
税
⾮
課
税
世
帯
）

年
収
⽬
安

補
助
対
象
上
限
額

約
12
万
円

約
43
万
円

約
48
万
円

平
均
授
業
料
を

勘
案
し
た
⽔
準

公
⽴
専
攻
科

の
⽀
給
額

多
⼦
世
帯

（
所
得
制
限
な
し
）

27
0〜

38
0万

円
〜
27
0万

円
(住
⺠
税
⾮
課
税
世
帯
)

区
分

私
⽴

公
⽴

私
⽴

公
⽴

私
⽴

公
⽴

42
7,
20
0

11
8,
80
0

21
3,
60
0

59
,4
00

42
7,
20
0

11
8,
80
0

授
業
料

※
10
,4
20

※
10
,1
00

10
,4
20

10
,1
00

52
,1
00

50
,5
00

授
業
料
以
外

＜
１

人
当

た
り

補
助

対
象

上
限

額
＞

⾼
校
等

専
攻
科

⾼
等
学
校

⼤
学

短
⼤

専
⾨
学
校

⾼
等
専
⾨
学
校

＜
各

教
育

機
関

の
位

置
づ

け
＞

⾼
校
及
び
特
別
⽀
援
学
校
⾼
等
部
の
本
科
の
教
育
内
容
を

基
礎
に
、
資
格
取
得
の
た
め
の
教
育
等
を
実
施
。

（
担
当
︓
初
等
中
等
教
育
局
修
学
⽀
援
プ
ロジ
ェク
トチ
ー
ム
）

（
単

位
：

円
）

授
業
料
に
対
す
る
⽀
援

授
業
料
以
外
へ
の
⽀
援

多
⼦
世
帯
の
授
業
料
に
対
す
る
⽀
援

（
所
得
制
限
な
し
）

住
⺠
税
⾮
課
税

世
帯
の
⽀
給
額

の
1/
2

（
※
）

住
⺠
税
⾮
課
税
世
帯

の
⽀
給
額
の
1/
5

多
⼦
世
帯
の
授
業
料
以
外

へ
の
⽀
援

※
年
収
⽬
安
38
0〜

60
0万

円
未
満
世
帯
の
み
対
象

多
子
世
帯
：
扶
養
さ
れ
る
子
が

3人
以
上
い
る
世
帯
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へ
き
地
児
童
⽣
徒
援
助
費
等
補
助
⾦

１
．
趣
旨

交
通
条
件
及
び
⾃
然
的
、経

済
的
、⽂

化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
⼭
間
地
、離

島
等
に
所
在
す
る
へ
き
地
学
校
等
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、

へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じる
。

２
．
補
助
内
容

へ
き
地
学
校
、学

校
統
廃
合
及
び
過
疎
地
域
等
に
係
る
⼩
・中
学
校
等
の
児
童
⽣
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
及
び
市
町
村
が
ス
クー

ル
バ
ス
・ボ
ー
ト等

を
購
⼊
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
等
購
⼊
費

6億
円
（
６
億
円
）

⾼
校
未
設
置
離
島
の
⾼
校
⽣
を
対
象
に
、教

育
費
負
担
が
重
くな
って
い
る
通
学
費
、居

住
費
を
⽀
援
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
す
る
補
助

（
３
）
離
島
⾼
校
⽣
修
学
⽀
援
事
業

2億
円
（
２
億
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費

10
億
円
（
11
億
円
）

①
学
校
統
廃
合
に
伴
う⼩

中
学
校
等
へ
の
遠
距
離
通
学
に
要
す
る
児
童
⽣
徒
の
交
通
費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

（
補
助
期
間
︓
５
年
間
）

②
激
甚
災
害
に
よ
る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り、
通
学
が
困
難
とな
った
⼩
中
⾼
等
学
校
等
へ
の
児
童
⽣
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県

及
び
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
︓
５
年
間
）

（
４
）
そ
の
他

2億
円
（
２
億
円
）

寄
宿
舎
居
住
費
、⾼

度
へ
き
地
修
学
旅
⾏
費
（
３
〜
５
級
地
）
、学

校
間
移
動
費
、保

健
管
理
費

３
．
実
施
主
体

都
道
府
県
、市

町
村

４
．
補
助
率

１
／
２

（
⾼
度
へ
き
地
修
学
旅
⾏
費
で
過
去
３
カ年

の
財
政
⼒
指
数
0.
4未

満
の
市
町
村
は
２
／
３
、保

健
管
理
費
の
⼼
電
図
検
診
の
実
施
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

21
億
円

令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
21
億
円

（
前
年
度
予
算
額

（
初
等
中
等
教
育
局
財
務
課
）
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１４．義務教育教科書の無償給与 

 
令和 7 年度予算額（案）   47,201 百万円 

(前年度予算額         47,098 百万円） 

 
１．要  旨 

憲法第２６条に掲げる義務教育無償の精神を広く実現するため、国公私立の
義務教育諸学校の児童・生徒が使用する教科書等を国が教科書発行者から直接
購入し、児童・生徒に無償給与する。 

 
２．内  容 

（１）義務教育教科書購入費 

             47,201 百万円（47,098 百万円） 
  「義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律（昭和３７年法律第６

０号）」及び「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和
３８年法律第１８２号）」の規定に基づき、国公私立の義務教育諸学校の児
童生徒が使用する全教科書を全額国庫負担で無償給与するために必要な経
費等。 

 
令和７年度教科書定価については、教科書の高い公共性を鑑み、公共料金

として適正な価格を維持するため、前年の定価をベースに物価指数や人件費
増等の変動要素を適切に反映して＋2.6％（※中学校英語の検定済教科書に
ついては＋1.6％）とし、総額で約４７２億円を計上。 

 

 ◆予算額等の推移 
年  度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

（案） 

予 算 額 460 億円 463 億円 460 億円 464 億円 471 億円 472 億円 

定 価 

改 定 率 
(小)＋3.2％ 
(中)±0.0％ 

(小) ±0.0％ 
(中)＋3.3％ 

±0.0％ ＋1.4％ ＋3.0％ 
 

＋2.6% 

 

◆令和７年度児童生徒１人当たりの平均教科書費 

・小学校用教科書  4,376 円（教科書一冊あたり 455 円） 

・中学校用教科書  6,048 円（教科書一冊あたり 608 円） 

 

◆参考：物価指数等 

・令和６年１月～６月までの消費者物価指数の平均：１０７．０ 
（対令和２年比、生鮮食品を除く総合） 
 

  ・令和６年春季生活闘争 中小企業「賃上げ分」：３．１６％ 
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国
・公
・私
立
義
務
教
育
諸
学
校
に
通
う
全
て
の
児
童
生
徒
に
教
科
書
を
無
償
給
与

義
務
教
育
教
科
書
購
入
費

憲
法

第
26

条
の
義
務
教
育
無
償
の
精
神
を
広
く実
現

47
2億

円
令

和
7年

度
予

算
額

（
案

）
）

47
1億

円
（

前
年

度
予

算
額

国

教
科

書
発

行
者

・
教

科
書

供
給

業
者

国
公

私
立

義
務

教
育

諸
学

校

在
籍

す
る

す
べ

て
の

児
童

生
徒

※
教
科
書
は
児
童
生
徒
の
所
有

書
き
込
み
・自
宅
に
持
ち
帰
っ
て
学
習

購
入
契
約
・

発
行
指
示

教
育

費
の
保
護
者
負
担
軽
減

次
代

を
担

う
子
供
た
ち
の
国
民
的
自
覚
を
深
め
る

定
価
改
定
率
（
％
）

予
算
額 （
億
円
）

+
2
.6

4
7
2

R
7
（
案
）

＋
3.

0
47

1
R
6

+
1.

4
46

4
R
5

0
46

0
R
4

(小
)０

(中
)+

3.
3

46
3

R
3

(小
)+

3.
2 

 (
中

)０
46

0
R
2

【予
算
額
推
移
】

＊
無
償
給
与
＊

【参
考
:
R
７
児
童
生
徒
１
人
あ
た
り
平
均
教
科
書
費
】

6,
04

8
円

中
学
校
用

4,
37

6
円

小
学
校
用

適
正
な
教
科
書
価
格
を
維
持

〔初
等

中
等

教
育

局
教

科
書

課
〕
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１５．地方教育行政の推進

令和 7 年度予算額（案） 297 百万円 
(前年度予算額 313 百万円) 
[令和 6 年度補正予算額   236 百万円] 

１．要  旨 
教育行政は、学校教育法や地教行法等に基づき、国と地方公共団体の適切な

役割分担と相互の連携・協力により行われることが重要であり、そのための地
方公共団体に対する指導、助言、援助等に係る経費を計上するとともに、国が
政策誘導してしっかり取組を進める必要のある行政による相談体制構築の推
進、地方教育行政の連携促進、公立学校教員のメンタルヘルス対策、夜間中学
の設置・促進等への対応について、必要な予算を計上する。 

２．内 容 

○ 地方教育行政推進事業

◆ 行政による学校問題解決のための支援体制の構築に向けたモデル事業【再掲】

74 百万円(96 百万円) 

 [156 百万円] 

 保護者や地域住民からの過剰な苦情や不当な要求等、学校だけでは解決が
難しい事案について、経験豊かな学校管理職 OB 等を学校問題解決支援コー
ディネーターとして活用することも含め、様々な専門家と連携した行政によ
る支援体制の構築を推進する。 

◆ 地方教育行政における連携促進事業

10 百万円(10 百万円) 

 教育を取り巻く社会環境が多様化・複雑化するとともに、少子高齢化や過
疎化が進展し、教育委員会だけでは対応しきれない分野横断的な行政課題が
多く存在する中、総合教育会議を通じた首長部局との連携や、自治体間の広
域連携を支援し、各地域における先進的な取組をより一層促していくこと
で、地方教育行政を推進する。 

◆ 公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業

48 百万円(65 百万円) 

 [30 百万円] 

 教職員の精神疾患による病気休職者数が令和５年度に 7,119 人と過去最多
となった現状を踏まえ、各教育委員会において、専門家等と協力しながら、
病気休職の原因分析や教職員のメンタルヘルス対策等に関するモデル事業
を実施するとともに、民間企業等への委託を通じて、各取組の分析や助言、
横展開等を行う。 
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◆ 夜間中学の設置促進・充実【再掲】 

116 百万円(86 百万円) 

  教育機会確保法（平成 28 年 12 月成立）及び教育振興基本計画（令和５年
６月 16 日閣議決定）等を踏まえ、①夜間中学の新設準備・運営支援、②既
設の夜間中学における教育活動の充実を図るとともに、③夜間中学で学ぶた
めの日本語指導に係る調査研究を実施すること等により、全ての都道府県・
指定都市に少なくとも一つの夜間中学が設置されるよう、さらに取組を加速
する。 

 
 

※ 上記のほか、地方公共団体に対する指導助言や連絡協議会等の開催に要する経費を計上 
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総
合
教
育
会
議
へ
の
外
部
有
識
者
参
画

会
議
事
務
局
へ
の
専
⾨
⼈
材
参
画

等

②
⾃
治
体
間
の
連
携
の
促
進

（
実
施
主
体
︓
都
道
府
県
、市

町
村
）

地
⽅
教
育
⾏
政
に
お
け
る
連
携
促
進
事
業

背
景
・課
題

①
総
合
教
育
会
議
を
通
じた
⾸
⻑
部
局
との
連
携
の
促
進

（
実
施
主
体
︓
都
道
府
県
、市

町
村
）

事
業
内
容


教
育
を
取
り巻

く社
会
環
境
が
多
様
化
・複
雑
化
し、
教
育
委
員
会
だ
け
で
は
対
応
しき
れ
な
い
分
野
横
断
的
な
⾏
政
課
題
が
多
く存
在
して
い
る
。今

後
、

⾃
治
体
内
に
お
け
る
⾸
⻑
との
間
で
の
⼀
層
の
連
携
を
通
じて
、社

会
福
祉
等
の
他
の
関
係
部
局
と⼀

体
とな
って
取
組
を
進
め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。


ま
た
、少

⼦
⾼
齢
化
や
過
疎
化
が
進
展
す
る
中
、職

員
数
が
10
⼈
以
下
の
教
育
委
員
会
が
全
体
の
約
３
割
、指

導
主
事
の
配
置
が
⾏
わ
れ
て
い
な
い

教
育
委
員
会
は
約
２
割
とい
う厳

しい
実
態
が
あ
る
。⼩

規
模
⾃
治
体
に
お
い
て
は
、⾃

治
体
が
有
す
る
物
的
・⼈
的
資
源
の
み
で
は
教
育
課
題
の
解
決
に

向
け
た
対
応
に
限
界
が
あ
り、
⾃
治
体
同
⼠
の
連
携
を
柔
軟
か
つ
積
極
的
に
進
め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。


この
こと
を
踏
ま
え
、総

合
教
育
会
議
を
通
じ
た
⾸
⻑
部
局
との
連
携
や
、⾃

治
体
間
の
広
域
連
携
を
⽀
援
し、
各
地
域
に
お
け
る
先
進
的
な
取
組
を
よ
り

⼀
層
促
して
い
くこ
とで
、地

⽅
教
育
⾏
政
を
推
進
して
い
く。

総
合
教
育
会
議
を
よ
り効

果
的
に
開
催
し、
教
育
委
員
会
と⾸

⻑
部
局
が
⼀

体
とな
った
専
⾨
的
な
課
題
へ
の
対
応
に
繋
げ
て
い
く観
点
か
ら、
総
合
教
育
会

議
（
※
）
へ
の
外
部
⼈
材
の
参
画
、事

務
局
に
お
け
る
専
⾨
⼈
材
の
活
⽤
等
の

取
組
を
⽀
援

（
※
）
地
⽅
公
共
団
体
の
⻑
と教

育
委
員
会
が
⼗
分
な
意
思
疎
通
を
図
り、
地
域
の
教
育

の
課
題
や
あ
る
べ
き
姿
を
共
有
して
、よ
り⼀

層
⺠
意
を
反
映
した
教
育
⾏
政
の
推
進
を

図
る
こと
を
⽬
的
とす
る
会
議

指
導
主
事
の
共
同
設
置
や
教
職
員
研
修
・学
校
事
務
の
共
同
実
施
に
向
け
た

調
査
・検
討
、デ
ジ
タル
技
術
の
活
⽤
とい
った
⾃
治
体
間
の
連
携
の
促
進
等
に

向
け
た
取
組
を
⽀
援

域
内
の
市
町
村
間
の
連
携
を
促
す
都
道
府
県
の
取
組
を
⽀
援

0.
1億

円
令
和
7年

度
予
算
額
（
案
）

）
0.
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

都
道
府
県
教
育
委
員
会

市
町
村
教
育
委
員
会

指
導
主
事
の
共
同
設
置

教
職
員
研
修
の
共
同
実
施

デ
ジ
タル
技
術
の
活
⽤

等

②
⾃
治
体
間
連
携

市
町
村
教
育
委
員
会

市
町
村
⾸
⻑
部
局

①
総
合
教
育
会
議
を
通
じた
連
携

域
内
の
⾃
治
体
間
連
携
を
⽀
援

（
初
等
中
等
教
育
局
初
等
中
等
教
育
企
画
課
）
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公
立
学
校
教
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業

〇
令
和
５
年
度
の
精
神
疾
患
に
よ
る
病
気
休
職
者
数
は
、
7
,1
1
9
人
（
過
去
最
多
）

→
休
職
期
間
中
の
給
与
保
障
や
代
替
教
員
等
の
配
置
に
よ
る
財
政
的
負
担
も
伴
う

〇
昨
今
、
全
国
的
に
教
師
不
足
の
状
況
（
令
和
３
年
度
始
業
日
時
点
で
、
公
立
小
・中

学
校
等
で
2
,5
5
8
人
が
不
足
）

→
臨
時
的
任
用
教
員
等
の
確
保
も
難
し
い
中
、
病
気
休
職
者
の
増
加
は
学
校
現
場
や
児
童
生
徒
に

対
す
る
教
育
へ
の
影
響
や
、
教
職
の
魅
力
低
下
に
つ
な
が
る
恐
れ
が
あ
る

背
景
・
課
題

（
出
典
）
公
立
学
校
教
職
員
の
人
事
行
政
状
況
調
査

事
業
内
容

（
具
体
的
な
取
組
）

✓
関
係
者
会
議
（
自
治
体
担
当
者
、
医
療
・心

理
の
専
門
家
、
学
校
管
理
職
等
で
構
成
）
に
お
け
る

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
情
報
共
有
と
事
業
計
画
の
立
案
・実

施
、
効
果
検
証
等
の
中
心
的
な
役
割

✓
域
内
の
学
校
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
及
び
効
果
検
証

・休
職
原
因
分
析
の
傾
向
を
踏
ま
え
た
、
困
難
な
業
務
へ
の
対
応
力
向
上
を
目
指
し
た
専
門
家
に
よ
る
研
修

・セ
ル
フ
ケ
ア
（
セ
ル
フ
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
等
）
の
促
進
、
管
理
職
に
よ
る
ラ
イ
ン
ケ
ア
の
充
実

・S
N
S
（
オ
ン
ラ
イ
ン
相
談
等
）
等
を
活
用
し
た
相
談
体
制
充
実

・医
療
専
門
家
（
精
神
科
医
・保

健
師
・公

認
心
理
師
等
）
に
よ
る
各
学
校
へ
の
助
言
、
相
談
体
制
充
実

等

１
．
教
育
委
員
会
に
お
け
る
病
気
休
職
の
原
因
分
析
・
モ
デ
ル
事
業
の
実
施

⚫
件
数
・
単
価
：
4
団
体
（
都
道
府
県
・
市
町
村
教
育
委
員
会
）
×
約
1
,0
0
0
万
円

⚫
内
容
：
令
和
6
年
度
ま
で
の
取
組
成
果
を
踏
ま
え
、
よ
り
実
効
的
な
取
組
の
充
実
・深

化
を

図
り
、
全
国
展
開
可
能
な
形
で
成
果
を
と
り
ま
と
め
る
。

２
．
モ
デ
ル
事
業
の
伴
走
支
援
、
横
展
開
の
取
組

⚫
件
数
・
単
価
：
（
民
間
企
業
等
）

約
1
,0
0
0
万
円

〇
各
教
育
委
員
会
に
お
い
て
、
専
門
家
等
と
協
力
し
な
が
ら
、
病
気
休
職
の
原
因
分
析
や
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
及
び
労
働
安
全
衛
生
体
制
の
活
用
等
に

関
す
る
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
し
、
教
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
事
例
の
創
出
や
効
果
的
な
取
組
の
研
究
を
行
う
。

〇
実
施
期
間
：
令
和
７
年
度

（
具
体
的
な
取
組
）

✓
採
択
自
治
体
の
伴
走
支
援
、
推
進
委
員
会
と
連
携
し
た
委
託
自
治
体
へ
の
提
案
・助

言
✓
事
業
成
果
等
を
体
系
的
に
整
理
・分

析
、
「メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
手
引
書
」の
作
成
、
横
展
開
の
実
施

等

都
道
府
県
/市

町
村

モ
デ
ル
自
治
体
（
市
町
村
）
/

モ
デ
ル
校報 告

選 定

■
関
係
者
会
議
の
設
置

（
事
業
の
検
討
・
効
果
検
証
）

■
病
気
休
職
の
原
因
分
析

■
モ
デ
ル
事
業
の
実
施

・
セ
ル
フ
ケ
ア
等
の
促
進
・
充
実

・
相
談
体
制
の
充
実

・
IC
T
等
の
活
用

等

【
事
業
の
イ
メ
ー
ジ
図
】

民
間
企
業
等

文
部
科
学
省

事
業
実
施
に

関
す
る
相
談

進
捗
管
理
、
提
案
・
助
言
、

事
業
成
果
等
の
整
理
・
分
析

連
携

推
進
委
員
会

（
専
門
家
）

令
和
7
年
度
予
算
額
（
案
）

0
.5
億
円

（
前
年
度
予
算
額

0
.7
億
円
）

令
和
6
年
度
補
正
予
算
額

0
.3
億
円

（
初
等
中
等
教
育
局
初
等
中
等
教
育
企
画
課
）
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令和７年度東日本大震災復興特別会計予算（案）

【初等中等教育局関係分】

児童生徒等の心のケアや教育支援等 25億円（26億円）

○緊急スクールカウンセラー等活用事業 14億円（15億円）

・被災児童生徒等の心のケアや教職員等への助言・援助等を行うための
スクールカウンセラーを配置（273人）等

○被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配
11億円（11億円）

・被災児童生徒に対する学習支援や心のケア等に取り組むための定数措置（452人）

就 学 支 援 5億円（ 7億円）

○被災児童生徒就学支援等事業 5億円（ 7億円）

・震災により、経済的理由から就学等が困難となった世帯の児童生徒等に、
就学支援等を実施

復興を支える人材の育成など地域における暮らしの再生 2億円（ 2億円）

○福島県教育復興推進事業 1億円（ 1億円）

・避難地域12市町村の小中学校や双葉郡中高一貫校における魅力ある学校づくりを支援

○福島イノベーション・コースト構想等を担う人材育成 1億円（ 1億円）
に関する事業

・構想の中心となる浜通り地域等の初等中等教育機関において特色ある教育プログラム
を実施し、専門人材等の育成のための取組を支援

90


	00_令和７年度予算（案）事項別表
	01_教育の質の向上に向けた、学校における働き方改革の更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実の一体的な推進
	02_GIGA スクール構想の着実な推進と学校 DX の加速
	03_教育課程の充実、特定分野に特異な才能のある児童生徒への支援の推進
	04_新時代に対応した高等学校改革の推進
	05_幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上
	06_現代的健康課題に対応するための健康教育の推進
	07_誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校、いじめ対策等の推進
	08_特別支援教育の充実
	09_道徳教育の充実
	10_子供の体験活動の推進
	11_キャリア教育・職業教育の充実
	12_学校をプラットフォームとした総合的なこどもの貧困の解消に向けた対策の推進等
	13_高校生等への修学支援
	14_義務教育教科書の無償給与
	15_地方教育行政の推進
	16_令和７年度東日本大震災復興特別会計予算（案）【初等中等教育局関係分】



